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１ 雇用失業情勢（令和３年４月分） 

 

２ 新型コロナウイルス感染症の影響を受ける 

労働者、事業主に対する支援措置 

      

３ 福島労働局からのお知らせ 
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1.55

　◇県内の有効求人倍率（季節調整値）の動き

  ◇　有効求人倍率は1.24倍（季節調整値）で、前月を0.02ポイント下回った。
  ◇　有効求人数（季節調整値）は前月比で1.9％増加し、有効求職者数（同）は前月比で3.5％増加
　　　 した。

　１　有効求人倍率の動向

　２　雇用情勢判断

 　　 ◇　引き続き求人が求職を上回って推移しており、弱まりの動きが落ち着いている。

　　【判断根拠】
　　　　①　有効求人倍率（季節調整値）が５カ月連続で1.20倍以上となっている。
　　　　②　県内２カ所のハローワーク※で有効求人倍率（原数値）が1倍を下回った。
　　　　　　　（※ハローワーク福島及びハローワーク須賀川）

　　　　③　正社員有効求人倍率（原数値）が２カ月連続で1倍を下回った。

（令和３年４月分）

　【県内概況】
　　○ 令和３年４月の有効求人倍率は1.24倍（季節調整値）で、前月を0.02ポイント下回った。
　
　　○ 県内の雇用情勢は、引き続き求人が求職を上回って推移しており、弱まりの動きが落ち着い
　　　　ている。

【照会先】　福島労働局職業安定部職業安定課

　　　　　　課　　　長　　　　　　　　　秋　元　初　雄

　　　　　　課長補佐　　　　　　　　　矢　内　  聡　

　　　　　　地方労働市場情報官   菅　野　　茂

  　　　　　　　電話番号　０２４（５２９）５３３８
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（注）月別が季節調整値、年度は月平均で原数値である。

なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。
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対前年･前月

(％) 増減ﾎﾟｲﾝﾄ （倍） 全国順位
対前年･前月
'増減ﾎﾟｲﾝﾄ

（倍） 全国順位
対前年･前月
'増減ﾎﾟｲﾝﾄ 青森 岩手 宮城 秋田 山形

H28年度平均 3.0  1.39 0.14 1.43 ▲0.02 1.61 ▲0.09 1.13 1.31 1.50 1.21 1.35
H29年度平均 2.7  1.54 0.12 1.47 0.04 1.62 0.01 1.27 1.42 1.62 1.41 1.59
H30年度平均 2.4  1.62 0.16 1.52 0.05 1.68 0.06 1.30 1.45 1.69 1.53 1.64
R1年度平均 2.3  1.55 ▲0.07 1.48 ▲0.04 1.64 ▲0.04 1.20 1.33 1.57 1.45 1.47
R2年度平均 2.9  1.10 ▲0.45 1.21 ▲0.27 1.34 ▲0.30 0.95 1.06 1.20 1.28 1.11

H31.4 2.4  1.62 ▲0.01 1.54 27位 ▲0.02 1.73 19位 0.03 1.27 1.44 1.68 1.51 1.57
R1.5 2.3  1.61 ▲0.01 1.53 28位 ▲0.01 1.75 18位 0.02 1.24 1.42 1.70 1.51 1.55
R1.6 2.3  1.61 0.00 1.52 29位 ▲0.01 1.72 20位 ▲0.03 1.24 1.40 1.66 1.51 1.56
R1.7 2.3  1.60 ▲0.01 1.50 29位 ▲0.02 1.69 22位 ▲0.03 1.23 1.39 1.64 1.47 1.52
R1.8 2.3  1.60 0.00 1.49 28位 ▲0.01 1.65 22位 ▲0.04 1.24 1.40 1.61 1.46 1.52
R1.9 2.4  1.59 ▲0.01 1.50 26位 0.01 1.65 20位 0.00 1.24 1.38 1.61 1.45 1.52

R1.10 2.4  1.58 ▲0.01 1.48 27位 ▲0.02 1.63 18位 ▲0.02 1.23 1.35 1.58 1.49 1.51
R1.11 2.3  1.57 ▲0.01 1.50 24位 0.02 1.65 17位 0.02 1.23 1.31 1.57 1.45 1.47
R1.12 2.2  1.55 ▲0.02 1.46 23位 ▲0.04 1.60 19位 ▲0.05 1.21 1.24 1.56 1.44 1.41
R2.1 2.4  1.51 ▲0.04 1.44 22位 ▲0.02 1.57 18位 ▲0.03 1.12 1.21 1.49 1.41 1.35
R2.2 2.4  1.45 ▲0.06 1.38 24位 ▲0.06 1.52 20位 ▲0.05 1.10 1.27 1.45 1.37 1.31
R2.3 2.5  1.40 ▲0.05 1.38 18位 0.00 1.50 17位 ▲0.02 1.09 1.20 1.37 1.36 1.29
R2.4 2.6  1.30 ▲0.10 1.32 22位 ▲0.06 1.49 13位 ▲0.01 1.00 1.13 1.34 1.34 1.25
R2.5 2.8  1.18 ▲0.12 1.22 22位 ▲0.10 1.42 12位 ▲0.07 0.91 1.03 1.29 1.30 1.11
R2.6 2.8  1.12 ▲0.06 1.22 16位 0.00 1.38 8位 ▲0.04 0.91 1.02 1.24 1.27 1.09
R2.7 2.9  1.09 ▲0.03 1.19 15位 ▲0.03 1.33 10位 ▲0.05 0.93 1.02 1.18 1.26 1.07
R2.8 3.0  1.05 ▲0.04 1.17 14位 ▲0.02 1.30 10位 ▲0.03 0.93 1.01 1.14 1.25 1.06
R2.9 3.0  1.04 ▲0.01 1.16 14位 ▲0.01 1.29 9位 ▲0.01 0.92 1.02 1.13 1.24 1.05

R2.10 3.1  1.04 0.00 1.17 14位 0.01 1.29 7位 0.00 0.95 1.03 1.14 1.23 1.05
R2.11 3.0  1.05 0.01 1.17 12位 0.00 1.29 9位 0.00 0.97 1.03 1.15 1.23 1.03
R2.12 3.0  1.05 0.00 1.20 8位 0.03 1.31 7位 0.02 0.99 1.04 1.14 1.23 1.05
R3.1 2.9  1.10 0.05 1.21 15位 0.01 1.31 11位 0.00 0.96 1.07 1.22 1.31 1.15
R3.2 2.9  1.09 ▲0.01 1.24 13位 0.03 1.32 12位 0.01 0.89 1.12 1.22 1.31 1.12
R3.3 2.6  1.10 0.01 1.26 13位 0.02 1.35 12位 0.03 0.97 1.15 1.25 1.33 1.21
R3.4 2.8  1.09 ▲0.01 1.24 19位 ▲0.02 1.40 11位 0.05 1.01 1.16 1.27 1.35 1.23

（倍）

（注）有効求人倍率、完全失業率の毎月については、季節調整値、年度計は原数値。
　　　なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。
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福島県と全国の有効求人倍率等の推移

全国平均 福島県（受理地別） 福島県（就業地別） 完全失業率（全国）

◆ 全国平均の有効求人倍率は1.09倍で、福島県の受理地別の有効求人倍率を▲0.15P下回った。

福島県の全国順位は、受理地別が19位、就業地別が11位。（※詳細はP18、19参照）
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※【資料出所】完全失業率：総務省「労働力調査」

福島県と全国の有効求人倍率の動向3

※月別が季節調整値、年度別は原数値。

なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

（倍） （％）

福島県（就業地別）

全国平均

完全失業率（全国）
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　◆今月の主な指標の動き

対前年同月 季節調整値

R3年 R3年 R2年 増減率、差 対 前 月

4月 3月 4月 増減率、差

　項　目 (%、ﾎﾟｲﾝﾄ) (人、ﾎﾟｲﾝﾄ)

35,849 37,393 34,697 3.3

　　　季節調整値 36,178 35,497 34,817 681

12,885 14,602 10,508 22.6

12,986 12,962 10,453 24

建設業 2,482 2,338 1,995 24.4

製造業 1,588 1,710 1,199 32.4

運輸業、郵便業 567 656 563 0.7

卸売業、小売業 1,305 1,599 1,086 20.2

宿泊業、飲食サービス業 487 682 451 8.0

医療、福祉 2,442 2,727 2,097 16.5

サービス業 2,091 2,326 1,632 28.1

31,046 30,158 28,391 9.4

29,072 28,080 26,445 992

9,090 8,749 7,946 14.4

7,356 6,928 6,363 428

2,761 3,496 2,520 9.6

1.15 1.24 1.22 ▲ 0.07

1.24 1.26 1.32 ▲ 0.02

1.42 1.67 1.32 0.10

1.77 1.87 1.64 ▲ 0.10

30.4 40.0 31.7 ▲ 1.3

19,289 19,347 18,509 4.2

20,381 20,161 19,310 5.5

7,005 7,293 5,879 19.2

1,171 1,341 1,035 13.1

0.95 0.96 0.96 ▲ 0.01

 6　有効求人倍率(1/3) (倍）

 3　月間有効求職者数　（人）

 4　新規求職申込件数　（人）

 1　月間有効求人数　　（人）

 2　新規求人数　　　　（人）

　　　　　　　　　 年　月

主
要
産
業
別
内
訳

　　　季節調整値

　　　季節調整値

（注） 1. 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。

　　　　　なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

       2. ▲は減少である。

　　　季節調整値

 7　新規求人倍率(2/4)(倍)

12　就職件数　　　　　（件）

13　有効求人倍率(9/10)(倍)

全
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
数

　　　季節調整値

　　　季節調整値

 8　就職率（5/4×100) （％）

 9　月間有効求人数　　（人）

10　月間有効求職者数　（人）
  　※一般（常用的フルタイム）

11　新規求人数　　　　（人）

正
　
社
　
員

 5　就職件数　　　　　（件）

今月の動き4
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　　◆産業別・規模別新規求人申込状況

令和3年 令和2年 前年同月比 前年同月差
4月 4月 （％） （人）

Ａ 143 1.1% 153 1.5% ▲6.5 ▲ 10
Ｃ 22 0.2% 7 0.1% 214.3 15
Ｄ 2,482 19.3% 1,995 19.0% 24.4 487
Ｅ 1,588 12.3% 1,199 11.4% 32.4 389

09 215 (13.5%) 143 (11.9%) 50.3 72
10 8 (0.5%) 6 (0.5%) 33.3 2
11 50 (3.1%) 77 (6.4%) ▲35.1 ▲ 27
12 20 (1.3%) 29 (2.4%) ▲31.0 ▲ 9
13 11 (0.7%) 5 (0.4%) 120.0 6
14 30 (1.9%) 17 (1.4%) 76.5 13
15 23 (1.4%) 12 (1.0%) 91.7 11
16 39 (2.5%) 116 (9.7%) ▲66.4 ▲ 77
17 6 (0.4%) 5 (0.4%) 20.0 1
18 96 (6.0%) 38 (3.2%) 152.6 58
19 49 (3.1%) 15 (1.3%) 226.7 34
21 106 (6.7%) 67 (5.6%) 58.2 39
22 28 (1.8%) 20 (1.7%) 40.0 8

　 23 14 (0.9%) 28 (2.3%) ▲50.0 ▲ 14
24 203 (12.8%) 151 (12.6%) 34.4 52
25 117 (7.4%) 61 (5.1%) 91.8 56
26 87 (5.5%) 50 (4.2%) 74.0 37
27 33 (2.1%) 33 (2.8%) 0.0 0
28 96 (6.0%) 88 (7.3%) 9.1 8
29 91 (5.7%) 78 (6.5%) 16.7 13
30 78 (4.9%) 64 (5.3%) 21.9 14
31 110 (6.9%) 70 (5.8%) 57.1 40
20 78 (4.9%) 26 (2.2%) 200.0 52

Ｆ 24 0.2% 17 0.2% 41.2 7
Ｇ 80 0.6% 87 0.8% ▲8.0 ▲ 7

37 0 (0.0%) 0 (0.0%)           - 0
38 1 (1.3%) 0 (0.0%)           - 1
39 65 (81.3%) 76 (87.4%) ▲14.5 ▲ 11
40 5 (6.3%) 3 (3.4%) 66.7 2

Ｈ 567 4.4% 563 5.4% 0.7 4
43 120 (21.2%) 129 (22.9%) ▲7.0 ▲ 9
44 382 (67.4%) 351 (62.3%) 8.8 31

Ｉ 1,305 10.1% 1,086 10.3% 20.2 219
410 (31.4%) 242 (22.3%) 69.4 168
895 (68.6%) 844 (77.7%) 6.0 51

Ｊ 98 0.8% 69 0.7% 42.0 29
28 (28.6%) 27 (39.1%) 3.7 1
0 (0.0%) 0 (0.0%)           - 0

67 ) 70 (71.4%) 42 (60.9%) 66.7 28
Ｋ 176 1.4% 98 0.9% 79.6 78

70 104 (59.1%) 59 (60.2%) 76.3 45
Ｌ 240 1.9% 280 2.7% ▲14.3 ▲ 40

73 15 (6.3%) 15 (5.4%) 0.0 0
Ｍ 487 3.8% 451 4.3% 8.0 36

75 132 (27.1%) 39 (8.6%) 238.5 93
76 323 (66.3%) 394 (87.4%) ▲18.0 ▲ 71

Ｎ 355 2.8% 243 2.3% 46.1 112
78 216 (60.8%) 118 (48.6%) 83.1 98

Ｏ 187 1.5% 130 1.2% 43.8 57
Ｐ 2,442 19.0% 2,097 20.0% 16.5 345

83 927 (38.0%) 816 (38.9%) 13.6 111
84 13 (0.5%) 13 (0.6%) 0.0 0
85 1,502 (61.5%) 1,268 (60.5%) 18.5 234

（ 854 ） 1,106 (45.3%) 991 (47.3%) 11.6 115
（ 859 ） 127 (5.2%) 110 (5.2%) 15.5 17

Ｑ 38 0.3% 38 0.4% 0.0 0
86 9 (23.7%) 3 (7.9%) 200.0 6

Ｒ 2,091 16.2% 1,632 15.5% 28.1 459
88 103 (4.9%) 90 (5.5%) 14.4 13
89 85 (4.1%) 71 (4.4%) 19.7 14
90 14 (0.7%) 19 (1.2%) ▲26.3 ▲ 5
91 588 (28.1%) 325 (19.9%) 80.9 263

（ 912 ） 568 (27.2%) 309 (18.9%) 83.8 259
92 1,198 (57.3%) 1,065 (65.3%) 12.5 133

103 (4.9%) 62 (3.8%) 66.1 41
Ｓ 560 4.3% 363 3.5% 54.3 197

12,885 100.0% 10,508 100.0% 22.6 2,377
　　　　 　　　２９  人  以 下 8,533 66.2% 6,866 65.3% 24.3 1,667
　　　　　　 　３０ ～  ９９人 3,186 24.7% 2,490 23.7% 28.0 696
　　　　　　 １００ ～２９９人 836 6.5% 792 7.5% 5.6 44
　　　　　　 ３００ ～４９９人 92 0.7% 116 1.1% ▲20.7 ▲ 24
　　　　　　 ５００ ～９９９人 172 1.3% 116 1.1% 48.3 56
　　　　　１,０００  人  以 上 66 0.5% 128 1.2% ▲48.4 ▲ 62

産                業
当 月 前年同月

構成
割合

構成
割合

製 造 業 (09～32)
食 料 品 製 造 業
飲 料 ・ た ば こ ・ 飼 料 製 造 業

鉱 業 ， 採 石 業 ， 砂 利 採 取 業 (05)
建 設 業 (06～08)

， Ｂ 農 ， 林 ， 漁 業 (01～04)

石 油 製 品 ・ 石 炭 製 品 製 造 業
プ ラ ス チ ッ ク 製 品 製 造 業 （ 別 掲 を 除 く ）
ゴ ム 製 品 製 造 業
窯 業 ・ 土 石 製 品 製 造 業
鉄 鋼 業
非 鉄 金 属 製 造 業

繊 維 工 業
木 材 ・ 木 製 品 製 造 業 （ 家 具 を 除 く ）
家 具 ・ 装 備 品 製 造 業
パ ル プ ・ 紙 ・ 紙 加 工 品 製 造 業
印 刷 ・ 同 関 連 業
化 学 工 業

情 報 通 信 機 械 器 具 製 造 業
輸 送 用 機 械 器 具 製 造 業
,32 そ の 他 の 製 造 業

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 (33～36)
情 報 通 信 業 (37～41)

金 属 製 品 製 造 業
は ん 用 機 械 器 具 製 造 業
生 産 用 機 械 器 具 製 造 業
業 務 用 機 械 器 具 製 造 業
電 子 部 品 ・ デ バ イ ス ・ 電 子 回 路 製 造 業
電 気 機 械 器 具 製 造 業

道 路 旅 客 運 送 業
道 路 貨 物 運 送 業

卸 売 業 ， 小 売 業 (50～61)
50～55   卸 売 業

通 信 業
放 送 業
情 報 サ ー ビ ス 業
イ ン タ ー ネ ッ ト 附 随 サ ー ビ ス 業

運 輸 業 ， 郵 便 業 (42～49)

65，66  金融商品取引業，商品先物取引業等
保険業（保険媒介代理業，保険サービス業を

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 (68～70)
物 品 賃 貸 業

56～61    小 売 業
金 融 業 ， 保 険 業 (62～67)

62～64  銀 行 業 等

飲 食 店
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ， 娯 楽 業 (78～80)

洗 濯 ・ 理 容 ・ 美 容 ・ 浴 場 業
教 育 ， 学 習 支 援 業 (81，82)

学 術 研 究 ， 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 (71～74)
広 告 業

宿 泊 業 ， 飲 食 サ ー ビ ス 業 (75～77)
宿 泊 業

その他の社会保険・社会福祉・介護事業

複 合 サ ー ビ ス 事 業 (86，87)
郵 便 局

サ ー ビ ス 業 （ 他 に 分 類 さ れ な い も の ） (88～96)

医 療 ， 福 祉 (83～85)
医 療 業
保 健 衛 生
社 会 保 険 ・ 社 会 福 祉 ・ 介 護 事 業
老 人 福 祉 ・ 介 護 事 業

※すべて原数値

93～96 そ の 他 の サ ー ビ ス 業
，Ｔ公務（他に分類されるものを除く）・その他 (97,98,99)

合            計

事業所
規模別

廃 棄 物 処 理 業
自 動 車 整 備 業
機 械 等 修 理 業 （ 別 掲 を 除 く ）
職 業 紹 介 ・ 労 働 者 派 遣 業
労 働 者 派 遣 業
そ の 他 の 事 業 サ ー ビ ス 業
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原数値 新規求人数 前年同月比 前年同月差 有効求人数 前年同月比 前年同月差

H31.4 14,467 ▲ 6.0 ▲ 927 42,056 ▲ 1.7 ▲ 729
R1.5 14,820 ▲ 3.1 ▲ 476 41,054 ▲ 2.4 ▲ 991
R1.6 14,132 ▲ 1.8 ▲ 264 40,341 ▲ 1.7 ▲ 712
R1.7 14,587 ▲ 2.0 ▲ 299 40,007 ▲ 1.7 ▲ 710
R1.8 15,102 ▲ 0.1 ▲ 10 40,084 ▲ 2.1 ▲ 852
R1.9 14,641 ▲ 4.0 ▲ 603 41,150 ▲ 1.3 ▲ 530

R1.10 15,015 ▲ 9.2 ▲ 1,521 41,546 ▲ 3.8 ▲ 1,631
R1.11 14,838 ▲ 4.5 ▲ 700 41,409 ▲ 4.6 ▲ 2,017
R1.12 13,792 ▲ 1.5 ▲ 207 40,539 ▲ 3.7 ▲ 1,576
R2.1 14,303 ▲ 8.7 ▲ 1,365 39,845 ▲ 4.8 ▲ 2,009
R2.2 14,961 ▲ 11.7 ▲ 1,982 39,927 ▲ 9.2 ▲ 4,033
R2.3 14,807 ▲ 5.3 ▲ 831 39,896 ▲ 10.5 ▲ 4,670
R2.4 10,508 ▲ 27.4 ▲ 3,959 34,697 ▲ 17.5 ▲ 7,359
R2.5 9,768 ▲ 34.1 ▲ 5,052 30,292 ▲ 26.2 ▲ 10,762
R2.6 12,917 ▲ 8.6 ▲ 1,215 30,941 ▲ 23.3 ▲ 9,400
R2.7 11,683 ▲ 19.9 ▲ 2,904 31,701 ▲ 20.8 ▲ 8,306
R2.8 11,236 ▲ 25.6 ▲ 3,866 32,715 ▲ 18.4 ▲ 7,369
R2.9 13,057 ▲ 10.8 ▲ 1,584 33,654 ▲ 18.2 ▲ 7,496

R2.10 13,096 ▲ 12.8 ▲ 1,919 35,190 ▲ 15.3 ▲ 6,356
R2.11 11,921 ▲ 19.7 ▲ 2,917 34,886 ▲ 15.8 ▲ 6,523
R2.12 12,430 ▲ 9.9 ▲ 1,362 34,853 ▲ 14.0 ▲ 5,686
R3.1 12,868 ▲ 10.0 ▲ 1,435 34,510 ▲ 13.4 ▲ 5,335
R3.2 12,587 ▲ 15.9 ▲ 2,374 35,829 ▲ 10.3 ▲ 4,098
R3.3 14,602 ▲ 1.4 ▲ 205 37,393 ▲ 6.3 ▲ 2,503
R3.4 12,885 22.6 2,377 35,849 3.3 1,152

▲ 6.0

▲ 3.1

▲ 1.8

▲ 2.0

▲ 0.1

▲ 4.0

▲ 9.2

▲ 4.5

▲ 1.5

▲ 8.7 ▲ 11.7

▲ 5.3

▲ 27.4

▲ 34.1

▲ 8.6

▲ 19.9

▲ 25.6

▲ 10.8

▲ 12.8

▲ 19.7

▲ 9.9

▲ 10.0

▲ 15.9

▲ 1.4

22.6

▲ 40.0

▲ 30.0

▲ 20.0

▲ 10.0

0.0

10.0

20.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

新規求人数の推移

新規求人数 前年同月比

◆前年同月比22.6％増加し、２６カ月ぶりに前年同月を上回る。

▲ 1.7
▲ 2.4

▲ 1.7▲ 1.7
▲ 2.1

▲ 1.3
▲ 3.8

▲ 4.6

▲ 3.7

▲ 4.8
▲ 9.2

▲ 10.5 ▲ 17.5

▲ 26.2
▲ 23.3

▲ 20.8
▲ 18.4

▲ 18.2
▲ 15.3

▲ 15.8

▲ 14.0

▲ 13.4

▲ 10.3 ▲ 6.3

3.3

▲ 30.0

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

有効求人数の推移

有効求人数 前年同月比

◆前年同月比3.3%増加し、２５カ月ぶりに前年同月を上回る。
（人）

求人の動向１

（％）

（人） （％）

※原数値

※原数値

- 6 -- 6 -- 6 -



　 原数値 建設業 前年同月比 製造業 前年同月比 運輸業等 前年同月比 卸売・小売 前年同月比 宿泊・飲食 前年同月比 医療・福祉 前年同月比 サービス業 前年同月比 その他産業 前年同月比

　 R2.4 1,995 ▲ 4.3 1,199 ▲ 37.6 563 ▲ 29.1 1,086 ▲ 39.2 451 ▲ 50.6 2,097 ▲ 24.4 1,632 ▲ 27.0 1,485 ▲ 24.0
R2.5 1,865 ▲ 14.0 1,018 ▲ 38.9 524 ▲ 36.5 1,358 ▲ 36.0 295 ▲ 68.6 1,928 ▲ 23.0 1,285 ▲ 44.8 1,495 ▲ 34.2
R2.6 2,576 27.6 1,242 ▲ 27.1 514 ▲ 29.8 1,406 ▲ 25.4 806 9.4 2,474 ▲ 4.9 1,826 ▲ 23.9 2,073 0.9
R2.7 2,192 ▲ 1.0 1,053 ▲ 42.8 565 ▲ 29.0 1,226 ▲ 31.8 457 ▲ 59.4 2,372 ▲ 16.4 1,649 ▲ 19.8 2,169 13.0
R2.8 1,876 ▲ 9.6 1,405 ▲ 12.2 560 ▲ 29.6 1,216 ▲ 38.3 633 ▲ 52.2 2,257 ▲ 15.6 1,689 ▲ 22.0 1,600 ▲ 35.9
R2.9 2,484 13.4 1,399 ▲ 23.5 543 ▲ 17.2 1,584 ▲ 22.2 592 ▲ 23.7 2,535 ▲ 5.4 2,011 ▲ 18.6 1,909 ▲ 4.7

R2.10 2,521 ▲ 5.9 1,377 ▲ 20.8 607 ▲ 20.3 1,454 ▲ 18.0 751 ▲ 41.9 2,635 ▲ 4.4 1,961 ▲ 2.1 1,790 ▲ 11.0
R2.11 1,844 ▲ 7.8 1,322 ▲ 10.9 574 ▲ 36.4 1,231 ▲ 27.3 901 ▲ 38.1 2,247 ▲ 18.6 1,715 ▲ 11.8 2,087 ▲ 19.7
R2.12 2,237 8.1 1,314 ▲ 17.6 565 ▲ 3.6 1,379 ▲ 19.5 479 ▲ 32.6 2,402 ▲ 6.4 2,084 5.4 1,970 ▲ 23.4
R3.1 2,252 23.5 1,525 4.4 612 ▲ 11.7 1,335 ▲ 5.1 470 ▲ 51.0 2,752 4.6 1,863 17.8 2,059 ▲ 45.0
R3.2 1,940 1.3 1,367 ▲ 5.7 528 ▲ 21.8 1,255 ▲ 26.1 785 9.8 2,451 ▲ 10.4 1,888 4.3 2,373 ▲ 40.1
R3.3 2,338 ▲ 1.6 1,710 6.1 656 ▲ 1.6 1,599 ▲ 10.0 682 ▲ 8.5 2,727 6.3 2,326 17.1 2,564 ▲ 16.7
R3.4 2,482 24.4 1,588 32.4 567 0.7 1,305 20.2 487 8.0 2,442 16.5 2,091 28.1 1,923 29.5

▲ 24.4

▲ 23.0

▲ 4.9

▲ 16.4 ▲ 15.6

▲ 5.4

▲ 4.4

▲ 18.6

▲ 6.4

4.6

▲ 10.4

6.3

16.5

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

医療・福祉

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋16.5%(＋345人)増加し､2カ月連続で前年同月を上回る｡

主要業種別新規求人動向①

▲ 4.3

▲ 14.0

27.6

▲ 1.0

▲ 9.6

13.4

▲ 5.9▲ 7.8

8.1

23.5

1.3

▲ 1.6

24.4

▲ 20

▲ 10

0

10

20

30

40

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

建 設 業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋24.4%(＋487人)増加し､2カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 37.6

▲ 38.9

▲ 27.1

▲ 42.8

▲ 12.2

▲ 23.5▲ 20.8
▲ 10.9

▲ 17.6

4.4

▲ 5.7

6.1

32.4

▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10

0
10
20
30
40

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

製 造 業

新規求人数

◇前年同月比＋32.4%(＋389人)増加し､2カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 29.1
▲ 36.5

▲ 29.8▲ 29.0

▲ 29.6

▲ 17.2
▲ 20.3

▲ 36.4

▲ 3.6
▲ 11.7

▲ 21.8

▲ 1.6

0.7

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

運輸業・郵便業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋0.7%(＋4人)増加し､20カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 39.2

▲ 36.0
▲ 25.4

▲ 31.8

▲ 38.3

▲ 22.2

▲ 18.0

▲ 27.3

▲ 19.5

▲ 5.1

▲ 26.1

▲ 10.0

20.2

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

卸売・小売業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋20.2%(＋219人)増加し､29カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 50.6

▲ 68.6

9.4

▲ 59.4

▲ 52.2

▲ 23.7

▲ 41.9▲ 38.1

▲ 32.6

▲ 51.0

9.8

▲ 8.5

8.0

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

60

80

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

宿泊・飲食サービス業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋8.0%(＋36人)増加し､2カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 27.0

▲ 44.8

▲ 23.9

▲ 19.8

▲ 22.0

▲ 18.6

▲ 2.1

▲ 11.8

5.4

17.8

4.3

17.1

28.1

▲ 50

▲ 40

▲ 30

▲ 20

▲ 10

0

10

20
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0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

サービス業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋28.1%(＋459人)増加し､5カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 24.0

▲ 34.2

0.9

13.0

▲ 35.9

▲ 4.7

▲ 11.0
▲ 19.7

▲ 23.4

▲ 45.0
▲ 40.1

▲ 16.7

29.5

▲ 50
▲ 40
▲ 30
▲ 20
▲ 10
0
10
20
30
40
50

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

その他の産業

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋29.5%(＋438人)の増加｡

（％）

（人）
（％） （人） （％）

（人）

（％）
（人）

（人）
（％） （人） （％）

（人） （％）
（人） （％）

※原数値※原数値

※原数値※原数値

※原数値
※原数値

※原数値 ※原数値

●前年同月比で ◇増加した業種 ⇒ 建設業、製造業、運輸業・郵便業、卸売・小売業、宿泊・飲食サービス業、医療・福祉、サー

ビス業 ◆減少した業種 ⇒ 主要業種ではなし
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原数値 食料品 前年同月比 繊維工業 前年同月比 金属製品 前年同月比
はん用
機械

前年同月比
電子デバ

イス
前年同月比 電気機械 前年同月比 情報通信 前年同月比

輸送用
機械

前年同月比

R2.4 143 ▲ 30.9 77 ▲ 32.5 151 ▲ 33.5 61 ▲ 60.9 88 ▲ 29.6 78 ▲ 49.7 64 ▲ 38.5 70 ▲ 56.5
R2.5 187 ▲ 33.7 17 ▲ 78.8 130 ▲ 23.5 61 ▲ 24.7 69 ▲ 11.5 110 ▲ 40.2 64 ▲ 11.1 50 ▲ 53.7
R2.6 180 ▲ 35.0 63 ▲ 43.2 146 ▲ 29.5 87 ▲ 29.8 64 ▲ 28.1 137 2.2 50 ▲ 27.5 54 ▲ 39.3
R2.7 143 ▲ 28.1 61 ▲ 37.1 141 ▲ 25.4 56 ▲ 47.2 45 ▲ 60.5 82 ▲ 52.0 22 ▲ 76.6 58 ▲ 68.5
R2.8 481 70.6 39 ▲ 22.0 166 13.7 59 ▲ 60.1 66 ▲ 25.8 68 ▲ 48.5 81 9.5 84 3.7
R2.9 295 8.9 50 ▲ 59.3 127 ▲ 35.9 80 ▲ 44.4 48 ▲ 14.3 115 ▲ 33.9 55 ▲ 25.7 80 ▲ 27.9

R2.10 243 ▲ 1.2 92 ▲ 8.0 163 ▲ 13.3 67 ▲ 24.7 72 ▲ 20.9 95 ▲ 47.2 79 ▲ 17.7 80 ▲ 45.9
R2.11 228 9.1 33 ▲ 50.0 158 ▲ 12.7 67 ▲ 16.3 71 10.9 100 ▲ 24.8 93 22.4 73 ▲ 30.5
R2.12 156 ▲ 11.4 65 ▲ 23.5 101 ▲ 42.9 81 ▲ 27.7 68 1.5 119 ▲ 23.7 79 ▲ 6.0 98 21.0
R3.1 222 ▲ 15.6 68 ▲ 15.0 219 38.6 94 36.2 59 ▲ 43.8 96 ▲ 38.5 81 ▲ 11.0 125 43.7
R3.2 186 ▲ 39.6 31 ▲ 35.4 172 17.0 82 30.2 95 10.5 149 53.6 90 11.1 93 34.8
R3.3 255 12.3 88 ▲ 7.4 142 ▲ 20.2 156 69.6 101 60.3 134 ▲ 41.7 86 24.6 81 15.7
R3.4 215 50.3 50 ▲ 35.1 203 34.4 117 91.8 96 9.1 91 16.7 78 21.9 110 57.1

製造業のうち主要業種の新規求人の動向②

▲ 30.9

▲ 33.7

▲ 35.0

▲ 28.1

70.6

8.9

▲ 1.2

9.1

▲ 11.4

▲ 15.6
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食 料 品

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋50.3%(＋72人)増加し､2カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 32.5

▲ 78.8

▲ 43.2

▲ 37.1

▲ 22.0

▲ 59.3
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繊維工業

新規求人数 前年同月比

◆前年同月比▲35.1%(▲27人)減少し､19カ月連続で前年同月を下回る｡

▲ 33.5

▲ 23.5

▲ 29.5
▲ 25.4

13.7

▲ 35.9

▲ 13.3 ▲ 12.7

▲ 42.9
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金属製品

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋34.4%(＋52人)増加し､2カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 60.9

▲ 24.7
▲ 29.8

▲ 47.2
▲ 60.1

▲ 44.4

▲ 24.7

▲ 16.3

▲ 27.7

36.2
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はん用機械器具

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋91.8%(＋56人)増加し､4カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 29.6

▲ 11.5 ▲ 28.1

▲ 60.5

▲ 25.8

▲ 14.3

▲ 20.9
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電子部品・デバイス等

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋9.1%(＋8人)増加し､3カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 49.7

▲ 40.2

2.2

▲ 52.0

▲ 48.5

▲ 33.9
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電気機械器具

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋16.7%(＋13人)増加し､2カ月ぶりに前年同月を上回る｡

▲ 38.5

▲ 11.1

▲ 27.5

▲ 76.6

9.5

▲ 25.7

▲ 17.7

22.4

▲ 6.0 ▲ 11.0

11.1
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情報通信機械器具

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋21.9%(＋14人)増加し､3カ月連続で前年同月を上回る｡

▲ 56.5

▲ 53.7
▲ 39.3

▲ 68.5

3.7

▲ 27.9

▲ 45.9
▲ 30.5
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輸送用機械器具

新規求人数 前年同月比

◇前年同月比＋57.1%(＋40人)増加し､5カ月連続で前年同月を上回る｡

（人）
（％） （％）

（人）

（人）
（％）

（人） （％）

（％）

（％）

（人）

（人）

（人）

（人）

（％）

（％）

※原数値 ※原数値

※原数値

※原数値 ※原数値

※原数値 ※原数値

●前年同月比で ◇増加した業種 ⇒ 食料品、金属製品、はん用機械器具、電子部品・デバイス等、電気機械器具、

情報通信機械器具、輸送用機械器具

◆減少した業種 ⇒ 繊維工業
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原数値
新　規
求人数

前　年
同月比

新規求人
全数に占
める割合

有　効
求人数

前　年
同月比

有効求人
全数に占
める割合

一般（常
用）有効
求職者数

前　年
同月比

有　効
求人倍率

前　年
同月差

H30年度平均 7,320 2.9 47.6%  20,844 3.2 49.2%  19,196 ▲6.9 1.09  0.11p 

R1年度平均 7,103 ▲3.0 48.6%  20,499 ▲1.7 50.4%  18,695 ▲2.6 1.10  0.01p 

R2年度平均 6,425 ▲9.5 52.6%  18,406 ▲10.2 54.3%  18,775 0.4 0.98  ▲0.12p 

R2.4 5,879 ▲19.0 55.9%  18,509 ▲12.2 53.3%  19,310 ▲2.7 0.96  ▲0.10p 

R2.5 5,312 ▲27.2 54.4%  16,968 ▲18.1 56.0%  18,150 ▲7.4 0.93  ▲0.13p 

R2.6 6,938 4.6 53.7%  17,443 ▲13.7 56.4%  18,400 ▲3.2 0.95  ▲0.11p 

R2.7 6,370 ▲13.5 54.5%  17,779 ▲12.2 56.1%  18,725 ▲0.7 0.95  ▲0.12p 

R2.8 5,839 ▲24.6 52.0%  18,054 ▲12.8 55.2%  18,976 2.2 0.95  ▲0.16p 

R2.9 6,977 1.0 53.4%  18,452 ▲12.0 54.8%  19,648 5.4 0.94  ▲0.18p 

R2.10 7,076 ▲7.6 54.0%  19,041 ▲11.0 54.1%  19,659 6.7 0.97  ▲0.19p 

R2.11 5,873 ▲21.8 49.3%  18,772 ▲11.4 53.8%  18,714 6.5 1.00  ▲0.21p 

R2.12 6,721 0.0 54.1%  18,812 ▲10.1 54.0%  17,564 3.0 1.07  ▲0.16p 

R3.1 6,894 7.4 53.6%  18,797 ▲5.0 54.5%  17,615 ▲0.5 1.07  ▲0.05p 

R3.2 5,925 ▲11.5 47.1%  18,899 ▲2.0 52.7%  18,382 ▲2.4 1.03  0.01p 

R3.3 7,293 3.7 49.9%  19,347 ▲0.5 51.7%  20,161 ▲0.3 0.96  0.00p 

R3.4 7,005 19.2 54.4%  19,289 4.2 53.8%  20,381 5.5 0.95  ▲0.01p 

正社員求人等の動向③
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正社員有効求人倍率の推移

正社員有効求人数 正社員等有効求職者数 正社員有効求人倍率

◆正社員有効求人倍率は0.95倍（原数値）で、前年同月から▲0.01ポイント低下した。
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新規求人数に占める正社員求人数の推移

正社員 非正規 新規求人全数に占める割合

◆新規求人数に占める正社員求人数の割合は54.4％で、前年同月を▲1.5ポイント下回る。

（人） （倍）

（人）

※原数値

※原数値
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◆正社員求人産業別増減数

建設業

製造業

運輸業等

卸売・小売

宿泊・飲食

医療・福祉

サービス業

その他

合　　計

正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合 正社員求人 割合

H30年度平均 1,750 82.5% 1,205 60.6% 543 68.8% 805 39.4% 271 27.9% 1,389 51.4% 562 23.2% 795 33.9%

R1年度平均 1,788 83.7% 1,050 63.3% 543 73.4% 711 39.4% 323 33.2% 1,368 51.2% 561 27.0% 759 29.7%

R2年度平均 1,874 86.1% 833 62.7% 431 75.9% 612 45.5% 159 26.1% 1,280 53.2% 572 31.3% 664 33.8%

R2.4 1,701 85.3% 824 68.7% 411 73.0% 507 46.7% 142 31.5% 1,056 50.4% 649 39.8% 589 39.7%

R2.5 1,503 80.6% 687 67.5% 396 75.6% 576 42.4% 62 21.0% 1,003 52.0% 509 39.6% 576 38.5%

R2.6 2,225 86.4% 748 60.2% 405 78.8% 652 46.4% 213 26.4% 1,365 55.2% 568 31.1% 762 36.8%

R2.7 1,906 87.0% 801 76.1% 459 81.2% 628 51.2% 141 30.9% 1,257 53.0% 532 32.3% 646 29.8%

R2.8 1,583 84.4% 719 51.2% 433 77.3% 478 39.3% 173 27.3% 1,236 54.8% 627 37.1% 590 36.9%

R2.9 2,204 88.7% 818 58.5% 408 75.1% 723 45.6% 149 25.2% 1,388 54.8% 587 29.2% 700 36.7%

R2.10 2,144 85.0% 897 65.1% 426 70.2% 660 45.4% 195 26.0% 1,381 52.4% 632 32.2% 741 41.4%

R2.11 1,581 85.7% 772 58.4% 399 69.5% 543 44.1% 206 22.9% 1,238 55.1% 518 30.2% 616 29.5%

R2.12 2,041 91.2% 903 68.7% 456 80.7% 676 49.0% 119 24.8% 1,278 53.2% 606 29.1% 642 32.6%

R3.1 1,928 85.6% 988 64.8% 461 75.3% 592 44.3% 130 27.7% 1,510 54.9% 588 31.6% 697 33.9%

R3.2 1,617 83.4% 799 58.4% 409 77.5% 556 44.3% 217 27.6% 1,263 51.5% 475 25.2% 589 24.8%

R3.3 2,055 87.9% 1,034 60.5% 505 77.0% 758 47.4% 165 24.2% 1,383 50.7% 577 24.8% 816 31.8%

R3.4 2,156 86.9% 1,024 64.5% 432 76.2% 587 45.0% 126 25.9% 1,311 53.7% 679 32.5% 690 35.9%

※「割合」は、新規求人数（業種別）に占める正社員求人の割合。

その他の産業
原数値

建設業 製造業 運輸業･郵便業 卸売･小売業 宿泊･飲食ｻｰﾋﾞｽ業 医療･福祉 サービス業
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正社員新規求人数の業種別推移

その他

サービス業

医療・福祉

宿泊・飲食

卸売・小売

運輸業等

製造業

建設業

（人）
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新規求人に占める正社員求人の業種別割合の推移

建設業

運輸業等

製造業

医療・福祉

卸売・小売

宿泊・飲食

サービス業

正社員求人の業種別動向④

◆ 業種別の求人数は、前年同月比で建設業（+455人）、医療・福祉（＋255人）、製造業（＋200人）な

どで増加し、宿泊・飲食サービス業（▲16人）などで減少した。

全業種の中で建設業が４４カ月連続で最も多い求人数で推移している。

◆ 新規求人（業種別）に占める正社員求人の割合は、人手不足業種である建設業が一番高い水準で

推移しており、次いで運輸業等となっている。

※原数値

※原数値
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　 原数値 新規求職者数 前年同月比 前年同月差 有効求職者数 前年同月比 前年同月差

H31.4 9,066 ▲ 5.6 ▲ 539 29,485 ▲ 3.3 ▲ 992
R1.5 7,769 ▲ 8.1 ▲ 682 29,357 ▲ 4.7 ▲ 1,445
R1.6 6,819 ▲ 6.2 ▲ 454 28,502 ▲ 3.7 ▲ 1,083
R1.7 7,149 5.8 390 27,925 ▲ 1.2 ▲ 339
R1.8 6,527 ▲ 6.9 ▲ 480 27,232 ▲ 0.7 ▲ 203
R1.9 7,089 4.9 331 27,410 1.0 280

R1.10 6,844 ▲ 10.2 ▲ 778 27,127 ▲ 1.8 ▲ 484
R1.11 6,266 ▲ 6.9 ▲ 468 25,902 ▲ 3.5 ▲ 927
R1.12 6,359 9.4 545 25,230 ▲ 0.5 ▲ 117
R2.1 7,788 ▲ 2.9 ▲ 233 25,922 ▲ 0.2 ▲ 49
R2.2 7,487 ▲ 7.2 ▲ 579 27,185 0.4 113
R2.3 8,410 3.5 286 29,331 2.3 668
R2.4 7,946 ▲ 12.4 ▲ 1,120 28,391 ▲ 3.7 ▲ 1,094
R2.5 6,026 ▲ 22.4 ▲ 1,743 26,867 ▲ 8.5 ▲ 2,490
R2.6 7,156 4.9 337 27,553 ▲ 3.3 ▲ 949
R2.7 6,656 ▲ 6.9 ▲ 493 27,899 ▲ 0.1 ▲ 26
R2.8 5,876 ▲ 10.0 ▲ 651 28,185 3.5 953
R2.9 6,525 ▲ 8.0 ▲ 564 28,964 5.7 1,554

R2.10 6,629 ▲ 3.1 ▲ 215 29,217 7.7 2,090
R2.11 5,396 ▲ 13.9 ▲ 870 27,887 7.7 1,985
R2.12 5,343 ▲ 16.0 ▲ 1,016 26,338 4.4 1,108
R3.1 6,919 ▲ 11.2 ▲ 869 26,565 2.5 643
R3.2 6,932 ▲ 7.4 ▲ 555 27,516 1.2 331
R3.3 8,749 4.0 339 30,158 2.8 827
R3.4 9,090 14.4 1,144 31,046 9.4 2,655
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4.9

▲ 10.2

▲ 6.9

9.4

▲ 2.9

▲ 7.2

3.5

▲ 12.4

▲ 22.4

4.9

▲ 6.9
▲ 10.0

▲ 8.0

▲ 3.1

▲ 13.9
▲ 16.0

▲ 11.2

▲ 7.4

4.0

14.4

▲ 25.0

▲ 20.0

▲ 15.0

▲ 10.0

▲ 5.0

0.0

5.0

10.0

15.0

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

新規求職者数の推移

新規求職者数 前年同月比

◆前年同月比＋14.4％増加し、２カ月連続で前年同月を上回る。
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有効求職者数の推移

有効求職者数 前年同月比

◆前年同月比＋9.4％増加し、９カ月連続で前年同月を上回る。

求職者の動向２

（人） （％）

（％）（人）

※原数値

※原数値
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原数値 常用計 前年比 在職者 前年比 構成比
事業主
都合

前年比 構成比 自己都合 前年比 構成比 無業者 前年比 構成比 その他 前年比 構成比

H30年度平均 5,300 ▲ 6.7 2,096 ▲ 2.6 39.5% 777 ▲ 16.1 14.7% 1,928 ▲ 6.6 36.4% 353 ▲ 10.4 6.7% 146 2.8 2.7%

R1年度平均 5,084 ▲ 4.1 2,008 ▲ 4.2 39.5% 749 ▲ 3.7 14.7% 1,869 ▲ 3.1 36.8% 323 ▲ 8.5 6.3% 136 ▲ 7.1 2.7%

R2年度平均 4,580 ▲ 9.9 1,627 ▲ 19.0 35.5% 815 8.9 17.8% 1,735 ▲ 7.2 37.9% 268 ▲ 17.0 5.9% 134 ▲ 1.3 2.9%

R2.4 5,355 ▲ 10.3 1,362 ▲ 20.1 25.4% 1,272 ▲ 9.0 23.8% 2,167 ▲ 1.2 40.5% 258 ▲ 37.1 4.8% 296 13.0 5.5%

R2.5 4,072 ▲ 23.8 1,131 ▲ 38.6 27.8% 914 7.4 22.4% 1,696 ▲ 22.1 41.7% 201 ▲ 40.2 4.9% 130 ▲ 7.8 3.2%

R2.6 4,849 0.1 1,651 ▲ 15.7 34.0% 958 57.0 19.8% 1,806 ▲ 0.1 37.2% 282 ▲ 23.8 5.8% 152 55.1 3.2%

R2.7 4,599 ▲ 9.1 1,550 ▲ 21.0 33.7% 964 41.1 21.0% 1,724 ▲ 11.0 37.5% 251 ▲ 31.2 5.5% 110 ▲ 5.2 2.3%

R2.8 4,142 ▲ 12.4 1,455 ▲ 25.5 35.1% 664 16.7 16.0% 1,667 ▲ 6.9 40.2% 257 ▲ 16.6 6.2% 99 ▲ 10.8 2.5%

R2.9 4,540 ▲ 8.8 1,677 ▲ 13.2 36.9% 726 11.7 16.0% 1,726 ▲ 11.8 38.0% 281 ▲ 11.6 6.2% 130 8.3 2.9%

R2.10 4,529 ▲ 6.8 1,543 ▲ 14.3 34.1% 781 11.3 17.2% 1,784 ▲ 6.5 39.4% 292 ▲ 3.3 6.4% 129 ▲ 13.4 2.9%

R2.11 3,771 ▲ 13.4 1,351 ▲ 18.9 35.8% 608 ▲ 2.1 16.1% 1,495 ▲ 11.4 39.6% 243 ▲ 13.8 6.4% 74 ▲ 26.0 2.1%

R2.12 3,645 ▲ 16.4 1,395 ▲ 22.6 38.3% 626 ▲ 13.4 17.2% 1,324 ▲ 10.1 36.3% 209 ▲ 15.0 5.7% 91 ▲ 21.6 2.5%

R3.1 4,635 ▲ 13.0 1,804 ▲ 20.4 38.9% 692 ▲ 9.9 14.9% 1,764 ▲ 6.7 38.1% 247 ▲ 5.7 5.3% 128 ▲ 8.6 2.8%

R3.2 4,848 ▲ 8.4 2,161 ▲ 16.7 44.6% 636 3.1 13.1% 1,688 0.0 34.8% 246 ▲ 11.8 5.1% 117 0.9 2.4%

R3.3 5,970 1.5 2,445 ▲ 6.6 41.0% 942 19.2 15.8% 1,980 3.3 33.2% 449 13.7 7.5% 154 ▲ 5.5 2.5%

R3.4 5,753 7.4 1,562 14.7 27.2% 1,433 12.7 24.9% 2,138 ▲ 1.3 37.2% 362 40.3 6.3% 258 ▲ 12.8 4.4%

新規求職者の態様別動向①
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態様別新規求職者数の推移

その他

無業者

自己都合

事業主都合

在職者

◆ 前年同月比で在職者が＋14.7％（＋200人）、事業主都合離職者が＋12.7％（＋161人）、無業者が＋40.3％

（＋104人）増加し、自己都合離職者が▲1.3％ （▲29人）減少している。

39.5% 39.5% 35.5%
25.4% 27.8%
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新規求職者に占める態様別割合の推移

その他

無業者

自己都合

事業主都合

在職者

◆ 自己都合離職者が37.2％（前年同月比▲3.3P）、在職者が27.2％（同＋1.8P）、事業主都合離職者が24.9％（同

＋1.1P）を占めている。

※原数値で、パートを除く常用

※原数値で、パートを除く常用

（人）
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ﾊﾛｰﾜｰｸ
福島

ﾊﾛｰﾜｰｸ
二本松

ﾊﾛｰﾜｰｸ
郡山

ﾊﾛｰﾜｰｸ
白河

ﾊﾛｰﾜｰｸ
須賀川

ﾊﾛｰﾜｰｸ
会津若松

ﾊﾛｰﾜｰｸ
いわき

ﾊﾛｰﾜｰｸ
相双

H28年度平均 1.30 1.24 1.59 1.36 1.53 1.14 1.07 1.27 1.27 1.67 1.67 2.02 2.02 1.43

H29年度平均 1.28 1.25 1.45 1.49 1.62 1.40 1.18 1.31 1.31 1.59 1.59 2.02 2.02 1.47

H30年度平均 1.32 1.28 1.52 1.55 1.67 1.45 1.26 1.29 1.29 1.62 1.62 2.34 2.34 1.52

R1年度平均 1.28 1.23 1.54 1.48 1.60 1.35 1.20 1.29 1.29 1.57 1.57 2.39 2.39 1.48

R2年度平均 1.10 1.07 1.24 1.19 1.33 1.02 0.93 1.00 1.00 1.33 1.33 1.86 1.86 1.21

H31.4 1.26 1.19 1.55 1.45 1.54 1.40 1.23 1.17 1.17 1.54 1.54 2.14 2.14 1.43 

R1.5 1.19 1.13 1.50 1.44 1.53 1.37 1.19 1.20 1.20 1.50 1.50 2.11 2.11 1.40 

R1.6 1.22 1.15 1.56 1.44 1.52 1.46 1.15 1.24 1.24 1.49 1.49 2.18 2.18 1.42 

R1.7 1.29 1.23 1.55 1.43 1.51 1.39 1.19 1.29 1.29 1.47 1.47 2.23 2.23 1.43 

R1.8 1.30 1.25 1.55 1.49 1.60 1.36 1.26 1.32 1.32 1.47 1.47 2.32 2.32 1.47 

R1.9 1.30 1.25 1.55 1.55 1.63 1.54 1.29 1.37 1.37 1.47 1.47 2.38 2.38 1.50 

R1.10 1.32 1.26 1.57 1.56 1.68 1.47 1.22 1.42 1.42 1.52 1.52 2.53 2.53 1.53 

R1.11 1.35 1.32 1.49 1.60 1.81 1.33 1.19 1.42 1.42 1.71 1.71 2.64 2.64 1.60 

R1.12 1.37 1.34 1.47 1.55 1.75 1.30 1.16 1.30 1.30 1.78 1.78 3.16 3.16 1.61 

R2.1 1.33 1.24 1.75 1.47 1.65 1.20 1.18 1.25 1.25 1.75 1.75 2.80 2.80 1.54 

R2.2 1.29 1.22 1.64 1.42 1.55 1.21 1.22 1.29 1.29 1.65 1.65 2.30 2.30 1.47 

R2.3 1.18 1.16 1.31 1.32 1.43 1.19 1.08 1.21 1.21 1.53 1.53 2.20 2.20 1.36 

R2.4 1.07 1.04 1.18 1.18 1.29 1.05 0.99 0.94 0.94 1.40 1.40 2.17 2.17 1.22 

R2.5 0.99 0.97 1.05 1.07 1.16 0.91 0.94 0.84 0.84 1.34 1.34 2.02 2.02 1.13 

R2.6 1.04 1.03 1.11 1.09 1.24 0.83 0.88 0.85 0.85 1.25 1.25 1.86 1.86 1.12 

R2.7 1.09 1.11 1.04 1.04 1.17 0.83 0.85 0.93 0.93 1.27 1.27 1.88 1.88 1.14 

R2.8 1.13 1.13 1.15 1.10 1.27 0.83 0.86 0.98 0.98 1.23 1.23 1.75 1.75 1.16 

R2.9 1.09 1.08 1.14 1.13 1.29 0.92 0.86 1.00 1.00 1.22 1.22 1.77 1.77 1.16 

R2.10 1.12 1.10 1.22 1.18 1.36 0.98 0.82 1.01 1.01 1.28 1.28 1.86 1.86 1.20 

R2.11 1.14 1.10 1.29 1.24 1.40 1.08 0.89 1.08 1.08 1.35 1.35 1.82 1.82 1.25 

R2.12 1.22 1.18 1.38 1.30 1.45 1.20 0.96 1.09 1.09 1.46 1.46 1.92 1.92 1.32 

R3.1 1.17 1.12 1.41 1.31 1.45 1.20 1.01 1.06 1.06 1.42 1.42 1.85 1.85 1.30 

R3.2 1.15 1.07 1.49 1.34 1.48 1.18 1.05 1.08 1.08 1.41 1.41 1.86 1.86 1.30 

R3.3 1.05 0.96 1.44 1.32 1.44 1.24 1.03 1.09 1.09 1.30 1.30 1.66 1.66 1.24 

R3.4 1.00 0.92 1.38 1.21 1.32 1.09 0.98 1.06 1.06 1.19 1.19 1.50 1.50 1.15 

※地域別はハローワークの管轄単位（ﾊﾛｰﾜｰｸいわき、会津若松及び相双は、出張所を含む）。

相双地域
県平均※原数値

県北地域 県中･県南地域 会津地域 いわき地域

1.30
1.28

1.32

1.28
1.10

1.26

1.07
1.00

1.36

1.49
1.55

1.48

1.19

1.45

1.18 1.21

1.27

1.31

1.29

1.29

1.00

1.17

0.94

1.06

1.67
1.59 1.62

1.57

1.33

1.54

1.40

1.19

2.02

2.02

2.34
2.39

1.86

2.14 2.17

1.50

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

2.60

2.80

3.00

3.20

福島県内の地域別有効求人倍率の推移

県北 県中・県南 会津 いわき 相双

2

地域別有効求人倍率の動向３

◆ 地域別では相双地域が1.50倍、次いで、県中・県南地域が1.21倍と高い水準で推移している。

ハローワーク別では、福島と須賀川が１倍を下回った。

（倍）

※原数値

相双

会津

いわき

県北

県中・県
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受給資
格決定
件　数

前　年
同月比

新規求職
者に占め
る割合

前　年
同月差

受給者
実人員

[基本分]

前　年
同月比

有効求職
者に占め
る割合

前　年
同月差

受給者
実人員

[延長分]

前　年
同月比

H30年度平均 1,695 ▲6.7 22.5%  ▲0.7ｐ 5,805 ▲7.3 20.8%  ▲0.7ｐ 0 ▲100.0 
R1年度平均 1,696 0.0 23.2%  0.7ｐ 5,993 3.2 21.8%  1.0ｐ 1 -
R2年度平均 1,878 10.8 28.1%  4.9ｐ 7,279 21.5 26.0%  4.2ｐ 1,197 205,057.1 

H31.4 2,499 ▲6.8 27.6%  ▲0.3ｐ 5,220 ▲4.2 17.7%  ▲0.2ｐ 0 ▲100.0 
R1.5 2,318 ▲10.1 29.8%  ▲0.7ｐ 5,682 ▲14.5 19.4%  ▲2.2ｐ 0 
R1.6 1,666 ▲6.0 24.4%  0.0ｐ 5,845 ▲9.3 20.5%  ▲1.3ｐ 0 
R1.7 1,764 14.7 24.7%  1.9ｐ 6,383 ▲3.7 22.9%  ▲0.6ｐ 1 
R1.8 1,380 ▲5.9 21.1%  0.2ｐ 6,058 ▲7.4 22.2%  ▲1.6ｐ 1 
R1.9 1,484 7.8 20.9%  0.5ｐ 5,982 ▲0.2 21.8%  ▲0.3ｐ 0 

R1.10 1,663 ▲6.8 24.3%  0.9ｐ 5,768 ▲3.5 21.3%  ▲0.4ｐ 0 
R1.11 1,531 5.6 24.4%  2.9ｐ 6,039 10.1 23.3%  2.9ｐ 0 
R1.12 1,308 12.8 20.6%  0.6ｐ 6,343 22.1 25.1%  4.6ｐ 1 
R2.1 1,751 9.8 22.5%  2.6ｐ 6,334 18.0 24.4%  3.7ｐ 1 0.0 
R2.2 1,368 ▲6.6 18.3%  0.1ｐ 5,953 18.5 21.9%  3.3ｐ 2 100.0 
R2.3 1,604 9.1 19.1%  1.0ｐ 6,306 28.7 21.5%  4.4ｐ 1 
R2.4 2,838 13.6 35.7%  8.1ｐ 6,166 18.1 21.7%  4.0ｐ 1 -
R2.5 2,565 10.7 42.6%  12.8ｐ 6,334 11.5 23.6%  4.2ｐ 1 -
R2.6 2,122 27.4 29.7%  5.3ｐ 8,338 42.7 30.3%  9.8ｐ 201 -
R2.7 2,060 16.8 30.9%  6.2ｐ 8,892 39.3 31.9%  9.0ｐ 1,001 100,000.0 

R2.8 1,550 12.3 26.4%  5.3ｐ 8,743 44.3 31.0%  8.8ｐ 1,929 192,800.0 

R2.9 1,837 23.8 28.2%  7.3ｐ 8,440 41.1 29.1%  7.3ｐ 2,587 -
R2.10 1,967 18.3 29.7%  5.4ｐ 8,024 39.1 27.5%  6.2ｐ 2,490 -
R2.11 1,495 ▲2.4 27.7%  3.3ｐ 7,114 17.8 25.5%  2.2ｐ 1,818 -
R2.12 1,215 ▲7.1 22.7%  2.1ｐ 6,961 9.7 26.4%  1.3ｐ 1,459 145,800.0 

R3.1 1,495 ▲14.6 21.6%  ▲0.9ｐ 6,396 1.0 24.1%  ▲0.3ｐ 1,203 120,200.0 

R3.2 1,479 8.1 21.3%  3.0ｐ 5,880 ▲1.2 21.4%  ▲0.5ｐ 907 45,250.0 

R3.3 1,911 19.1 21.8%  2.7ｐ 6,056 ▲4.0 20.1%  ▲1.4ｐ 764 76,300.0 

R3.4 2,835 ▲0.1 31.2%  ▲4.5ｐ 6,100 ▲1.1 19.6%  ▲2.1ｐ 541 54,000.0 
※受給資格決定件数は速報値であり、修正があり得る。

雇用保険受給者の動向４

▲6.7 

0.0 

10.8 

▲6.8 
▲10.1 

▲6.0 

14.7 

▲5.9 

7.8 

▲6.8 

5.6 

12.8 
9.8 

▲6.6 

9.1 

13.6 

10.7 

27.4 

16.8 

12.3 

23.8 

18.3 

▲2.4 ▲7.1 

▲14.6 

8.1 

19.1 

▲0.1 
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▲10.0 

0.0

10.0

20.0

30.0

0

500
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2,000
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雇用保険受給資格決定件数の推移

受給資格決定件数 前年同月比

▲7.3 

3.2 

21.5 

▲4.2 ▲14.5 
▲9.3 

▲3.7 

▲7.4 

▲0.2 

▲3.5 

10.1 

22.1 
18.0 18.5 

28.7 

18.1 

11.5 

42.7 

39.3 

44.3 
41.1 

39.1 

17.8 

9.7 1.0 

▲1.2 
▲4.0 

▲1.1 

▲15.0 
▲10.0 
▲5.0 
0.0
5.0
10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0
45.0
50.0

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

雇用保険受給者実人員〔基本分〕の推移

受給者実人員[基本分] 前年同月比

◆前年同月比▲0.1％減少し、３カ月ぶりに前年同月を下回る。

◆前年同月比▲1.1％減少し、３カ月連続で前年同月を下回る。

（％）

（％）

（人）

（人）
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有効求人数（フルタイム） 119 5,078 1,942 1,717 3,158 1,334 325 3,801 1,941 3,575 1,133 2,275 24,123 

有効求人数（パートタイム） 6 1,295 1,269 971 2,801 320 176 672 209 42 1,213 1,013 8,974 

有効求人数計 125 6,373 3,211 2,688 5,959 1,654 501 4,473 2,150 3,617 2,346 3,288 33,097 

有効求職者数（男） 65 1,375 1,867 829 929 248 216 2,016 1,286 890 2,409 329 14,828 

有効求職者数（女） 7 1,848 5,375 1,080 2,102 18 82 1,490 43 45 1,618 846 15,955 

有効求職者数計 72 3,228 7,244 1,911 3,033 266 298 3,510 1,330 935 4,032 1,175 30,808 

有効求人倍率 1.74倍 1.97倍 0.44倍 1.41倍 1.96倍 6.22倍 1.68倍 1.27倍 1.62倍 3.87倍 0.58倍 2.80倍 1.07倍 
管理 専門・技術 事務 販売 サービス 保安 農林漁業 生産工程 輸送等運 建設等 配送・清掃等 （うち介護）

原数値（常用）
管理的
職業

専門的・技
術的職業

事務的
職業

建設等の
職業

配送・清掃・
倉庫等の職

業

うち介護
関係

販売の
職業

ｻｰﾋﾞｽの
職業

保安の
職業

職業計
農林漁業
の職業

生産工程の
職業

輸送等運転
の職業

「最近の雇用失業情勢について」次回（５月分）公表日 令和３年６月２９日（火）

125 
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2,688 

5,959 

1,654 
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3,617 
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3,288 

72 

3,228 
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266 298 
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1,330 

935 

4,032 

1,175 
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管理 専門・技術 事務 販売 サービス 保安 農林漁業 生産工程 輸送等運転 建設等 配送・清掃等 （うち介護）

有効求人数計 有効求職者数計 有効求人倍率

（人）

◆専門・技術（建築・土木技術者、看護師・医療技術者など）、サービス（介護サービス、接客・給仕など）、保安（警備

員、道路交通誘導員など）、建設等などで求人数が求職者数を上回っている一方で、事務、配送・清掃等で求人数が

求職者数を下回っているなど、職種間でのミスマッチが生じている。

※すべて常用（雇用期間の定めがないか、４カ月以上の

雇用期間が定められているもの）

職種別の有効求人倍率の状況（令和３年４月分）５

今後の見通し６

■ 雇用情勢は、新規求人の動向に業種間による差が

みられるものの、弱まりの動きが落ち着いている。

今後、新型コロナウィルス感染症の状況によっては、

人材需要の回復が遅れることも懸念されるため、新

型コロナウイルス感染症が雇用に与える影響に、な

お注意する必要がある｡
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〈令和3年2月改訂〉 表示 1.3倍以上はアンダーラインを表示

西暦 和歴  １月  ２月  ３月  ４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月 １０月 １１月 １２月 年平均 年度平均

1963 昭和38 0.39 0.44 0.40 0.44 0.47 0.59 0.47 0.46 0.46 0.44 0.48 0.50 0.47 0.48 

1964 39 0.49 0.45 0.43 0.49 0.52 0.52 0.52 0.54 0.54 0.53 0.54 0.58 0.51 0.53 

1965 40 0.54 0.52 0.51 0.47 0.45 0.45 0.43 0.40 0.40 0.39 0.39 0.39 0.45 0.43 

1966 41 0.42 0.43 0.46 0.45 0.45 0.45 0.46 0.48 0.51 0.53 0.53 0.51 0.47 0.50 

1967 42 0.53 0.57 0.62 0.63 0.68 0.65 0.65 0.67 0.66 0.64 0.68 0.66 0.63 0.66 

1968 43 0.65 0.70 0.72 0.72 0.75 0.77 0.74 0.72 0.78 0.78 0.80 0.82 0.74 0.77 

1969 44 0.79 0.77 0.79 0.82 0.87 0.95 1.00 1.01 1.00 1.10 1.12 1.15 0.94 1.02 

1970 45 1.18 1.16 1.00 0.98 0.97 0.98 0.93 0.97 0.87 0.78 0.76 0.80 0.94 0.85 

1971 46 0.74 0.71 0.70 0.86 0.67 0.64 0.65 0.69 0.66 0.63 0.66 0.60 0.69 0.66 

1972 47 0.61 0.59 0.64 0.66 0.69 0.69 0.74 0.77 0.80 0.86 0.93 0.98 0.74 0.87 

1973 48 1.08 1.17 1.18 1.13 1.27 1.39 1.43 1.42 1.49 1.53 1.59 1.68 1.34 1.40 

1974 49 1.42 1.32 1.22 1.05 1.05 0.99 0.89 0.78 0.71 0.70 0.59 0.54 0.91 0.70 

1975 50 0.52 0.51 0.49 0.47 0.46 0.44 0.45 0.47 0.50 0.57 0.56 0.57 0.50 0.53 

1976 51 0.58 0.65 0.67 0.69 0.70 0.72 0.72 0.73 0.70 0.66 0.66 0.66 0.68 0.68 

1977 52 0.65 0.62 0.64 0.57 0.57 0.54 0.53 0.50 0.53 0.50 0.52 0.52 0.56 0.53 

1978 53 0.50 0.48 0.55 0.57 0.56 0.54 0.58 0.62 0.67 0.66 0.65 0.64 0.59 0.63 

1979 54 0.66 0.66 0.72 0.71 0.74 0.77 0.78 0.75 0.75 0.80 0.78 0.80 0.74 0.76 

1980 55 0.79 0.76 0.77 0.77 0.76 0.75 0.74 0.71 0.64 0.65 0.65 0.64 0.72 0.69 

1981 56 0.67 0.64 0.63 0.64 0.63 0.59 0.65 0.67 0.63 0.62 0.62 0.61 0.64 0.61 

1982 57 0.57 0.56 0.55 0.53 0.52 0.53 0.52 0.52 0.53 0.52 0.53 0.54 0.54 0.53 

1983 58 0.53 0.54 0.55 0.58 0.60 0.62 0.63 0.65 0.68 0.69 0.69 0.74 0.62 0.68 

1984 59 0.75 0.73 0.75 0.74 0.75 0.74 0.74 0.75 0.74 0.74 0.74 0.72 0.74 0.74 

1985 60 0.70 0.76 0.75 0.73 0.72 0.71 0.70 0.67 0.66 0.66 0.63 0.65 0.69 0.68 

1986 61 0.67 0.68 0.66 0.68 0.63 0.62 0.62 0.62 0.64 0.64 0.65 0.61 0.64 0.64 

1987 62 0.66 0.67 0.66 0.66 0.68 0.73 0.77 0.81 0.88 0.92 0.96 1.00 0.78 0.87 

1988 63 1.08 1.02 1.05 1.16 1.23 1.21 1.28 1.34 1.35 1.36 1.35 1.43 1.23 1.34 

1989 平成元 1.45 1.49 1.49 1.45 1.57 1.68 1.63 1.64 1.63 1.67 1.75 1.77 1.59 1.68 

1990 2 1.71 1.82 1.82 1.76 1.73 1.79 1.80 1.81 1.85 1.91 1.91 1.92 1.82 1.86 

1991 3 1.90 1.92 1.96 1.98 1.97 1.95 1.92 1.91 1.83 1.85 1.77 1.74 1.89 1.82 

1992 4 1.71 1.64 1.58 1.54 1.51 1.49 1.49 1.40 1.36 1.29 1.23 1.21 1.45 1.33 

1993 5 1.19 1.16 1.12 1.09 1.02 0.97 0.94 0.93 0.93 0.89 0.86 0.84 0.99 0.91 

1994 6 0.82 0.82 0.81 0.80 0.80 0.80 0.82 0.81 0.82 0.86 0.83 0.82 0.82 0.83 

1995 7 0.83 0.85 0.85 0.85 0.83 0.82 0.80 0.81 0.81 0.81 0.83 0.82 0.82 0.81 

1996 8 0.79 0.78 0.77 0.78 0.79 0.83 0.84 0.84 0.86 0.88 0.90 0.91 0.83 0.87 

1997 9 0.90 0.91 0.92 0.93 0.93 0.92 0.90 0.88 0.85 0.81 0.78 0.75 0.87 0.81 

1998 10 0.72 0.69 0.64 0.61 0.57 0.55 0.53 0.52 0.52 0.51 0.50 0.49 0.57 0.53 

1999 11 0.49 0.50 0.50 0.49 0.49 0.49 0.49 0.51 0.52 0.52 0.52 0.54 0.51 0.53 

2000 12 0.56 0.57 0.59 0.61 0.63 0.66 0.66 0.68 0.69 0.70 0.73 0.73 0.65 0.68 

2001 13 0.72 0.68 0.66 0.62 0.62 0.57 0.54 0.50 0.47 0.44 0.42 0.39 0.54 0.48 

2002 14 0.39 0.40 0.41 0.42 0.41 0.44 0.46 0.49 0.49 0.50 0.52 0.53 0.45 0.49 

2003 15 0.55 0.56 0.56 0.57 0.58 0.58 0.58 0.59 0.62 0.65 0.67 0.69 0.60 0.64 

2004 16 0.70 0.70 0.71 0.71 0.74 0.75 0.76 0.82 0.83 0.85 0.84 0.81 0.77 0.79 

2005 17 0.80 0.79 0.79 0.80 0.80 0.82 0.79 0.80 0.79 0.79 0.82 0.85 0.80 0.83 

2006 18 0.91 0.90 0.89 0.89 0.89 0.89 0.89 0.88 0.88 0.87 0.89 0.89 0.89 0.89 

2007 19 0.91 0.91 0.94 0.94 0.91 0.91 0.88 0.88 0.88 0.87 0.82 0.81 0.89 0.85 

2008 20 0.78 0.78 0.77 0.76 0.75 0.72 0.68 0.66 0.61 0.60 0.57 0.52 0.68 0.58 

2009 21 0.48 0.42 0.40 0.37 0.35 0.34 0.33 0.33 0.33 0.33 0.33 0.34 0.36 0.34 

2010 22 0.35 0.36 0.38 0.38 0.40 0.41 0.43 0.44 0.45 0.46 0.48 0.48 0.42 0.45 

2011 23 0.50 0.50 0.49 0.49 0.51 0.55 0.60 0.64 0.69 0.69 0.72 0.74 0.59 0.66 

2012 24 0.76 0.80 0.84 0.89 0.94 0.95 1.00 1.03 1.04 1.07 1.12 1.17 0.96 1.06 

2013 25 1.19 1.19 1.22 1.22 1.22 1.26 1.25 1.27 1.26 1.28 1.29 1.29 1.24 1.27 

2014 26 1.29 1.31 1.38 1.39 1.43 1.42 1.43 1.44 1.46 1.47 1.47 1.50 1.41 1.45 

2015 27 1.51 1.47 1.45 1.43 1.45 1.43 1.49 1.49 1.48 1.43 1.45 1.46 1.46 1.45 

2016 28 1.45 1.42 1.40 1.43 1.43 1.43 1.41 1.40 1.39 1.42 1.46 1.44 1.42 1.43 

2017 29 1.44 1.45 1.46 1.45 1.44 1.44 1.44 1.45 1.45 1.48 1.48 1.49 1.45 1.47 

2018 30 1.51 1.51 1.51 1.52 1.51 1.49 1.51 1.52 1.53 1.51 1.52 1.51 1.51 1.52 

2019 令和元 1.51 1.53 1.56 1.54 1.53 1.52 1.50 1.49 1.50 1.48 1.50 1.46 1.51 1.48 

2020 2 1.44 1.38 1.38 1.32 1.22 1.22 1.19 1.17 1.16 1.17 1.17 1.20 1.25 1.21 

2021 3 1.21 1.24 1.26 1.24

〔福島県〕　有効求人倍率の推移 （パートを含み学卒を除く、季節調整値）

※年平均・年度平均は原数値◇有効求人倍率1倍以上

（注） 季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。
      なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。
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表示

西暦 和歴  １月  ２月  ３月  ４月  ５月  ６月  ７月  ８月  ９月 １０月 １１月 １２月 年平均 年度平均

1963 昭和38

1964 39

1965 40

1966 41

1967 42

1968 43

1969 44

1970 45

1971 46

1972 47

1973 48

1974 49

1975 50

1976 51

1977 52

1978 53

1979 54

1980 55

1981 56

1982 57

1983 58

1984 59

1985 60

1986 61

1987 62

1988 63

1989 平成元

1990 2

1991 3

1992 4

1993 5

1994 6

1995 7

1996 8

1997 9

1998 10

1999 11

2000 12

2001 13

2002 14

2003 15

2004 16 0.46 0.44

2005 17 0.44 0.44 0.42 0.39 0.38 0.39 0.40 0.43 0.45 0.44 0.46 0.47 0.42 0.44 

2006 18 0.51 0.50 0.47 0.43 0.42 0.43 0.45 0.48 0.52 0.51 0.52 0.52 0.48 0.48 

2007 19 0.52 0.50 0.47 0.44 0.42 0.42 0.43 0.44 0.47 0.48 0.47 0.49 0.46 0.45 

2008 20 0.47 0.46 0.43 0.39 0.39 0.38 0.38 0.38 0.38 0.38 0.36 0.33 0.39 0.33 

2009 21 0.28 0.24 0.20 0.17 0.16 0.15 0.15 0.16 0.17 0.17 0.17 0.17 0.18 0.17 

2010 22 0.18 0.19 0.18 0.17 0.18 0.19 0.21 0.22 0.24 0.26 0.27 0.27 0.21 0.23 

2011 23 0.28 0.28 0.25 0.23 0.25 0.28 0.33 0.36 0.40 0.41 0.43 0.43 0.32 0.36 

2012 24 0.44 0.45 0.44 0.45 0.48 0.51 0.56 0.60 0.63 0.65 0.68 0.72 0.54 0.61 

2013 25 0.73 0.71 0.66 0.61 0.63 0.67 0.69 0.72 0.76 0.79 0.81 0.84 0.71 0.74 

2014 26 0.82 0.80 0.77 0.76 0.78 0.84 0.87 0.90 0.92 0.95 0.96 1.01 0.87 0.89 

2015 27 0.98 0.93 0.87 0.83 0.84 0.89 0.93 0.95 0.96 0.95 0.97 1.00 0.92 0.92 

2016 28 0.99 0.94 0.87 0.86 0.85 0.90 0.91 0.91 0.93 0.98 1.03 1.04 0.93 0.94 

2017 29 1.02 0.98 0.93 0.90 0.87 0.92 0.93 0.95 0.98 1.01 1.05 1.11 0.97 0.98 

2018 30 1.09 1.05 0.97 0.96 0.97 1.01 1.04 1.08 1.11 1.12 1.16 1.22 1.06 1.09 

2019 令和元 1.18 1.15 1.09 1.06 1.06 1.06 1.07 1.11 1.12 1.16 1.21 1.23 1.12 1.10 

2020 2 1.12 1.02 0.96 0.96 0.93 0.95 0.95 0.95 0.94 0.97 1.00 1.07 0.98 0.98 

2021 3 1.07 1.03 0.96 0.95

〔福島県〕　正社員有効求人倍率（原数値）の推移 （パート・学卒を除く）

※有効求人倍率1倍以上
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令和3年4月 全国平均 1.09倍

※季節調整値、新規学卒者を除きパートタイムを含む。 　　　　　　（倍）

受理地別 有効求人倍率（都道府県別）

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」
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※季節調整値、新規学卒者を除きパートタイムを含む。 　　　　　　（倍）

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」

就業地別 有効求人倍率（都道府県別）

令和3年4月 全国平均 1.09倍
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１．求人・求職・求人倍率の状況 １P

２．主要産業別新規求人状況 ２P

３．製造業のうち主要業種別新規求人状況 ３P

４．新規求職者の態様別状況 ４P

５．就職・充足の状況 ５P

６．雇用保険受給者の資格決定件数等の状況、正社員有効求人倍率等の状況 ６P
７．企業整備状況、雇用調整助成金等に係る休業等実施計画受理状況 ７P

８．地域別有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率の状況 ８、９P

 

（令和3年4月）

福島労働局 職業安定部

県内の雇用失業情勢の動き
資料編
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１．求人・求職・求人倍率の状況 （学卒を除き、パートを含む。） ※求人倍率の年度計・平均は原数値

原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月差 原数値 前年同月差 季節調整値 前月（年度）差 季節調整値 前月（年度）差

平成29年度平均 15,614 42,709 7,826 29,104 2.00 1.47 2.00 1.47 
平成30年度平均 15,388 ▲1.5 42,360 ▲0.8 7,520 ▲3.9 27,932 ▲4.0 2.05 0.05p 1.52 0.05p 2.05 0.05p 1.52 0.05p 
令和元年度平均 14,622 ▲5.0 40,655 ▲4.0 7,298 ▲2.9 27,551 ▲1.4 2.00 ▲0.05p 1.48 ▲0.04p 2.00 ▲0.05p 1.48 ▲0.04p 
令和2年度平均 12,223 ▲16.4 33,888 ▲16.6 6,679 ▲8.5 27,962 1.5 1.83 ▲0.17p 1.21 ▲0.27p 1.83 ▲0.17p 1.21 ▲0.27p 
令和3年度平均 12,885 22.6 35,849 3.3 9,090 14.4 31,046 9.4 1.42 ▲0.41p 1.15 ▲0.06p 1.42 ▲0.41p 1.15 ▲0.06p 

平成31年4月  14,467 ▲6.0 42,056 ▲1.7 9,066 ▲5.6 29,485 ▲3.3 1.60 0.00p 1.43 0.03p 1.99 ▲0.16p 1.54 ▲0.02p 
令和元年5月  14,820 ▲3.1 41,054 ▲2.4 7,769 ▲8.1 29,357 ▲4.7 1.91 0.10p 1.40 0.03p 2.01 0.02p 1.53 ▲0.01p 

6月  14,132 ▲1.8 40,341 ▲1.7 6,819 ▲6.2 28,502 ▲3.7 2.07 0.09p 1.42 0.03p 1.97 ▲0.04p 1.52 ▲0.01p 
7月  14,587 ▲2.0 40,007 ▲1.7 7,149 5.8 27,925 ▲1.2 2.04 ▲0.16p 1.43 ▲0.01p 1.98 0.01p 1.50 ▲0.02p 
8月  15,102 ▲0.1 40,084 ▲2.1 6,527 ▲6.9 27,232 ▲0.7 2.31 0.15p 1.47 ▲0.02p 2.16 0.18p 1.49 ▲0.01p 
9月  14,641 ▲4.0 41,150 ▲1.3 7,089 4.9 27,410 1.0 2.07 ▲0.19p 1.50 ▲0.04p 1.94 ▲0.22p 1.50 0.01p 

10月  15,015 ▲9.2 41,546 ▲3.8 6,844 ▲10.2 27,127 ▲1.8 2.19 0.02p 1.53 ▲0.03p 1.98 0.04p 1.48 ▲0.02p 
11月  14,838 ▲4.5 41,409 ▲4.6 6,266 ▲6.9 25,902 ▲3.5 2.37 0.06p 1.60 ▲0.02p 2.08 0.10p 1.50 0.02p 
12月  13,792 ▲1.5 40,539 ▲3.7 6,359 9.4 25,230 ▲0.5 2.17 ▲0.24p 1.61 ▲0.05p 1.88 ▲0.20p 1.46 ▲0.04p 

令和2年1月　 14,303 ▲8.7 39,845 ▲4.8 7,788 ▲2.9 25,922 ▲0.2 1.84 ▲0.11p 1.54 ▲0.07p 1.93 0.05p 1.44 ▲0.02p 
2月  14,961 ▲11.7 39,927 ▲9.2 7,487 ▲7.2 27,185 0.4 2.00 ▲0.10p 1.47 ▲0.15p 1.96 0.03p 1.38 ▲0.06p 
3月  14,807 ▲5.3 39,896 ▲10.5 8,410 3.5 29,331 2.3 1.76 ▲0.16p 1.36 ▲0.19p 1.96 0.00p 1.38 0.00p 

令和元年度計 175,465 ▲5.0 487,854 ▲4.0 87,573 ▲2.9 330,608 ▲1.4 2.00 ▲0.05p 1.48 ▲0.04p 2.00 ▲0.05p 1.48 ▲0.04p 
令和2年4月  10,508 ▲27.4 34,697 ▲17.5 7,946 ▲12.4 28,391 ▲3.7 1.32 ▲0.28p 1.22 ▲0.21p 1.64 ▲0.32p 1.32 ▲0.06p 

5月  9,768 ▲34.1 30,292 ▲26.2 6,026 ▲22.4 26,867 ▲8.5 1.62 ▲0.29p 1.13 ▲0.27p 1.75 0.11p 1.22 ▲0.10p 
6月  12,917 ▲8.6 30,941 ▲23.3 7,156 4.9 27,553 ▲3.3 1.81 ▲0.26p 1.12 ▲0.30p 1.74 ▲0.01p 1.22 0.00p 
7月  11,683 ▲19.9 31,701 ▲20.8 6,656 ▲6.9 27,899 ▲0.1 1.76 ▲0.28p 1.14 ▲0.29p 1.71 ▲0.03p 1.19 ▲0.03p 
8月  11,236 ▲25.6 32,715 ▲18.4 5,876 ▲10.0 28,185 3.5 1.91 ▲0.40p 1.16 ▲0.31p 1.83 0.12p 1.17 ▲0.02p 
9月  13,057 ▲10.8 33,654 ▲18.2 6,525 ▲8.0 28,964 5.7 2.00 ▲0.07p 1.16 ▲0.34p 1.91 0.08p 1.16 ▲0.01p 

10月  13,096 ▲12.8 35,190 ▲15.3 6,629 ▲3.1 29,217 7.7 1.98 ▲0.21p 1.20 ▲0.33p 1.92 0.01p 1.17 0.01p 
11月  11,921 ▲19.7 34,886 ▲15.8 5,396 ▲13.9 27,887 7.7 2.21 ▲0.16p 1.25 ▲0.35p 1.95 0.03p 1.17 0.00p 
12月  12,430 ▲9.9 34,853 ▲14.0 5,343 ▲16.0 26,338 4.4 2.33 0.16p 1.32 ▲0.29p 2.01 0.06p 1.20 0.03p 

令和3年1月  12,868 ▲10.0 34,510 ▲13.4 6,919 ▲11.2 26,565 2.5 1.86 0.02p 1.30 ▲0.24p 1.99 ▲0.02p 1.21 0.01p 
2月  12,587 ▲15.9 35,829 ▲10.3 6,932 ▲7.4 27,516 1.2 1.82 ▲0.18p 1.30 ▲0.17p 1.81 ▲0.18p 1.24 0.03p 
3月  14,602 ▲1.4 37,393 ▲6.3 8,749 4.0 30,158 2.8 1.67 ▲0.09p 1.24 ▲0.12p 1.87 0.06p 1.26 0.02p 

令和2年度計 146,673 ▲16.4 406,661 ▲16.6 80,153 ▲8.5 335,540 1.5 1.83 ▲0.17p 1.21 ▲0.27p 1.83 ▲0.17p 1.21 ▲0.27p 
令和3年4月  12,885 22.6 35,849 3.3 9,090 14.4 31,046 9.4 1.42 0.10p 1.15 ▲0.07p 1.77 ▲0.10p 1.24 ▲0.02p 

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 12,885 22.6 35,849 3.3 9,090 14.4 31,046 9.4 1.42 ▲0.41p 1.15 ▲0.06p 1.42 ▲0.41p 1.15 ▲0.06p 

新規求職申込件数 月間有効求職者数 新規求人倍率 有効求人倍率 新規求人倍率 有効求人倍率

（注）季節調整法はセンサス局法Ⅱ(X-12-ARIMA)による。
      なお、令和2年12月以前の数値は、令和3年1月分公表時に新季節指数により改訂されている。

年月／項目 新規求人数 月間有効求人数
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２．主要産業別新規求人状況 （パートを含む。）

原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比

平成29年度平均 15,614 1,945 2,032 795 2,158 979 2,728 2,659 2,318 
平成30年度平均 15,388 ▲1.5 2,121 9.1 1,989 ▲2.1 789 ▲0.7 2,043 ▲5.3 971 ▲0.8 2,700 ▲1.0 2,426 ▲8.8 2,348 1.3 
令和元年度平均 14,622 ▲5.0 2,135 0.6 1,658 ▲16.6 740 ▲6.2 1,805 ▲11.6 974 0.4 2,674 ▲1.0 2,080 ▲14.3 2,555 8.8 
令和2年度平均 12,223 ▲16.4 2,177 2.0 1,328 ▲19.9 568 ▲23.3 1,344 ▲25.5 609 ▲37.5 2,406 ▲10.0 1,827 ▲12.2 1,965 ▲23.1 
令和3年度平均 12,885 22.6 2,482 24.4 1,588 32.4 567 0.7 1,305 20.2 487 8.0 2,442 16.5 2,091 28.1 1,923 29.5 

平成31年4月  14,467 ▲6.0 2,085 ▲3.6 1,922 ▲1.5 794 ▲2.8 1,787 ▲9.2 913 ▲15.5 2,775 6.1 2,237 ▲11.3 1,954 ▲14.3 
令和元年5月  14,820 ▲3.1 2,169 8.0 1,665 ▲20.6 825 15.1 2,122 ▲3.0 938 4.7 2,504 ▲8.7 2,326 2.8 2,271 ▲4.8 

6月  14,132 ▲1.8 2,019 ▲5.2 1,703 ▲15.4 732 12.8 1,884 ▲7.2 737 ▲14.3 2,601 3.3 2,401 2.2 2,055 11.2 
7月  14,587 ▲2.0 2,214 ▲4.2 1,842 ▲5.5 796 ▲5.4 1,797 ▲1.6 1,125 16.2 2,837 12.2 2,057 ▲13.6 1,919 ▲7.7 
8月  15,102 ▲0.1 2,076 12.6 1,600 ▲18.8 796 1.3 1,971 ▲13.8 1,323 73.9 2,674 ▲3.9 2,166 ▲8.2 2,496 7.4 
9月  14,641 ▲4.0 2,190 0.3 1,828 ▲13.8 656 ▲11.5 2,037 ▲3.1 776 ▲23.8 2,680 0.3 2,470 5.8 2,004 ▲3.3 

10月  15,015 ▲9.2 2,678 18.8 1,738 ▲22.5 762 ▲19.3 1,774 ▲7.2 1,292 3.9 2,756 ▲0.6 2,004 ▲26.8 2,011 ▲17.1 
11月  14,838 ▲4.5 1,999 ▲1.4 1,483 ▲20.7 903 ▲4.5 1,694 ▲18.0 1,456 40.1 2,760 6.7 1,944 ▲20.1 2,599 1.2 
12月  13,792 ▲1.5 2,070 8.4 1,594 ▲10.9 586 ▲4.6 1,714 ▲6.2 711 ▲25.5 2,567 ▲6.0 1,978 ▲9.3 2,572 28.9 

令和2年1月  14,303 ▲8.7 1,823 ▲15.6 1,461 ▲29.8 693 ▲25.2 1,407 ▲27.8 960 3.3 2,632 ▲6.6 1,582 ▲36.6 3,745 62.5 
2月  14,961 ▲11.7 1,916 ▲18.0 1,450 ▲23.0 675 ▲11.5 1,699 ▲23.0 715 ▲21.9 2,736 ▲5.3 1,811 ▲32.7 3,959 21.4 
3月  14,807 ▲5.3 2,377 11.5 1,612 ▲15.1 667 ▲8.4 1,776 ▲17.6 745 ▲24.1 2,565 ▲6.4 1,987 ▲16.0 3,078 16.7 

令和元年度計 175,465 ▲5.0 25,616 0.6 19,898 ▲16.6 8,885 ▲6.2 21,662 ▲11.6 11,691 0.4 32,087 ▲1.0 24,963 ▲14.3 30,663 8.8 
令和2年4月  10,508 ▲27.4 1,995 ▲4.3 1,199 ▲37.6 563 ▲29.1 1,086 ▲39.2 451 ▲50.6 2,097 ▲24.4 1,632 ▲27.0 1,485 ▲24.0 

5月  9,768 ▲34.1 1,865 ▲14.0 1,018 ▲38.9 524 ▲36.5 1,358 ▲36.0 295 ▲68.6 1,928 ▲23.0 1,285 ▲44.8 1,495 ▲34.2 
6月  12,917 ▲8.6 2,576 27.6 1,242 ▲27.1 514 ▲29.8 1,406 ▲25.4 806 9.4 2,474 ▲4.9 1,826 ▲23.9 2,073 0.9 
7月  11,683 ▲19.9 2,192 ▲1.0 1,053 ▲42.8 565 ▲29.0 1,226 ▲31.8 457 ▲59.4 2,372 ▲16.4 1,649 ▲19.8 2,169 13.0 
8月  11,236 ▲25.6 1,876 ▲9.6 1,405 ▲12.2 560 ▲29.6 1,216 ▲38.3 633 ▲52.2 2,257 ▲15.6 1,689 ▲22.0 1,600 ▲35.9 
9月  13,057 ▲10.8 2,484 13.4 1,399 ▲23.5 543 ▲17.2 1,584 ▲22.2 592 ▲23.7 2,535 ▲5.4 2,011 ▲18.6 1,909 ▲4.7 

10月  13,096 ▲12.8 2,521 ▲5.9 1,377 ▲20.8 607 ▲20.3 1,454 ▲18.0 751 ▲41.9 2,635 ▲4.4 1,961 ▲2.1 1,790 ▲11.0 
11月  11,921 ▲19.7 1,844 ▲7.8 1,322 ▲10.9 574 ▲36.4 1,231 ▲27.3 901 ▲38.1 2,247 ▲18.6 1,715 ▲11.8 2,087 ▲19.7 
12月  12,430 ▲9.9 2,237 8.1 1,314 ▲17.6 565 ▲3.6 1,379 ▲19.5 479 ▲32.6 2,402 ▲6.4 2,084 5.4 1,970 ▲23.4 

令和3年1月  12,868 ▲10.0 2,252 23.5 1,525 4.4 612 ▲11.7 1,335 ▲5.1 470 ▲51.0 2,752 4.6 1,863 17.8 2,059 ▲45.0 
2月  12,587 ▲15.9 1,940 1.3 1,367 ▲5.7 528 ▲21.8 1,255 ▲26.1 785 9.8 2,451 ▲10.4 1,888 4.3 2,373 ▲40.1 
3月  14,602 ▲1.4 2,338 ▲1.6 1,710 6.1 656 ▲1.6 1,599 ▲10.0 682 ▲8.5 2,727 6.3 2,326 17.1 2,564 ▲16.7 

令和2年度計 146,673 ▲16.4 26,120 2.0 15,931 ▲19.9 6,811 ▲23.3 16,129 ▲25.5 7,302 ▲37.5 28,877 ▲10.0 21,929 ▲12.2 23,574 ▲23.1 
令和3年4月  12,885 22.6 2,482 24.4 1,588 32.4 567 0.7 1,305 20.2 487 8.0 2,442 16.5 2,091 28.1 1,923 29.5 

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 12,885 22.6 2,482 24.4 1,588 32.4 567 0.7 1,305 20.2 487 8.0 2,442 16.5 2,091 28.1 1,923 29.5 

卸売･小売業年月／項目 新規求人数計 建設業 製造業 運輸業･郵便業 宿泊･飲食ｻｰﾋﾞｽ業 医療･福祉 サービス業 その他の産業

- 23 -- 23 -- 23 -



３．製造業のうち主要業種別新規求人状況 （パートを含む。）

原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比 原数値 前年同月比

平成29年度平均 2,032 289 113 194 127 156 197 102 150 704 
平成30年度平均 1,989 ▲2.1 251 ▲13.1 113 0.0 212 9.0 117 ▲8.0 122 ▲21.4 207 4.9 111 9.3 132 ▲12.1 724 2.8 
令和元年度平均 1,658 ▲16.6 246 ▲2.2 87 ▲22.9 181 ▲14.8 105 ▲10.1 86 ▲30.0 159 ▲23.4 82 ▲26.4 108 ▲18.0 605 ▲16.3 
令和2年度平均 1,328 ▲19.9 227 ▲7.7 57 ▲34.8 151 ▲16.2 79 ▲24.8 71 ▲17.6 107 ▲32.5 70 ▲14.2 79 ▲26.9 487 ▲19.6 
令和3年度平均 1,588 32.4 215 50.3 50 ▲35.1 203 34.4 117 91.8 96 9.1 91 16.7 78 21.9 110 57.1 628 34.5 

平成31年4月  1,922 ▲1.5 207 10.7 114 ▲24.0 227 2.3 156 23.8 125 ▲17.8 155 ▲15.3 104 25.3 161 5.2 673 ▲3.3 
令和元年5月  1,665 ▲20.6 282 ▲0.7 80 ▲26.6 170 3.0 81 ▲36.7 78 ▲48.7 184 ▲20.3 72 ▲40.0 108 ▲16.9 610 ▲21.6 

6月  1,703 ▲15.4 277 14.0 111 50.0 207 ▲17.9 124 ▲3.9 89 ▲27.6 134 ▲43.7 69 ▲48.5 89 ▲34.6 603 ▲11.8 
7月  1,842 ▲5.5 199 ▲13.1 97 ▲35.8 189 ▲16.7 106 ▲5.4 114 ▲2.6 171 ▲3.4 94 ▲6.9 184 37.3 688 ▲2.0 
8月  1,600 ▲18.8 282 21.6 50 ▲52.8 146 ▲8.8 148 38.3 89 ▲28.2 132 ▲40.5 74 ▲38.8 81 ▲35.7 598 ▲22.5 
9月  1,828 ▲13.8 271 0.7 123 25.5 198 ▲23.0 144 5.1 56 ▲61.1 174 ▲19.4 74 ▲46.0 111 ▲22.4 677 ▲5.8 

10月  1,738 ▲22.5 246 ▲29.9 100 ▲34.6 188 ▲22.6 89 ▲28.2 91 ▲22.2 180 ▲9.1 96 ▲12.7 148 ▲16.9 600 ▲22.1 
11月  1,483 ▲20.7 209 ▲3.2 66 ▲28.3 181 13.1 80 ▲4.8 64 ▲41.8 133 ▲43.9 76 ▲46.9 105 ▲21.1 569 ▲18.2 
12月  1,594 ▲10.9 176 ▲13.7 85 ▲18.3 177 ▲18.1 112 ▲12.5 67 ▲44.2 156 ▲21.2 84 9.1 81 ▲12.9 656 1.2 

令和2年1月  1,461 ▲29.8 263 4.8 80 ▲38.5 158 ▲34.2 69 ▲41.0 105 ▲7.1 156 ▲21.2 91 ▲3.2 87 ▲46.3 452 ▲41.8 
2月  1,450 ▲23.0 308 10.4 48 ▲40.7 147 ▲15.0 63 ▲40.6 86 ▲7.5 97 ▲52.2 81 ▲37.2 69 ▲40.0 551 ▲21.6 
3月  1,612 ▲15.1 227 ▲15.3 95 ▲15.2 178 ▲21.2 92 ▲14.8 63 ▲38.2 230 26.4 69 ▲21.6 70 ▲6.7 588 ▲20.2 

令和元年度計 19,898 ▲16.6 2,947 ▲2.2 1,049 ▲22.9 2,166 ▲14.8 1,264 ▲10.1 1,027 ▲30.0 1,902 ▲23.4 984 ▲26.4 1,294 ▲18.0 7,265 ▲16.3 
令和2年4月  1,199 ▲37.6 143 ▲30.9 77 ▲32.5 151 ▲33.5 61 ▲60.9 88 ▲29.6 78 ▲49.7 64 ▲38.5 70 ▲56.5 467 ▲30.6 

5月  1,018 ▲38.9 187 ▲33.7 17 ▲78.8 130 ▲23.5 61 ▲24.7 69 ▲11.5 110 ▲40.2 64 ▲11.1 50 ▲53.7 330 ▲45.9 
6月  1,242 ▲27.1 180 ▲35.0 63 ▲43.2 146 ▲29.5 87 ▲29.8 64 ▲28.1 137 2.2 50 ▲27.5 54 ▲39.3 461 ▲23.5 
7月  1,053 ▲42.8 143 ▲28.1 61 ▲37.1 141 ▲25.4 56 ▲47.2 45 ▲60.5 82 ▲52.0 22 ▲76.6 58 ▲68.5 445 ▲35.3 
8月  1,405 ▲12.2 481 70.6 39 ▲22.0 166 13.7 59 ▲60.1 66 ▲25.8 68 ▲48.5 81 9.5 84 3.7 361 ▲39.6 
9月  1,399 ▲23.5 295 8.9 50 ▲59.3 127 ▲35.9 80 ▲44.4 48 ▲14.3 115 ▲33.9 55 ▲25.7 80 ▲27.9 549 ▲18.9 

10月  1,377 ▲20.8 243 ▲1.2 92 ▲8.0 163 ▲13.3 67 ▲24.7 72 ▲20.9 95 ▲47.2 79 ▲17.7 80 ▲45.9 486 ▲19.0 
11月  1,322 ▲10.9 228 9.1 33 ▲50.0 158 ▲12.7 67 ▲16.3 71 10.9 100 ▲24.8 93 22.4 73 ▲30.5 499 ▲12.3 
12月  1,314 ▲17.6 156 ▲11.4 65 ▲23.5 101 ▲42.9 81 ▲27.7 68 1.5 119 ▲23.7 79 ▲6.0 98 21.0 547 ▲16.6 

令和3年1月  1,525 4.4 222 ▲15.6 68 ▲15.0 219 38.6 94 36.2 59 ▲43.8 96 ▲38.5 81 ▲11.0 125 43.7 561 24.1 
2月  1,367 ▲5.7 186 ▲39.6 31 ▲35.4 172 17.0 82 30.2 95 10.5 149 53.6 90 11.1 93 34.8 469 ▲14.9 
3月  1,710 6.1 255 12.3 88 ▲7.4 142 ▲20.2 156 69.6 101 60.3 134 ▲41.7 86 24.6 81 15.7 667 13.4 

令和2年度計 15,931 ▲19.9 2,719 ▲7.7 684 ▲34.8 1,816 ▲16.2 951 ▲24.8 846 ▲17.6 1,283 ▲32.5 844 ▲14.2 946 ▲26.9 5,842 ▲19.6 
令和3年4月  1,588 32.4 215 50.3 50 ▲35.1 203 34.4 117 91.8 96 9.1 91 16.7 78 21.9 110 57.1 628 34.5 

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 1,588 32.4 215 50.3 50 ▲35.1 203 34.4 117 91.8 96 9.1 91 16.7 78 21.9 110 57.1 628 34.5 

はん用機械器具年月／項目 製造業計 食料品 繊維工業 金属製品 電子部品･ﾃﾞﾊﾞｲｽ等 電気機械器具 情報通信機械器具 輸送用機械器具 その他の製造業種
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４．新規求職者の態様別状況 （パートを除く常用）

原数値 前年比 原数値 前年比 構成比 前年差 原数値 前年比 構成比 前年差 原数値 前年比 構成比 前年差 原数値 前年比 構成比 前年差 原数値 前年比 構成比 前年差

平成29年度平均 5,679 2,153 37.9% 926 16.3% 2,065 36.4% 394 6.9% 142 2.5%

平成30年度平均 5,300 ▲6.7 2,096 ▲2.7 39.5% 1.6p 777 ▲16.1 14.7% ▲1.6p 1,928 ▲6.6 36.4% 0.0p 353 ▲10.4 6.7% ▲0.2p 146 2.8 2.7% 0.2p

令和元年度平均 5,084 ▲4.1 2,008 ▲4.2 39.5% 0.0p 749 ▲3.7 14.7% 0.0p 1,869 ▲3.1 36.8% 0.4p 323 ▲8.5 6.3% ▲0.4p 136 ▲7.1 2.7% 0.0p

令和2年度平均 4,580 ▲9.9 1,627 ▲19.0 35.5% ▲4.0p 815 8.9 17.8% 3.1p 1,735 ▲7.2 37.9% 1.1p 268 ▲17.0 5.9% ▲0.4p 134 ▲1.3 2.9% 0.2p

令和3年度平均 5,753 7.4 1,562 14.7 27.2% ▲8.3p 1,433 12.7 24.9% 7.1p 2,138 ▲1.3 37.2% ▲0.7p 362 40.3 6.3% 0.4p 258 ▲12.8 4.4% 1.5p

平成31年4月  5,968 ▲9.7 1,705 ▲10.5 28.6% ▲0.2p 1,398 ▲14.4 23.4% ▲1.3p 2,193 ▲8.1 36.7% 0.6p 410 ▲1.9 6.9% 0.6p 262 ▲3.0 4.4% 0.3p

令和元年5月  5,347 ▲8.3 1,841 ▲9.3 34.4% ▲0.4p 851 ▲20.6 15.9% ▲2.5p 2,178 ▲0.3 40.7% 3.2p 336 ▲10.6 6.3% ▲0.1p 141 ▲16.6 2.7% ▲0.2p

6月  4,844 ▲5.6 1,959 ▲3.2 40.4% 1.0p 610 ▲11.5 12.6% ▲0.8p 1,807 ▲6.0 37.3% ▲0.2p 370 3.1 7.6% 0.6p 98 ▲29.5 2.1% ▲0.6p

7月  5,062 2.7 1,961 3.0 38.7% 0.1p 683 ▲1.9 13.5% ▲0.6p 1,937 1.8 38.3% ▲0.3p 365 27.6 7.2% 1.4p 116 ▲17.7 2.3% ▲0.6p

8月  4,731 ▲6.9 1,952 ▲5.5 41.3% 0.7p 569 ▲11.0 12.0% ▲0.6p 1,791 ▲4.9 37.9% 0.8p 308 ▲17.2 6.5% ▲0.8p 111 ▲9.8 2.3% ▲0.1p

9月  4,978 3.3 1,933 1.4 38.8% ▲0.8p 650 4.8 13.1% 0.2p 1,957 5.3 39.3% 0.7p 318 2.9 6.4% 0.0p 120 ▲3.2 2.4% ▲0.1p

10月  4,861 ▲10.5 1,800 ▲10.0 37.0% 0.2p 702 ▲9.2 14.4% 0.2p 1,908 ▲11.5 39.3% ▲0.4p 302 ▲16.3 6.2% ▲0.4p 149 5.7 3.1% 0.4p

11月  4,357 ▲9.1 1,666 ▲14.8 38.2% ▲2.6p 621 5.3 14.3% 2.0p 1,688 ▲6.0 38.7% 1.2p 282 ▲13.8 6.5% ▲0.3p 100 ▲19.4 2.3% ▲0.3p

12月  4,360 12.1 1,802 10.7 41.3% ▲0.6p 723 31.7 16.6% 2.5p 1,473 12.4 33.8% 0.1p 246 ▲16.0 5.6% ▲1.9p 116 5.5 2.7% ▲0.1p

令和2年1月  5,326 ▲4.2 2,266 ▲5.8 42.5% ▲0.8p 768 ▲0.4 14.4% 0.5p 1,890 ▲3.5 35.5% 0.3p 262 ▲10.3 4.9% ▲0.4p 140 6.9 2.7% 0.4p

2月  5,294 ▲8.1 2,594 ▲6.3 49.0% 1.0p 617 ▲2.4 11.7% 0.7p 1,688 ▲8.4 31.9% ▲0.1p 279 ▲28.6 5.3% ▲1.5p 116 ▲9.4 2.1% ▲0.1p

3月  5,883 2.1 2,619 2.5 44.5% 0.1p 790 19.7 13.4% 1.9p 1,916 ▲1.2 32.6% ▲1.1p 395 ▲12.0 6.7% ▲1.1p 163 4.5 2.8% 0.2p

令和元年度計 61,011 ▲4.1 24,098 ▲4.2 39.5% 0.0p 8,982 ▲3.7 14.7% 0.0p 22,426 ▲3.1 36.8% 0.4p 3,873 ▲8.5 6.3% ▲0.4p 1,632 ▲7.1 2.7% 0.0p

令和2年4月  5,355 ▲10.3 1,362 ▲20.1 25.4% ▲3.2p 1,272 ▲9.0 23.8% 0.4p 2,167 ▲1.2 40.5% 3.8p 258 ▲37.1 4.8% ▲2.1p 296 13.0 5.5% 1.1p

5月  4,072 ▲23.8 1,131 ▲38.6 27.8% ▲6.6p 914 7.4 22.4% 6.5p 1,696 ▲22.1 41.7% 1.0p 201 ▲40.2 4.9% ▲1.4p 130 ▲7.8 3.2% 0.5p

6月  4,849 0.1 1,651 ▲15.7 34.0% ▲6.4p 958 57.0 19.8% 7.2p 1,806 ▲0.1 37.2% ▲0.1p 282 ▲23.8 5.8% ▲1.8p 152 55.1 3.2% 1.1p

7月  4,599 ▲9.1 1,550 ▲21.0 33.7% ▲5.0p 964 41.1 21.0% 7.5p 1,724 ▲11.0 37.5% ▲0.8p 251 ▲31.2 5.5% ▲1.7p 110 ▲5.2 2.3% ▲0.0p

8月  4,142 ▲12.4 1,455 ▲25.5 35.1% ▲6.2p 664 16.7 16.0% 4.0p 1,667 ▲6.9 40.2% 2.3p 257 ▲16.6 6.2% ▲0.3p 99 ▲10.8 2.5% 0.2p

9月  4,540 ▲8.8 1,677 ▲13.2 36.9% ▲1.9p 726 11.7 16.0% 2.9p 1,726 ▲11.8 38.0% ▲1.3p 281 ▲11.6 6.2% ▲0.2p 130 8.3 2.9% 0.5p

10月  4,529 ▲6.8 1,543 ▲14.3 34.1% ▲2.9p 781 11.3 17.2% 2.8p 1,784 ▲6.5 39.4% 0.1p 292 ▲3.3 6.4% 0.2p 129 ▲13.4 2.9% ▲0.2p

11月  3,771 ▲13.4 1,351 ▲18.9 35.8% ▲2.4p 608 ▲2.1 16.1% 1.8p 1,495 ▲11.4 39.6% 0.9p 243 ▲13.8 6.4% ▲0.1p 74 ▲26.0 2.1% ▲0.2p

12月  3,645 ▲16.4 1,395 ▲22.6 38.3% ▲3.0p 626 ▲13.4 17.2% 0.6p 1,324 ▲10.1 36.3% 2.5p 209 ▲15.0 5.7% 0.1p 91 ▲21.6 2.5% ▲0.2p

令和3年1月  4,635 ▲13.0 1,804 ▲20.4 38.9% ▲3.6p 692 ▲9.9 14.9% 0.5p 1,764 ▲6.7 38.1% 2.6p 247 ▲5.7 5.3% 0.4p 128 ▲8.6 2.8% 0.1p

2月  4,848 ▲8.4 2,161 ▲16.7 44.6% ▲4.4p 636 3.1 13.1% 1.4p 1,688 0.0 34.8% 2.9p 246 ▲11.8 5.1% ▲0.2p 117 0.9 2.4% 0.3p

3月  5,970 1.5 2,445 ▲6.6 41.0% ▲3.5p 942 19.2 15.8% 2.4p 1,980 3.3 33.2% 0.6p 449 13.7 7.5% 0.8p 154 ▲5.5 2.5% ▲0.3p

令和2年度計 54,955 ▲9.9 19,525 ▲19.0 35.5% ▲4.0p 9,783 8.9 17.8% 3.1p 20,821 ▲7.2 37.9% 1.1p 3,216 ▲17.0 5.9% ▲0.4p 1,610 ▲1.3 2.9% 0.2p

令和3年4月  5,753 7.4 1,562 14.7 27.2% 1.8p 1,433 12.7 24.9% 1.1p 2,138 ▲1.3 37.2% ▲3.3p 362 40.3 6.3% 1.5p 258 ▲12.8 4.4% ▲1.1p

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 5,753 7.4 1,562 14.7 27.2% ▲8.3p 1,433 12.7 24.9% 7.1p 2,138 ▲1.3 37.2% ▲0.7p 362 40.3 6.3% 0.4p 258 ▲12.8 4.4% 1.5p

年月／項目 常用計(ﾊﾟｰﾄ除く) 在　職　者 事業主都合離職者 自己都合離職者 定年・自営・その他無　業　者
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５．就職・充足の状況 （学卒を除き、パートを含む。）

全数 前年同月比 うち常用 前年同月比 全数 前年同月差 うち常用 前年同月差 全数 前年同月比 うち常用 前年同月比 全数 前年同月差 うち常用 前年同月差

平成29年度平均 3,025 2,703 38.6% 35.1% 2,913 2,599 18.7% 19.4% 
平成30年度平均 2,877 ▲4.9 2,575 ▲4.8 38.3% ▲0.3p 34.9% ▲0.2p 2,767 ▲5.0 2,471 ▲4.9 18.0% ▲0.7p 18.4% ▲1.0p 
令和元年度平均 2,740 ▲4.8 2,452 ▲4.8 37.5% ▲0.8p 34.2% ▲0.7p 2,636 ▲4.7 2,371 ▲4.1 18.0% 0.0p 18.2% ▲0.2p 
令和2年度平均 2,274 ▲17.0 2,062 ▲15.9 34.0% ▲3.5p 31.4% ▲2.8p 2,205 ▲16.4 2,009 ▲15.3 18.0% 0.0p 18.2% 0.0p 
令和3年度平均 2,761 9.6 2,561 9.3 30.4% ▲3.6p 28.4% ▲3.0p 2,694 8.8 2,510 9.0 20.9% 2.9p 21.1% 2.9p 

平成31年4月  3,061 ▲8.5 2,766 ▲8.9 33.8% ▲1.0p 30.9% ▲1.0p 2,988 ▲7.3 2,720 ▲6.8 20.7% ▲0.2p 20.8% ▲0.1p 
令和元年5月  2,864 ▲11.0 2,604 ▲11.5 36.9% ▲1.2p 33.8% ▲1.3p 2,700 ▲13.0 2,475 ▲12.8 18.2% ▲2.1p 19.0% ▲2.2p 

6月  2,862 ▲5.7 2,525 ▲8.9 42.0% 0.3p 37.2% ▲1.2p 2,772 ▲4.4 2,466 ▲6.7 19.6% ▲0.5p 20.1% ▲1.0p 
7月  2,775 0.3 2,499 ▲0.7 38.8% ▲2.2p 35.1% ▲2.3p 2,646 0.0 2,387 ▲0.3 18.1% 0.3p 18.2% 0.2p 
8月  2,349 ▲6.6 2,079 ▲9.6 36.0% 0.1p 32.0% ▲1.1p 2,252 ▲6.1 2,010 ▲8.7 14.9% ▲1.0p 14.8% ▲2.0p 
9月  2,746 0.2 2,469 1.8 38.7% ▲1.8p 35.0% ▲1.1p 2,650 0.4 2,391 2.3 18.1% 0.8p 18.7% 1.4p 

10月  2,705 ▲9.8 2,424 ▲9.9 39.5% 0.1p 35.6% 0.1p 2,570 ▲10.3 2,320 ▲9.5 17.1% ▲0.2p 17.3% ▲0.3p 
11月  2,535 ▲7.0 2,282 ▲8.4 40.5% 0.0p 37.0% ▲0.8p 2,432 ▲6.5 2,195 ▲7.0 16.4% ▲0.3p 17.1% ▲1.0p 
12月  2,300 ▲2.3 1,919 ▲1.8 36.2% ▲4.3p 32.4% ▲4.6p 2,209 ▲0.4 1,846 0.6 16.0% 0.2p 15.3% ▲0.3p 

令和2年1月  1,882 ▲16.3 1,617 ▲16.1 24.2% ▲3.8p 21.9% ▲3.5p 1,778 ▲17.3 1,527 ▲16.8 12.4% ▲1.3p 11.7% ▲1.7p 
2月  2,432 ▲10.1 2,155 ▲10.2 32.5% ▲1.0p 29.1% ▲1.0p 2,348 ▲10.7 2,080 ▲10.4 15.7% 0.2p 15.4% ▲0.5p 
3月  4,365 12.9 4,089 18.8 51.9% 4.3p 49.1% 6.4p 4,290 12.1 4,034 18.5 29.0% 4.5p 29.3% 4.8p 

令和元年度計 32,876 ▲4.8 29,428 ▲4.8 37.5% ▲0.8p 34.2% ▲0.7p 31,635 ▲4.7 28,451 ▲4.1 18.0% 0.0p 18.2% ▲0.2p 
令和2年4月  2,520 ▲17.7 2,343 ▲15.3 31.7% ▲2.1p 29.8% ▲1.1p 2,477 ▲17.1 2,302 ▲15.4 23.6% 2.9p 23.6% 2.8p 

5月  1,796 ▲37.3 1,637 ▲37.1 29.8% ▲7.1p 27.4% ▲6.4p 1,723 ▲36.2 1,574 ▲36.4 17.6% ▲0.6p 17.9% ▲1.1p 
6月  2,195 ▲23.3 2,007 ▲20.5 30.7% ▲11.3p 28.2% ▲9.0p 2,069 ▲25.4 1,920 ▲22.1 16.0% ▲3.6p 15.9% ▲4.2p 
7月  2,231 ▲19.6 2,063 ▲17.4 33.5% ▲5.3p 31.1% ▲4.0p 2,164 ▲18.2 2,020 ▲15.4 18.5% 0.4p 18.6% 0.4p 
8月  2,036 ▲13.3 1,891 ▲9.0 34.6% ▲1.4p 32.4% 0.4p 1,992 ▲11.5 1,860 ▲7.5 17.7% 2.8p 18.3% 3.5p 
9月  2,374 ▲13.5 2,184 ▲11.5 36.4% ▲2.3p 33.7% ▲1.3p 2,285 ▲13.8 2,109 ▲11.8 17.5% ▲0.6p 17.4% ▲1.3p 

10月  2,483 ▲8.2 2,270 ▲6.4 37.5% ▲2.0p 34.5% ▲1.1p 2,401 ▲6.6 2,215 ▲4.5 18.3% 1.2p 18.5% 1.2p 
11月  2,086 ▲17.7 1,896 ▲16.9 38.7% ▲1.8p 35.7% ▲1.3p 2,023 ▲16.8 1,856 ▲15.4 17.0% 0.6p 18.0% 0.9p 
12月  2,035 ▲11.5 1,709 ▲10.9 38.1% 1.9p 34.2% 1.8p 1,963 ▲11.1 1,651 ▲10.6 15.8% ▲0.2p 15.1% ▲0.2p 

令和3年1月  1,767 ▲6.1 1,516 ▲6.2 25.5% 1.3p 23.0% 1.1p 1,713 ▲3.7 1,470 ▲3.7 13.3% 0.9p 13.0% 1.3p 
2月  2,264 ▲6.9 2,024 ▲6.1 32.7% 0.2p 29.5% 0.4p 2,200 ▲6.3 1,961 ▲5.7 17.5% 1.8p 17.5% 2.1p 
3月  3,496 ▲19.9 3,203 ▲21.7 40.0% ▲11.9p 37.0% ▲12.1p 3,452 ▲19.5 3,171 ▲21.4 23.6% ▲5.4p 24.1% ▲5.2p 

令和2年度計 27,283 ▲17.0 24,743 ▲15.9 34.0% ▲3.5p 31.4% ▲2.8p 26,462 ▲16.4 24,109 ▲15.3 18.0% 0.0p 18.2% 0.0p 
令和3年4月  2,761 9.6 2,561 9.3 30.4% ▲1.3p 28.4% ▲1.4p 2,694 8.8 2,510 9.0 20.9% ▲2.7p 21.1% ▲2.5p 

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 2,761 9.6 2,561 9.3 30.4% ▲3.6p 28.4% ▲3.0p 2,694 8.8 2,510 9.0 20.9% 2.9p 21.1% 2.9p 

年月／項目 就職件数 充足数就職率(就職/新規求職) 充足率(充足/新規求人)

- 26 -- 26 -- 26 -



６．雇用保険受給者の資格決定件数等の状況、正社員の有効求人倍率等の状況

受給資
格決定
件　数

前　年
同月比

新規求
職者に
占める
割合

前　年
同月差

受給者
実人員

[基本分]

前　年
同月比

有効求
職者に
占める
割合

前　年
同月差

受給者
実人員

[延長分]

前　年
同月比

新　規
求人数

前　年
同月比

新規求
人全数に

占
める割合

前　年
同月差

有　効
求人数

前　年
同月比

有効求
人全数に

占
める割合

前　年
同月差

一般(常用)
有効求職者
数（原数値）

前　年
同月比

有　効
求　人
倍　率

前　年
同月差

平成29年度平均 1,816 23.2%  6,259 21.5%  22 7,117 45.6%  20,202 47.3%  20,615 0.98  
平成30年度平均 1,695 ▲6.7 22.5%  ▲0.7p 5,805 ▲7.3 20.8%  ▲0.7p 0 ▲98.1 7,320 2.9 47.6%  2.0p 20,844 3.2 49.2%  1.9p 19,196 ▲6.9 1.09  0.11p 
令和元年度平均 1,695 0.0 23.2%  0.7p 5,993 3.2 21.8%  1.0p 1 40.0 7,103 ▲3.0 48.6%  1.0p 20,499 ▲1.7 50.4%  1.2p 18,695 ▲2.6 1.10  0.01p 
令和2年度平均 1,878 10.8 28.1%  4.9p 7,279 21.5 26.0%  4.2p 1,197 205,057.1 6,425 ▲9.5 52.6%  4.0p 18,406 ▲10.2 54.3%  3.9p 18,775 0.4 0.98  ▲0.12p 

令和3年度平均 2,835 ▲0.1 31.2%  3.1p 6,633 7.6 21.4%  ▲4.6p 541 ▲96.2 7,005 19.2 54.4%  1.8p 19,289 4.2 53.8%  ▲0.5p 20,381 5.5 0.95  ▲0.03p 

平成31年4月  2,499 ▲6.8 27.6%  ▲0.3p 5,220 ▲4.2 17.7%  ▲0.2p 0 ▲100.0 7,260 ▲1.7 50.2%  2.2p 21,074 2.8 50.1%  2.2p 19,839 ▲6.8 1.06  0.10p 
令和元年5月  2,318 ▲10.1 29.8%  ▲0.7p 5,682 ▲14.5 19.4%  ▲2.2p 0 7,292 0.9 49.2%  1.9p 20,725 0.9 50.5%  1.7p 19,607 ▲7.3 1.06  0.09p 

6月  1,666 ▲6.0 24.4%  0.0p 5,845 ▲9.3 20.5%  ▲1.3p 0 6,630 ▲3.2 46.9%  ▲0.7p 20,215 ▲0.1 50.1%  0.8p 19,010 ▲5.5 1.06  0.05p 
7月  1,764 14.7 24.7%  1.9p 6,383 ▲3.7 22.9%  ▲0.6p 1 7,362 1.1 50.5%  1.6p 20,255 0.6 50.6%  1.2p 18,857 ▲2.8 1.07  0.03p 
8月  1,380 ▲5.9 21.1%  0.2p 6,058 ▲7.4 22.2%  ▲1.6p 1 7,744 7.3 51.3%  3.6p 20,696 1.4 51.6%  1.7p 18,570 ▲2.1 1.11  0.03p 
9月  1,484 7.8 20.9%  0.5p 5,982 ▲0.2 21.8%  ▲0.3p 0 6,907 ▲4.2 47.2%  ▲0.1p 20,961 1.4 50.9%  1.3p 18,640 ▲0.3 1.12  0.01p 

10月  1,663 ▲6.8 24.3%  0.9p 5,768 ▲3.5 21.3%  ▲0.4p 0 7,662 ▲1.3 51.0%  4.1p 21,405 0.7 51.5%  2.3p 18,420 ▲2.8 1.16  0.04p 
11月  1,531 5.6 24.4%  2.9p 6,039 10.1 23.3%  2.9p 0 7,507 1.2 50.6%  2.9p 21,192 ▲0.8 51.2%  2.0p 17,577 ▲4.2 1.21  0.05p 
12月  1,308 12.8 20.6%  0.6p 6,343 22.1 25.1%  4.6p 1 6,721 ▲2.4 48.7%  ▲0.5p 20,930 0.5 51.6%  2.2p 17,060 ▲0.3 1.23  0.01p 

令和2年1月  1,751 9.8 22.5%  2.6p 6,334 18.0 24.4%  3.7p 1 0.0 6,419 ▲15.5 44.9%  ▲3.6p 19,790 ▲5.9 49.7%  ▲0.6p 17,696 ▲0.3 1.12  ▲0.06p 

2月  1,368 ▲6.6 18.3%  0.1p 5,953 18.5 21.9%  3.3p 2 100.0 6,698 ▲13.5 44.8%  ▲0.9p 19,292 ▲10.2 48.3%  ▲0.6p 18,834 0.5 1.02  ▲0.13p 

3月  1,604 9.1 19.1%  1.0p 6,306 28.7 21.5%  4.4p 1 7,033 ▲3.4 47.5%  1.0p 19,447 ▲10.3 48.7%  0.1p 20,229 1.9 0.96  ▲0.13p 

令和元年度計 20,336 0.0 23.2%  0.7p 71,913 3.2 21.8%  1.0p 7 40.0 85,235 ▲3.0 48.6%  1.0p 245,982 ▲1.7 50.4%  1.2p 224,339 ▲2.6 1.10 0.01p 
令和2年4月  2,838 13.6 35.7%  8.1p 6,166 18.1 21.7%  4.0p 1 - 5,879 ▲19.0 55.9%  5.7p 18,509 ▲12.2 53.3%  3.2p 19,310 ▲2.7 0.96  ▲0.10p 

5月  2,565 10.7 42.6%  12.8p 6,334 11.5 23.6%  4.2p 1 - 5,312 ▲27.2 54.4%  5.2p 16,968 ▲18.1 56.0%  5.5p 18,150 ▲7.4 0.93  ▲0.13p 

6月  2,122 27.4 29.7%  5.3p 8,338 42.7 30.3%  9.8p 201 - 6,938 4.6 53.7%  6.8p 17,443 ▲13.7 56.4%  6.3p 18,400 ▲3.2 0.95  ▲0.11p 

7月  2,060 16.8 30.9%  6.2p 8,892 39.3 31.9%  9.0p 1,001 100,000.0 6,370 ▲13.5 54.5%  4.0p 17,779 ▲12.2 56.1%  5.5p 18,725 ▲0.7 0.95  ▲0.12p 

8月  1,550 12.3 26.4%  5.3p 8,743 44.3 31.0%  8.8p 1,929 192,800.0 5,839 ▲24.6 52.0%  0.7p 18,054 ▲12.8 55.2%  3.6p 18,976 2.2 0.95  ▲0.16p 

9月  1,837 23.8 28.2%  7.3p 8,440 41.1 29.1%  7.3p 2,587 - 6,977 1.0 53.4%  6.2p 18,452 ▲12.0 54.8%  3.9p 19,648 5.4 0.94  ▲0.18p 

10月  1,967 18.3 29.7%  5.4p 8,024 39.1 27.5%  6.2p 2,490 - 7,076 ▲7.6 54.0%  3.0p 19,041 ▲11.0 54.1%  2.6p 19,659 6.7 0.97  ▲0.19p 

11月  1,495 ▲2.4 27.7%  3.3p 7,114 17.8 25.5%  2.2p 1,818 - 5,873 ▲21.8 49.3%  ▲1.3p 18,772 ▲11.4 53.8%  2.6p 18,714 6.5 1.00  ▲0.21p 

12月  1,215 ▲7.1 22.7%  2.1p 6,961 9.7 26.4%  1.3p 1,459 145,800.0 6,721 0.0 54.1%  5.4p 18,812 ▲10.1 54.0%  2.4p 17,564 3.0 1.07  ▲0.16p 

令和3年1月  1,495 ▲14.6 21.6%  ▲0.9p 6,396 1.0 24.1%  ▲0.3p 1,203 120,200.0 6,894 7.4 53.6%  8.7p 18,797 ▲5.0 54.5%  4.8p 17,615 ▲0.5 1.07  ▲0.05p 

2月  1,479 8.1 21.3%  3.0p 5,880 ▲1.2 21.4%  ▲0.5p 907 45,250.0 5,925 ▲11.5 47.1%  2.3p 18,899 ▲2.0 52.7%  4.4p 18,382 ▲2.4 1.03  0.01p 
3月  1,911 19.1 21.8%  2.7p 6,056 ▲4.0 20.1%  ▲1.4p 764 76,300.0 7,293 3.7 49.9%  2.4p 19,347 ▲0.5 51.7%  3.0p 20,161 ▲0.3 0.96  0.00p 

令和2年度計 22,534 10.8 28.1%  4.9p 87,344 21.5 26.0%  4.2p 14,361 205,057.1 77,097 ▲9.5 52.6%  4.0p 220,873 ▲10.2 54.3%  3.9p 225,304 0.4 0.98 ▲0.12p 

令和3年4月  2,835 ▲0.1 31.2%  ▲4.5p 6,100 ▲1.1 19.6%  ▲2.1p 541 54,000.0 7,005 19.2 54.4%  ▲1.5p 19,289 4.2 53.8%  0.5p 20,381 5.5 0.95  ▲0.01p 

5月  
6月  
7月  
8月  
9月  

10月  
11月  
12月  

令和4年1月  
2月  
3月  

令和3年度計 2,835 ▲0.1 31.2%  3.1p 6,633 7.6 21.4%  ▲4.6p 541 ▲96.2 7,005 19.2 54.4%  1.8p 19,289 4.2 53.8%  ▲0.5p 20,381 5.5 0.95 ▲0.03p 

※受給資格決定件数は速報値であり、修正があり得る。

年月／項目

雇用保険受給資格決定件数等状況〔一般被保険者求職者給付〕 正社員有効求人倍率等状況〔原数値〕
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７．企業整備状況、雇用調整助成金等に係る休業等実施計画受理状況

件数 前年同月比 人員 前年同月比 件数 前年同月比 人員 前年同月比 件数 前年同月比 人員 前年同月比 件数 前年同月比 人員 前年同月比 件数 前年同月比 人員 前年同月比

平成29年度平均 4 104 3 56 0 0 17 173 17 173 
平成30年度平均 5 41.3 114 9.0 5 69.7 68 20.0 0 0 9 ▲45.7 220 27.4 9 ▲45.7 220 27.4 
令和元年度平均 5 ▲3.1 132 16.1 5 0.0 81 20.2 0 0 80 789.8 1,721 682.5 80 789.8 1,721 682.5 
令和2年度平均 7 31.7 201 52.7 5 14.3 92 13.8 - - - - - - - - - - - -
令和3年度平均 3 ▲66.7 156 ▲33.6 3 ▲62.5 146 15.0 - - - - - - - - - - - -

平成31年4月  3 ▲57.1 84 ▲58.6 3 ▲57.1 35 ▲76.0 0 0 16 33.3 446 79.8 16 33.3 446 79.8 
令和元年5月  5 ▲16.7 167 15.2 4 ▲33.3 138 106.0 0 0 14 7.7 132 ▲48.0 14 7.7 132 ▲48.0 

6月  6 100.0 89 43.5 6 100.0 82 46.4 0 0 16 128.6 216 41.2 16 128.6 216 41.2 
7月  5 25.0 217 274.1 3 ▲25.0 68 61.9 0 0 16 166.7 192 8.5 16 166.7 192 8.5 
8月  5 400.0 59 247.1 5 400.0 52 205.9 0 0 17 240.0 292 151.7 17 240.0 292 151.7 
9月  7 40.0 192 137.0 6 100.0 139 247.5 0 0 25 212.5 861 600.0 25 212.5 861 600.0 

10月  10 42.9 184 16.5 10 66.7 119 91.9 0 0 24 242.9 707 499.2 24 242.9 707 499.2 
11月  4 ▲20.0 93 ▲7.9 4 0.0 48 ▲25.0 0 0 31 181.8 1,176 196.2 31 181.8 1,176 196.2 
12月  5 ▲64.3 175 ▲25.2 4 ▲60.0 156 13.0 0 0 73 630.0 1,856 540.0 73 630.0 1,856 540.0 

令和2年1月  5 25.0 62 ▲36.7 5 25.0 31 ▲62.2 0 0 579 6,333.3 11,053 4,623.5 579 6,333.3 11,053 4,623.5 

2月  1 ▲75.0 22 ▲80.0 1 ▲75.0 6 ▲87.5 0 0 54 350.0 1,464 226.8 54 350.0 1,464 226.8 
3月  7 40.0 239 149.0 5 25.0 100 108.3 0 0 96 1,100.0 2,255 2,684.0 96 1,100.0 2,255 2,684.0 

令和元年度計 63 ▲3.1 1,583 16.1 56 0.0 974 20.2 0 0 961 789.8 20,650 682.5 961 789.8 20,650 682.5 
令和2年4月  9 200.0 235 179.8 8 166.7 127 262.9 - - - - - - - - - -

5月  11 120.0 227 35.9 10 150.0 150 8.7 - - - - - - - - - -
6月  11 83.3 377 323.6 10 66.7 194 136.6 - - - - - - - - - -
7月  5 0.0 126 ▲41.9 2 ▲33.3 29 ▲57.4 - - - - - - - - - -
8月  6 20.0 190 222.0 4 ▲20.0 48 ▲7.7 - - - - - - - - - -
9月  5 ▲28.6 213 10.9 4 ▲33.3 80 ▲42.4 - - - - - - - - - -

10月  5 ▲50.0 93 ▲49.5 4 ▲60.0 45 ▲62.2 - - - - - - - - - -
11月  6 50.0 160 72.0 4 0.0 70 45.8 - - - - - - - - - -
12月  4 ▲20.0 71 ▲59.4 1 ▲75.0 11 ▲92.9 - - - - - - - - - -

令和3年1月  2 ▲60.0 66 6.5 1 ▲80.0 6 ▲80.6 - - - - - - - - - -
2月  7 600.0 288 1,209.1 6 500.0 98 1,533.3 - - - - - - - - - -
3月  12 71.4 371 55.2 10 100.0 250 150.0 - - - - - - - - - -

令和2年度計 83 31.7 2,417 52.7 64 14.3 1,108 13.8 - - - - - - - - - - - -
令和3年4月  3 ▲66.7 156 ▲33.6 3 ▲62.5 146 15.0 - - - - - - - - - -

5月  - - - - - - - - - -
6月  - - - - - - - - - -
7月  - - - - - - - - - -
8月  - - - - - - - - - -
9月  - - - - - - - - - -

10月  - - - - - - - - - -
11月  - - - - - - - - - -
12月  - - - - - - - - - -

令和4年1月  - - - - - - - - - -
2月  - - - - - - - - - -
3月  - - - - - - - - - -

令和3年度計 3 ▲66.7 156 ▲33.6 3 ▲62.5 146 15.0 - - - - - - - - - - - -

年月／項目
企業整備状況(整備人員10名以上) 雇用調整助成金に係る休業･教育訓練実施計画受理状況

企業整備（全数） うち正社員 雇用調整助成金（大企業） 雇用調整助成金（中小企業） 合　　計
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  ８.　地域別有効求人数・有効求職者数・有効求人倍率の状況 （※すべて原数値。学卒を除き、パートを含む。）

前年
同月差

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

平成28年度平均 1.30 1.24 7,519 6,064 1.59 2,056 1,297 1.36 1.53 10,347 6,774 1.14 2,516 2,198 1.07 2,237 2,091
平成29年度平均 1.28 ▲0.02p 1.25 0.01p 7,481 ▲ 0.5 6,002 ▲ 1.0 1.45 ▲0.14p 1,853 ▲ 9.8 1,282 ▲ 1.2 1.49 0.13p 1.62 0.09p 10,726 3.7 6,617 ▲ 2.3 1.40 0.26p 2,747 9.2 1,960 ▲ 10.8 1.18 0.11p 2,459 9.9 2,088 ▲ 0.1

平成30年度平均 1.32 0.04p 1.28 0.03p 7,340 ▲ 1.9 5,748 ▲ 4.2 1.52 0.07p 1,881 1.5 1,238 ▲ 3.4 1.55 0.06p 1.67 0.05p 10,384 ▲ 3.2 6,228 ▲ 5.9 1.45 0.05p 2,719 ▲ 1.0 1,879 ▲ 4.2 1.26 0.08p 2,467 0.3 1,958 ▲ 6.2

令和元年度平均 1.28 ▲0.04p 1.23 ▲0.05p 6,854 ▲ 6.6 5,588 ▲ 2.8 1.54 0.02p 1,863 ▲ 1.0 1,212 ▲ 2.2 1.48 ▲0.07p 1.60 ▲0.07p 9,937 ▲ 4.3 6,222 ▲ 0.1 1.35 ▲0.10p 2,420 ▲ 11.0 1,794 ▲ 4.5 1.20 ▲0.06p 2,266 ▲ 8.1 1,894 ▲ 3.2

令和2年度平均 1.10 ▲0.18p 1.07 ▲0.16p 5,923 ▲ 13.6 5,520 ▲ 1.2 1.24 ▲0.30p 1,634 ▲ 12.3 1,321 9.0 1.19 ▲0.29p 1.33 ▲0.27p 8,133 ▲ 18.2 6,111 ▲ 1.8 1.02 ▲0.33p 1,941 ▲ 19.8 1,907 6.3 0.93 ▲0.27p 1,864 ▲ 17.7 2,007 6.0
令和3年度平均 1.00 ▲0.10p 0.92 ▲0.15p 5,784 ▲ 2.2 6,291 11.0 1.38 0.14p 1,884 18.0 1,363 0.9 1.21 0.02p 1.32 ▲0.01p 8,693 8.6 6,610 6.4 1.09 0.07p 2,197 8.3 2,023 4.5 0.98 0.05p 2,043 3.0 2,086 4.6

平成31年4月  1.26 0.09p 1.19 0.04p 7,058 ▲ 2.4 5,910 ▲ 6.4 1.55 0.28p 2,006 13.5 1,292 ▲ 7.3 1.45 ▲0.04p 1.54 ▲0.04p 10,033 ▲ 4.3 6,522 ▲ 1.9 1.40 ▲0.11p 2,595 ▲ 15.6 1,856 ▲ 9.0 1.23 0.02p 2,480 ▲ 4.1 2,011 ▲ 6.1

令和元年5月  1.19 0.01p 1.13 ▲0.02p 6,751 ▲ 7.9 5,976 ▲ 6.2 1.50 0.21p 1,912 7.5 1,278 ▲ 7.3 1.44 0.04p 1.53 0.04p 9,969 ▲ 1.8 6,522 ▲ 4.5 1.37 0.04p 2,525 ▲ 7.1 1,837 ▲ 10.1 1.19 ▲0.01p 2,341 ▲ 6.9 1,970 ▲ 6.0

6月  1.22 0.00p 1.15 ▲0.05p 6,740 ▲ 6.1 5,848 ▲ 2.5 1.56 0.26p 1,977 12.3 1,268 ▲ 6.1 1.44 0.04p 1.52 0.02p 9,836 ▲ 2.6 6,451 ▲ 4.3 1.46 0.09p 2,509 ▲ 5.8 1,719 ▲ 11.6 1.15 0.02p 2,201 ▲ 4.4 1,920 ▲ 5.7

7月  1.29 ▲0.01p 1.23 ▲0.03p 6,929 ▲ 4.3 5,613 ▲ 2.4 1.55 0.08p 1,901 6.7 1,229 1.6 1.43 ▲0.01p 1.51 ▲0.01p 9,708 ▲ 0.3 6,441 0.3 1.39 ▲0.04p 2,343 ▲ 13.6 1,689 ▲ 11.1 1.19 ▲0.03p 2,257 ▲ 5.4 1,894 ▲ 3.4

8月  1.30 ▲0.01p 1.25 ▲0.04p 6,845 ▲ 3.9 5,470 ▲ 1.0 1.55 0.15p 1,833 9.4 1,182 ▲ 1.3 1.49 ▲0.04p 1.60 ▲0.04p 10,015 ▲ 0.7 6,272 1.7 1.36 ▲0.09p 2,304 ▲ 15.1 1,688 ▲ 9.7 1.26 0.02p 2,339 ▲ 0.3 1,852 ▲ 2.0

9月  1.30 ▲0.06p 1.25 ▲0.08p 6,759 ▲ 7.5 5,401 ▲ 1.5 1.55 0.05p 1,795 1.5 1,160 ▲ 1.9 1.55 0.01p 1.63 ▲0.05p 10,270 2.0 6,285 4.7 1.54 0.17p 2,704 4.8 1,760 ▲ 6.6 1.29 0.00p 2,377 ▲ 1.4 1,847 ▲ 1.4

10月  1.32 ▲0.07p 1.26 ▲0.09p 6,794 ▲ 10.6 5,373 ▲ 4.8 1.57 0.00p 1,821 ▲ 2.4 1,160 ▲ 2.4 1.56 ▲0.01p 1.68 ▲0.05p 10,406 ▲ 1.8 6,183 0.9 1.47 0.07p 2,619 ▲ 2.4 1,781 ▲ 7.1 1.22 ▲0.03p 2,251 ▲ 5.5 1,847 ▲ 2.8

11月  1.35 ▲0.10p 1.32 ▲0.09p 6,805 ▲ 13.0 5,136 ▲ 7.2 1.49 ▲0.14p 1,708 ▲ 10.8 1,150 ▲ 2.0 1.60 ▲0.06p 1.81 ▲0.04p 10,727 ▲ 2.3 5,924 ▲ 0.4 1.33 ▲0.10p 2,353 ▲ 13.2 1,768 ▲ 6.5 1.19 ▲0.13p 2,193 ▲ 10.9 1,840 ▲ 1.6

12月  1.37 ▲0.11p 1.34 ▲0.09p 6,795 ▲ 8.8 5,064 ▲ 3.1 1.47 ▲0.28p 1,629 ▲ 16.5 1,107 ▲ 0.8 1.55 ▲0.16p 1.75 ▲0.14p 10,048 ▲ 6.0 5,735 1.6 1.30 ▲0.23p 2,284 ▲ 14.1 1,760 1.3 1.16 ▲0.17p 2,126 ▲ 10.3 1,827 2.4

令和2年1月  1.33 ▲0.03p 1.24 ▲0.05p 6,610 ▲ 5.6 5,351 ▲ 1.6 1.75 0.03p 1,992 ▲ 0.9 1,138 ▲ 2.7 1.47 ▲0.18p 1.65 ▲0.17p 9,636 ▲ 8.3 5,852 1.4 1.20 ▲0.21p 2,131 ▲ 13.1 1,770 2.1 1.18 ▲0.17p 2,118 ▲ 16.3 1,797 ▲ 3.9

2月  1.29 ▲0.09p 1.22 ▲0.08p 7,068 ▲ 4.3 5,787 1.6 1.64 ▲0.12p 1,989 ▲ 6.9 1,210 ▲ 0.4 1.42 ▲0.22p 1.55 ▲0.20p 9,319 ▲ 12.2 6,013 ▲ 1.0 1.21 ▲0.39p 2,223 ▲ 19.8 1,835 5.9 1.22 ▲0.11p 2,269 ▲ 15.5 1,853 ▲ 7.9

3月  1.18 ▲0.13p 1.16 ▲0.08p 7,091 ▲ 4.2 6,128 2.3 1.31 ▲0.37p 1,789 ▲ 17.2 1,366 6.3 1.32 ▲0.25p 1.43 ▲0.23p 9,271 ▲ 12.5 6,464 1.6 1.19 ▲0.37p 2,452 ▲ 15.2 2,067 11.7 1.08 ▲0.20p 2,238 ▲ 14.7 2,074 0.8

令和元年度計 1.28 ▲0.04p 1.23 ▲0.05p 82,245 ▲ 6.6 67,057 ▲ 2.8 1.54 0.02p 22,352 ▲ 1.0 14,540 ▲ 2.2 1.48 ▲0.07p 1.60 ▲0.07p 119,238 ▲ 4.3 74,664 ▲ 0.1 1.35 ▲0.10p 29,042 ▲ 11.0 21,530 ▲ 4.5 1.20 ▲0.06p 27,190 ▲ 8.1 22,732 ▲ 3.2

令和2年4月  1.07 ▲0.19p 1.04 ▲0.15p 5,913 ▲ 16.2 5,667 ▲ 4.1 1.18 ▲0.37p 1,596 ▲ 20.4 1,351 4.6 1.18 ▲0.27p 1.29 ▲0.25p 8,002 ▲ 20.2 6,210 ▲ 4.8 1.05 ▲0.35p 2,029 ▲ 21.8 1,935 4.3 0.99 ▲0.24p 1,983 ▲ 20.0 1,995 ▲ 0.8

5月  0.99 ▲0.20p 0.97 ▲0.16p 5,110 ▲ 24.3 5,243 ▲ 12.3 1.05 ▲0.45p 1,403 ▲ 26.6 1,333 4.3 1.07 ▲0.37p 1.16 ▲0.37p 6,930 ▲ 30.5 5,955 ▲ 8.7 0.91 ▲0.46p 1,693 ▲ 33.0 1,851 0.8 0.94 ▲0.25p 1,775 ▲ 24.2 1,887 ▲ 4.2

6月  1.04 ▲0.18p 1.03 ▲0.12p 5,588 ▲ 17.1 5,434 ▲ 7.1 1.11 ▲0.45p 1,524 ▲ 22.9 1,372 8.2 1.09 ▲0.35p 1.24 ▲0.28p 7,463 ▲ 24.1 6,016 ▲ 6.7 0.83 ▲0.63p 1,615 ▲ 35.6 1,943 13.0 0.88 ▲0.27p 1,717 ▲ 22.0 1,946 1.4

7月  1.09 ▲0.20p 1.11 ▲0.12p 5,980 ▲ 13.7 5,397 ▲ 3.8 1.04 ▲0.51p 1,487 ▲ 21.8 1,428 16.2 1.04 ▲0.39p 1.17 ▲0.34p 7,305 ▲ 24.8 6,231 ▲ 3.3 0.83 ▲0.56p 1,595 ▲ 31.9 1,933 14.4 0.85 ▲0.34p 1,703 ▲ 24.5 2,005 5.9

8月  1.13 ▲0.17p 1.13 ▲0.12p 6,197 ▲ 9.5 5,488 0.3 1.15 ▲0.40p 1,555 ▲ 15.2 1,353 14.5 1.10 ▲0.39p 1.27 ▲0.33p 7,914 ▲ 21.0 6,253 ▲ 0.3 0.83 ▲0.53p 1,617 ▲ 29.8 1,958 16.0 0.86 ▲0.40p 1,745 ▲ 25.4 2,018 9.0

9月  1.09 ▲0.21p 1.08 ▲0.17p 6,109 ▲ 9.6 5,682 5.2 1.14 ▲0.41p 1,598 ▲ 11.0 1,400 20.7 1.13 ▲0.42p 1.29 ▲0.34p 8,203 ▲ 20.1 6,381 1.5 0.92 ▲0.62p 1,824 ▲ 32.5 1,983 12.7 0.86 ▲0.43p 1,809 ▲ 23.9 2,092 13.3

10月  1.12 ▲0.20p 1.10 ▲0.16p 6,262 ▲ 7.8 5,704 6.2 1.22 ▲0.35p 1,683 ▲ 7.6 1,380 19.0 1.18 ▲0.38p 1.36 ▲0.32p 8,738 ▲ 16.0 6,440 4.2 0.98 ▲0.49p 1,951 ▲ 25.5 1,999 12.2 0.82 ▲0.40p 1,750 ▲ 22.3 2,142 16.0

11月  1.14 ▲0.21p 1.10 ▲0.22p 6,029 ▲ 11.4 5,463 6.4 1.29 ▲0.20p 1,656 ▲ 3.0 1,283 11.6 1.24 ▲0.36p 1.40 ▲0.41p 8,659 ▲ 19.3 6,197 4.6 1.08 ▲0.25p 2,043 ▲ 13.2 1,889 6.8 0.89 ▲0.30p 1,825 ▲ 16.8 2,049 11.4

12月  1.22 ▲0.15p 1.18 ▲0.16p 6,077 ▲ 10.6 5,141 1.5 1.38 ▲0.09p 1,673 2.7 1,212 9.5 1.30 ▲0.25p 1.45 ▲0.30p 8,355 ▲ 16.8 5,782 0.8 1.20 ▲0.10p 2,174 ▲ 4.8 1,805 2.6 0.96 ▲0.20p 1,854 ▲ 12.8 1,925 5.4

令和3年1月  1.17 ▲0.16p 1.12 ▲0.12p 5,863 ▲ 11.3 5,253 ▲ 1.8 1.41 ▲0.34p 1,722 ▲ 13.6 1,217 6.9 1.31 ▲0.16p 1.45 ▲0.20p 8,305 ▲ 13.8 5,719 ▲ 2.3 1.20 0.00p 2,128 ▲ 0.1 1,778 0.5 1.01 ▲0.17p 1,937 ▲ 8.5 1,914 6.5

2月  1.15 ▲0.14p 1.07 ▲0.15p 6,002 ▲ 15.1 5,598 ▲ 3.3 1.49 ▲0.15p 1,834 ▲ 7.8 1,228 1.5 1.34 ▲0.08p 1.48 ▲0.07p 8,626 ▲ 7.4 5,834 ▲ 3.0 1.18 ▲0.03p 2,180 ▲ 1.9 1,840 0.3 1.05 ▲0.17p 2,049 ▲ 9.7 1,953 5.4

3月  1.05 ▲0.13p 0.96 ▲0.20p 5,948 ▲ 16.1 6,173 0.7 1.44 0.13p 1,873 4.7 1,298 ▲ 5.0 1.32 0.00p 1.44 0.01p 9,092 ▲ 1.9 6,319 ▲ 2.2 1.24 0.05p 2,445 ▲ 0.3 1,972 ▲ 4.6 1.03 ▲0.05p 2,217 ▲ 0.9 2,161 4.2

令和2年度計 1.10 ▲0.18p 1.07 ▲0.16p 71,078 ▲ 13.6 66,243 ▲ 1.2 1.24 ▲0.30p 19,604 ▲ 12.3 15,855 9.0 1.19 ▲0.29p 1.33 ▲0.27p 97,592 ▲ 18.2 73,337 ▲ 1.8 1.02 ▲0.33p 23,294 ▲ 19.8 22,886 6.3 0.93 ▲0.27p 22,364 ▲ 17.7 24,087 6.0

令和3年4月  1.00 ▲0.07p 0.92 ▲0.12p 5,784 ▲ 2.2 6,291 11.0 1.38 0.20p 1,884 18.0 1,363 0.9 1.21 0.03p 1.32 0.03p 8,693 8.6 6,610 6.4 1.09 0.04p 2,197 8.3 2,023 4.5 0.98 ▲0.01p 2,043 3.0 2,086 4.6

5月  ▲0.99p ▲0.97p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.05p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.07p ▲1.16p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.91p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.94p ▲ 100.0 ▲ 100.0

6月  ▲1.04p ▲1.03p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.11p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.09p ▲1.24p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.83p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.88p ▲ 100.0 ▲ 100.0

7月  ▲1.09p ▲1.11p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.04p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.04p ▲1.17p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.83p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.85p ▲ 100.0 ▲ 100.0

8月  ▲1.13p ▲1.13p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.15p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.10p ▲1.27p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.83p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.86p ▲ 100.0 ▲ 100.0

9月  ▲1.09p ▲1.08p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.14p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.13p ▲1.29p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.92p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.86p ▲ 100.0 ▲ 100.0

10月  ▲1.12p ▲1.10p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.22p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.18p ▲1.36p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.98p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.82p ▲ 100.0 ▲ 100.0

11月  ▲1.14p ▲1.10p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.29p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.24p ▲1.40p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.08p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.89p ▲ 100.0 ▲ 100.0

12月  ▲1.22p ▲1.18p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.38p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.30p ▲1.45p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.20p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲0.96p ▲ 100.0 ▲ 100.0

令和4年1月  ▲1.17p ▲1.12p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.41p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.31p ▲1.45p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.20p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.01p ▲ 100.0 ▲ 100.0

2月  ▲1.15p ▲1.07p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.49p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.34p ▲1.48p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.18p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.05p ▲ 100.0 ▲ 100.0

3月  ▲1.05p ▲0.96p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.44p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.32p ▲1.44p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.24p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.03p ▲ 100.0 ▲ 100.0

令和3年度計 1.00 ▲0.10p 0.92 ▲0.15p 5,784 ▲2.2 6,291 11.0 1.38 0.14p 1,884 18.0 1,363 0.9 1.21 0.02p 1.32 ▲0.01p 8,693 8.6 6,610 6.4 1.09 0.07p 2,197 8.3 2,023 4.5 0.98 0.05p 2,043 3.0 2,086 4.6

有効求人数 有効求職者数有効求人倍率 有効求人数 有効求人倍率有効求人倍率 有効求人数 有効求職者数有効求人倍率

0706 須賀川
年月／項目

県北地域 県中・県南地域

有効求人倍率 有効求人数 有効求職者数有効求人倍率 有効求職者数

0701 福島 0708 二本松 0704 郡山 0705 白河

有効求人数 有効求職者数有効求人倍率

- 29 -- 29 -- 29 -



（※すべて原数値。学卒を除き、パートを含む。）

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年
同月差

前年
同月比

前年
同月比

前年同月差 前年同月比 前年同月比

平成28年度平均 1.27 4,974 3,922 1.67 8,860 5,298 2.02 3,484 1,723 1.43 41,992 29,365
平成29年度平均 1.31 0.04p 5,087 2.3 3,889 ▲ 0.9 1.59 ▲0.08p 8,694 ▲ 1.9 5,454 2.9 2.02 0.00p 3,661 5.1 1,813 5.2 1.47 0.04p 42,709 1.7 29,104 ▲ 0.9
平成30年度平均 1.29 ▲0.02p 5,004 ▲ 1.6 3,877 ▲ 0.3 1.62 0.03p 8,641 ▲ 0.6 5,330 ▲ 2.3 2.34 0.32p 3,925 7.2 1,675 ▲ 7.7 1.52 0.05p 42,360 ▲ 0.8 27,932 ▲ 4.0
令和元年度平均 1.29 0.00p 4,903 ▲ 2.0 3,813 ▲ 1.7 1.57 ▲0.05p 8,352 ▲ 3.3 5,332 0.0 2.39 0.05p 4,060 3.5 1,696 1.3 1.48 ▲0.04p 40,655 ▲ 4.0 27,551 ▲ 1.4
令和2年度平均 1.00 ▲0.29p 3,906 ▲ 20.3 3,921 2.9 1.33 ▲0.24p 7,085 ▲ 15.2 5,346 0.3 1.86 ▲0.53p 3,403 ▲ 16.2 1,827 7.7 1.21 ▲0.27p 33,888 ▲ 16.6 27,962 1.5
令和3年度平均 1.06 0.06p 4,456 13.0 4,196 0.3 1.19 ▲0.14p 7,422 ▲ 0.6 6,225 17.1 1.50 ▲0.36p 3,370 ▲ 10.5 2,252 29.7 1.15 ▲0.06p 35,849 3.3 31,046 9.4

平成31年4月  1.17 0.03p 4,952 0.6 4,245 ▲ 1.6 1.54 0.03p 8,806 0.3 5,717 ▲ 1.4 2.14 ▲0.01p 4,126 4.6 1,932 5.2 1.43 0.03p 42,056 ▲ 1.7 29,485 ▲ 3.3

令和元年5月  1.20 0.06p 5,045 3.4 4,188 ▲ 1.8 1.50 0.03p 8,527 ▲ 1.5 5,694 ▲ 3.4 2.11 0.03p 3,984 ▲ 0.7 1,892 ▲ 1.8 1.40 0.03p 41,054 ▲ 2.4 29,357 ▲ 4.7

6月  1.24 0.04p 4,873 1.0 3,923 ▲ 2.8 1.49 ▲0.03p 8,336 ▲ 1.5 5,599 0.6 2.18 0.21p 3,869 2.8 1,774 ▲ 7.0 1.42 0.03p 40,341 ▲ 1.7 28,502 ▲ 3.7

7月  1.29 0.04p 4,849 1.2 3,760 ▲ 2.3 1.47 ▲0.04p 8,194 0.5 5,583 3.5 2.23 0.03p 3,826 ▲ 2.2 1,716 ▲ 3.5 1.43 ▲0.01p 40,007 ▲ 1.7 27,925 ▲ 1.2

8月  1.32 0.00p 4,854 ▲ 3.2 3,664 ▲ 3.4 1.47 ▲0.07p 7,997 ▲ 1.8 5,425 2.7 2.32 0.08p 3,897 1.5 1,679 ▲ 2.0 1.47 ▲0.02p 40,084 ▲ 2.1 27,232 ▲ 0.7

9月  1.37 ▲0.02p 5,051 ▲ 1.4 3,690 ▲ 0.2 1.47 ▲0.12p 8,188 ▲ 3.4 5,583 4.4 2.38 0.00p 4,006 1.7 1,684 1.9 1.50 ▲0.04p 41,150 ▲ 1.3 27,410 1.0

10月  1.42 0.00p 5,141 ▲ 4.7 3,628 ▲ 4.4 1.52 ▲0.10p 8,433 ▲ 4.0 5,543 2.2 2.53 0.14p 4,081 5.6 1,612 ▲ 0.1 1.53 ▲0.03p 41,546 ▲ 3.8 27,127 ▲ 1.8

11月  1.42 0.05p 5,075 ▲ 0.5 3,565 ▲ 4.2 1.71 0.04p 8,518 ▲ 1.4 4,995 ▲ 3.6 2.64 0.12p 4,030 6.1 1,524 1.2 1.60 ▲0.02p 41,409 ▲ 4.6 25,902 ▲ 3.5

12月  1.30 ▲0.02p 4,737 ▲ 3.4 3,636 ▲ 2.4 1.78 ▲0.01p 8,248 ▲ 2.5 4,622 ▲ 2.0 3.16 0.56p 4,672 28.2 1,479 5.5 1.61 ▲0.05p 40,539 ▲ 3.7 25,230 ▲ 0.5

令和2年1月  1.25 ▲0.09p 4,563 ▲ 7.9 3,662 ▲ 0.9 1.75 ▲0.02p 8,372 ▲ 2.4 4,773 ▲ 1.3 2.80 0.18p 4,423 15.9 1,579 8.4 1.54 ▲0.07p 39,845 ▲ 4.8 25,922 ▲ 0.2

2月  1.29 ▲0.09p 4,799 ▲ 5.9 3,731 1.1 1.65 ▲0.13p 8,405 ▲ 7.3 5,082 ▲ 0.5 2.30 ▲0.42p 3,855 ▲ 8.0 1,674 8.5 1.47 ▲0.15p 39,927 ▲ 9.2 27,185 0.4

3月  1.21 ▲0.07p 4,901 ▲ 2.8 4,061 2.8 1.53 ▲0.23p 8,198 ▲ 13.6 5,369 ▲ 0.6 2.20 ▲0.29p 3,956 ▲ 9.5 1,802 2.5 1.36 ▲0.19p 39,896 ▲ 10.5 29,331 2.3

令和元年度計 1.29 0.00p 58,840 ▲ 2.0 45,753 ▲ 1.7 1.57 ▲0.05p 100,222 ▲ 3.3 63,985 0.0 2.39 0.05p 48,725 3.5 20,347 1.3 1.48 ▲0.04p 487,854 ▲ 4.0 330,608 ▲ 1.4

令和2年4月  0.94 ▲0.23p 3,944 ▲ 20.4 4,182 ▲ 1.5 1.40 ▲0.14p 7,464 ▲ 15.2 5,315 ▲ 7.0 2.17 0.03p 3,766 ▲ 8.7 1,736 ▲ 10.1 1.22 ▲0.21p 34,697 ▲ 17.5 28,391 ▲ 3.7

5月  0.84 ▲0.36p 3,317 ▲ 34.3 3,951 ▲ 5.7 1.34 ▲0.16p 6,689 ▲ 21.6 4,976 ▲ 12.6 2.02 ▲0.09p 3,375 ▲ 15.3 1,671 ▲ 11.7 1.13 ▲0.27p 30,292 ▲ 26.2 26,867 ▲ 8.5

6月  0.85 ▲0.39p 3,346 ▲ 31.3 3,928 0.1 1.25 ▲0.24p 6,446 ▲ 22.7 5,175 ▲ 7.6 1.86 ▲0.32p 3,242 ▲ 16.2 1,739 ▲ 2.0 1.12 ▲0.30p 30,941 ▲ 23.3 27,553 ▲ 3.3

7月  0.93 ▲0.36p 3,573 ▲ 26.3 3,838 2.1 1.27 ▲0.20p 6,741 ▲ 17.7 5,299 ▲ 5.1 1.88 ▲0.35p 3,317 ▲ 13.3 1,768 3.0 1.14 ▲0.29p 31,701 ▲ 20.8 27,899 ▲ 0.1

8月  0.98 ▲0.34p 3,756 ▲ 22.6 3,816 4.1 1.23 ▲0.24p 6,721 ▲ 16.0 5,465 0.7 1.75 ▲0.57p 3,210 ▲ 17.6 1,834 9.2 1.16 ▲0.31p 32,715 ▲ 18.4 28,185 3.5

9月  1.00 ▲0.37p 3,908 ▲ 22.6 3,912 6.0 1.22 ▲0.25p 6,851 ▲ 16.3 5,621 0.7 1.77 ▲0.61p 3,352 ▲ 16.3 1,893 12.4 1.16 ▲0.34p 33,654 ▲ 18.2 28,964 5.7

10月  1.01 ▲0.41p 4,011 ▲ 22.0 3,959 9.1 1.28 ▲0.24p 7,309 ▲ 13.3 5,723 3.2 1.86 ▲0.67p 3,486 ▲ 14.6 1,870 16.0 1.20 ▲0.33p 35,190 ▲ 15.3 29,217 7.7

11月  1.08 ▲0.34p 4,078 ▲ 19.6 3,792 6.4 1.35 ▲0.36p 7,201 ▲ 15.5 5,346 7.0 1.82 ▲0.82p 3,395 ▲ 15.8 1,868 22.6 1.25 ▲0.35p 34,886 ▲ 15.8 27,887 7.7

12月  1.09 ▲0.21p 4,093 ▲ 13.6 3,748 3.1 1.46 ▲0.32p 7,261 ▲ 12.0 4,974 7.6 1.92 ▲1.24p 3,366 ▲ 28.0 1,751 18.4 1.32 ▲0.29p 34,853 ▲ 14.0 26,338 4.4

令和3年1月  1.06 ▲0.19p 4,080 ▲ 10.6 3,841 4.9 1.42 ▲0.33p 7,179 ▲ 14.2 5,066 6.1 1.85 ▲0.95p 3,296 ▲ 25.5 1,777 12.5 1.30 ▲0.24p 34,510 ▲ 13.4 26,565 2.5

2月  1.08 ▲0.21p 4,218 ▲ 12.1 3,905 4.7 1.41 ▲0.24p 7,485 ▲ 10.9 5,311 4.5 1.86 ▲0.44p 3,435 ▲ 10.9 1,847 10.3 1.30 ▲0.17p 35,829 ▲ 10.3 27,516 1.2

3月  1.09 ▲0.12p 4,548 ▲ 7.2 4,185 3.1 1.30 ▲0.23p 7,673 ▲ 6.4 5,885 9.6 1.66 ▲0.54p 3,597 ▲ 9.1 2,165 20.1 1.24 ▲0.12p 37,393 ▲ 6.3 30,158 2.8

令和2年度計 1.00 ▲0.29p 46,872 ▲ 20.3 47,057 2.9 1.33 ▲0.24p 85,020 ▲ 15.2 64,156 0.3 1.86 ▲0.53p 40,837 ▲ 16.2 21,919 7.7 1.21 ▲0.27p 406,661 ▲ 16.6 335,540 1.5

令和3年4月  1.06 0.12p 4,456 13.0 4,196 0.3 1.19 ▲0.21p 7,422 ▲ 0.6 6,225 17.1 1.50 ▲0.67p 3,370 ▲ 10.5 2,252 29.7 1.15 ▲0.07p 35,849 3.3 31,046 9.4

5月  ▲0.84p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.34p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲2.02p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.13p ▲ 100.0 ▲ 100.0

6月  ▲0.85p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.25p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.86p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.12p ▲ 100.0 ▲ 100.0

7月  ▲0.93p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.27p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.88p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.14p ▲ 100.0 ▲ 100.0

8月  ▲0.98p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.23p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.75p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.16p ▲ 100.0 ▲ 100.0

9月  ▲1.00p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.22p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.77p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.16p ▲ 100.0 ▲ 100.0

10月  ▲1.01p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.28p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.86p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.20p ▲ 100.0 ▲ 100.0

11月  ▲1.08p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.35p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.82p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.25p ▲ 100.0 ▲ 100.0

12月  ▲1.09p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.46p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.92p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.32p ▲ 100.0 ▲ 100.0

令和4年1月  ▲1.06p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.42p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.85p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.30p ▲ 100.0 ▲ 100.0

2月  ▲1.08p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.41p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.86p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.30p ▲ 100.0 ▲ 100.0

3月  ▲1.09p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.30p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.66p ▲ 100.0 ▲ 100.0 ▲1.24p ▲ 100.0 ▲ 100.0

令和3年度計 1.06 0.06p 4,456 13.0 4,196 0.3 1.19 ▲0.14p 7,422 ▲0.6 6,225 17.1 1.50 ▲0.36p 3,370 ▲10.5 2,252 29.7 1.15 ▲0.06p 35,849 3.3 31,046 9.4

有効求人数 有効求職者数

0702 いわき 0712 相双

有効求職者数 有効求人倍率

福島県平均　（原数値）

有効求人倍率 有効求人数
年月／項目

会津地域 いわき地域 相双地域

有効求人数 有効求職者数有効求人倍率 有効求人数

0703 会津若松

有効求職者数有効求人倍率
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参　考

 ◇季節調整値について

⇒季節調整値とは？

各種の景気動向指標を用いて、長期的なすう勢や動向を分析するには、少なくても規則的に変動している「季節変動の要素」を除去して判断する必要がある。

「季節変動の要素」を除去した「季節調整値」を使うことにより、精度の高い比較・分析が可能となり、「季節変動の要素」としては、以下のような自然的あるいは

社会的な要因等をあげることができる。

① 雇用条件

毎年繰り返される季節求人・求職・あるいは年末・年度末に増加する離職者の影響による動きなどが、季節的・規則的に雇用に影響する。

② 自然条件

天候や気温などの自然条件は経済活動に直接影響を与える。例えば、清涼飲料水、クーラーなどは夏に売れるが、それ以外の季節にはそれ程売れ

ない。これに対応して生産・売上も増減するので、雇用にも影響してくる。

③ その月における稼働日の違い

年末年始の休暇、ゴールデンウィーク、盆休みを含む月や２月などは、他の月に比べて稼働日が少ない。（建設業、製造業は稼働日数、卸売・小売業、

サービス業等は祝日等にも影響される場合がある。）

こうした季節調整を行うため、様々な季節調整モデルが開発されているが、現在、世界各国の統計機関の多くは、米国商務省センサス局が開発した季節調整

プログラム「Ｘ－１２－ＡＲＩＭＡ」を利用して、季節調整を行っている。

なお、季節調整値は、原系列のデータが１年分揃った年初めに再計算が行われるため、季節調整済指数が改訂（季節調整値替）される。

⇒季節調整されない指標については、どのように比較分析するのか？

職業安定業務統計では有効求人数、有効求職者数、新規求人数、新規求職申込件数については、都道府県単位で季節調整を行っているが、こ

れ以外は、季節的要因の影響を受けている指標であっても、季節調整済指数を算出していない。これらの指標については、前月と単純に比較する

ことは適切ではないため、前年同月と比較することになる。

前年同月との比較ならば、それぞれの数値の季節変動の要素が同じため、季節的要因を除外したことと同じ意味合いとなるためである。

このため、産業別の新規求人状況、態様別の新規求職状況、地域（ハローワーク）別の求人倍率、求人・求職状況などについては、原数値で公

表しており、前年同月と比較分析することとしている。
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令和３年５月２８日 

福 島 労 働 局 

 

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う厚生労働省（福島労働局）の支援措置について 

 

 

 

１ 「新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談窓口」の設置について（別添

１参照） 

 令和２年２月 14日から福島労働局雇用環境・均等室等に「新型コロナウイルス感染症

の影響による特別労働相談窓口」を設け、相談を受け付けています。 

 

２ 令和３年５月・６月の雇用調整助成金の特例措置等について（別添２参照） 

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年４月３０日までを期限に雇用調

整助成金の特例措置を講じてきたところですが、一部内容を変更しこの特例を６月３０

日まで延長いたします。 

業況特例、地域にかかる特例に該当する事業主は助成率及び日額上限額が引き上げら

れます。 

・業況特例…生産指標が前年又は前々年同期と比べ、３ヶ月で 30％以上減少している 

事業主 

  ・地域にかかる特例…緊急事態措置の対象区域またはまん延防止等重点措置の対象区 

域の都道府県知事の要請を受けて営業時間の短縮等に協力する事業主 

  なお、判定基礎期間の初日が令和３年５月１日以降の場合、支給申請書式が変更され

ております。厚生労働省の HPに掲載している最新の様式をご提出ください。 

 

３ 緊急事態措置及びまん延防止等重点措置に係る雇用調整助成金の特例について（別添

３参照） 

緊急事態宣言の実施区域又は、まん延防止等重点措置の対象区域（職業安定局長が定

める区域）において、都道府県知事による営業時間の短縮等の要請等に協力する企業に

ついて、雇用調整助成金の助成率を最大 10／10 に引き上げる特例が適用になります。

（助成額日額上限：15,000円） 

 

４ 大企業事業主の皆様へ、雇用調整助成金の地域特例に係る追加支給申請について（別

添４参照） 

地域特例では、令和３年４月２３日に発令された緊急事態宣言対象地域に関する特例

を遡及して適用することから追加支給を受け付けます。緊急事態措置を実施すべき期間

を含む判定基礎期間について、すでに支給決定を受けた事業主の方々は、追加支給申請

が必要かご確認ください。 

 

５ 雇用調整助成金の短時間休業の活用について（別添５参照） 

  例えば、飲食店が知事からの営業時間短縮の要請に協力し、閉店時間を早め、所定労

働時間の一部について休業とする場合にもご活用いただけます。 

※短時間休業とは１日の所定労働時間のうち一部を休業することをいいます。 
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６ 産業雇用安定助成金について（別添６参照） 

  コロナ禍において事業活動の一時的な縮小を余儀なくされ、労働者の雇用を在籍出向

により維持するために、労働者を送り出す事業主（出向元）及び当該労働者を受け入れ

る事業主（出向先）に対して、一定期間の助成を行うものです。 

  なお、４月よりコールセンターも開設されました。 

 

７ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響による離職者等を試行雇用する事業主への助成

について（別添７、８参照） 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響により離職を余儀なくされた者（シフト

減により同様の状態にあるとみなされるものを含む）であって、離職期間が３か月を超

え、就労経験のない職業に就くことを希望する者の早期再就職支援を図るため、一定期

間（原則３か月）試行雇用する事業主に対して、試行雇用期間中の賃金の一部を助成し

ます。 

 

８ 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の対象期間の延長及び大企業の非

正規雇用労働者の取扱い等について（別添９参照） 

  新型コロナウイルス感染症及びそのまん延防止のための措置の影響により休業させら

れた中小企業の労働者のうち、休業中に賃金（休業手当）を受けることができなかった

方に対する支援金・給付金については、郵送またはオンラインによる申請の受付を行っ

ておりますが、この申請対象期間が令和３年６月末まで延長となりました。 

なお、今回延長の対象となった５月・６月分については、１日あたりの支給上限額が

原則 9,900円となります（一部対象地域を除く。）。 

  また、大企業にお勤めの一定の非正規雇用労働者の方についても休業支援金・給付金

の対象とされています。 

 

９ 小学校休業等対応助成金「個人申請分」等の運用について（別添 10参照） 

  小学校の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うために仕事を休まざるを得ない保護

者に対して有給の休暇を取得させた事業主に、休暇中に支払った賃金相当額（令和２年

２月 27 日から同年３月末の日額上限 8,330 円、令和２年度の日額上限 15,000 円）を支

給する「小学校休業等対応助成金」について、企業が申請を行わない場合に、保護者が

直接支給を申請できる仕組みが導入されています。具体的には、労働局からの同助成金

の活用の働きかけに事業主が応じない場合に、①令和２年２月 27日から同年３月末まで

は、同助成金を労働者が直接申請、②令和２年４月以降は新型コロナウイルス感染症対

応休業支援金・給付金を労働者が直接申請する仕組みにより給付します。申請期限は、

６月 30日までとなっております。労働者の方からの相談及び申請書は、雇用環境・均等

室において受け付けています。 

 

10 両立支援等助成金 育児休業等支援コース「新型コロナウイルス感染症対応特例」に

ついて（別添 11参照） 

  新型コロナウイルス感染症の影響による小学校等の臨時休業等により、子どもの世話

をする労働者のために特別有給休暇制度及び両立支援制度を導入し、当該休暇の利用者

が出た事業主に対して、対象労働者１人あたり５万円、１企業あたり労働者のべ 10人ま
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で支給（上限 50万円）します。当該助成金は、雇用環境・均等室において申請を受け付

けます。 

 

11 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇制度導入助成金につ

いて（別添 12参照） 

  新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師等の指導により、

休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給（年次有給休暇で支払われる

賃金相当の６割以上）の休暇制度を設け、新型コロナウイルス感染症に関する母性健康

管理措置の内容を含めて社内に周知し、当該休暇を令和３年４月から令和４年１月 31日

までに合計５日以上労働者に取得させた事業主に対して 15万円を助成します。当該助成

金は、雇用環境・均等室において申請を受け付けます。 

 

12 新両立支援等助成金「新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休

暇取得支援コース」について（別添 13参照） 

  新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師等の指導により、

休業が必要とされた妊娠中の女性労働者（雇用保険被保険者に限る）が取得できる有給

（年次有給休暇で支払われる賃金相当の６割以上）の休暇制度を設け、新型コロナウイ

ルス感染症に関する母性健康管理措置の内容を含めて社内に周知し、当該休暇を令和３

年４月から令和４年１月 31日までに合計 20日以上労働者に取得させた事業主に対して、

対象労働者 1人当たり 28.5万円（１事業場あたり５人まで）を助成します。当該助成金

は、雇用環境・均等室において申請を受け付けます。 

 

13 両立支援等助成金 介護離職防止支援コース「新型コロナウイルス感染症対応特例」

について 

  新型コロナウイルス感染症への対応として家族を介護するための有給休暇制度を設け、

当該休暇の利用者が出た中小企業事業主に対して、有給休暇取得日数が５日以上 10日未

満について 20万円、有給休暇取得日数が 10日以上について 35万円を助成します。当該

助成金は、雇用環境・均等室において申請を受け付けます。 

 

14 【令和２年度助成金の締切】新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応助成

金・支援金について（別添 14、15参照） 

  新型コロナウイルス感染症に係る小学校等の臨時休業等により仕事を休まざるをえな

くなった保護者を支援するために創設された小学校休業等対応助成金（労働者に有給の

休暇を取得させた事業主向け）と小学校休業等対応支給金（委託を受けて個人で仕事を

する方向け）の申請期限について、令和３年１月 1日から同年３月 31日までの休暇又は

仕事ができなかった日については、令和３年６月 30日（必着）となっています。学校等

休業助成金・支援金受付センターにて郵送による申請書類を受け付けています。 

 

15「緊急事態宣言の発出」、「緊急事態宣言の延長」及び「基本的対処方針の改正」を踏ま

えた「職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理」についての

要請（別添 16参照） 

４月 23日に４都府県に発出された緊急事態宣言及び５月７日に決定された緊急事態 

宣言延長を踏まえ、４月 27 日と５月 11 日にそれぞれ県内 132 の労使団体に対し、福島
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労働局長名の要請文を送付し、会員事業場及び傘下の事業場に対し職場において特に留

意すべき事項、テレワークと時差出勤等の感染防止のより一層の推進についての周知及

び各種助成金等の支援策についての周知依頼を行いました。 

また、５月 14日に改正された新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針を踏ま 

え、同団体に対し、これまでの周知等要請事項に加え、職場における昼休みの時差取得

の実施、熱中症のリスクを踏まえた感染症対策への取り組みの配慮についての周知要請

を行いました。 
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新 型 コ ロ ナ 感 染 症 の 影 響

に よ る 特 別 労 働 相 談 窓 口

１ 特別労働相談窓口
（１）一般的な労働相談

ア 相談窓口 ： 総合労働相談コーナー（福島市霞町１－４６福島合同庁舎５階 雇用環境・均等室内）
電話番号 ： ０２４－５３６－４６００

０８００－８００－４６１１（フリーダイヤル：労働者専用）
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

イ 相談窓口 ： 郡山総合労働相談コーナー（郡山市桑野２－１－１８ 郡山労働基準監督署内）
電話番号 ： ０２４－９００－９６０９（令和２年４月１日より）
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

※県内の労働基準監督署内にある総合労働相談コーナーでも相談を受け付けています(別紙参照)。

（２）賃金や休業手当に関する相談
ア 相談窓口 ： 労働基準部 監督課（福島市霞町１－４６ 福島合同庁舎５階）

電話番号 ： ０２４－５３６－４６０２
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

イ 相談窓口 ： 郡山労働基準監督署（郡山市桑野２－１－１８）
電話番号 ： ０２４－９２２－１３７０
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分
※県内の労働基準監督署でも相談を受け付けています(別紙参照)。

（３）雇用調整助成金に関する相談
ア 相談窓口 ： 学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター

電話番号 ： ０１２０－６０３９９９（フリーダイヤル）
受付時間 ： ９時００分～２１時００分（土日祝日も実施）

イ 相談窓口 ： ハローワーク福島（福島市狐塚１７－４０）
電話番号 ： ０２４－５３４－４１２１

（自動音声による案内が放送されますので、３２＃をプッシュしてください。）
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分
※県内のハローワークでも相談を受け付けています(別紙参照)。

（４）新型コロナウイルス感染症対応休業支援金に関する相談
相談窓口 ： 新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター
電話番号 ： ０１２０－２２１－２７６（フリーダイヤル）
受付時間 ： ８時３０分～２０時００分（月～金）

８時３０分～１７時１５分（土日祝）

（５）新卒者内定取消、入職時期の繰り下げに関する相談
ア 相談窓口 ： 福島新卒応援ハローワーク（福島市曽根田町１－１８ ＭＡＸふくしま５階）

電話番号 ： ０８００－８００－７６４９（フリーダイヤル）
受付時間 ： １０時００分～１８時３０分

イ 相談窓口 ： 郡山新卒応援ハローワーク（郡山市駅前２－１１－１ ビックアイ・モルティ４階）
電話番号 ： ０８００－８００－４６３４（フリーダイヤル）
受付時間 ： １０時００分～１８時３０分

※県内のハローワークでも相談を受け付けています(別紙参照)。

（６）派遣労働者に関する相談
相談窓口 ： 職業安定部 需給調整事業室（福島市霞町１－４６ 福島合同庁舎４階）
電話番号 ： ０２４－５２９－５７４６
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

（７）母性健康管理措置として休業が必要とされた妊娠中の労働者に関する休暇取得支援助成金などの相談
相談窓口 ： 雇用環境・均等室
電話番号 ： ０２４－５３６－４６０９
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

別添１
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厚生労働省 福島労働局

（８）両立支援助成金 介護離職防止支援コース「新型コロナウイルス感染症対応特例」に関する相談
相談窓口 ： 雇用環境・均等室
電話番号 ： ０２４－５３６－４６０９
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

（９）小学校休業等対応助成金、小学校休業等対応支援金に関する相談
相談窓口 ： 学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター
電話番号 ： ０１２０－６０３９９９（フリーダイヤル）
受付時間 ： ９時００分～２１時００分（土日祝日も実施）

（10）学校等の臨時休業に伴う病気休暇等の特別休暇導入に関する相談
相談窓口 ： 働き方・休み方改善コンサルタント（※）（雇用環境・均等室内）
電話番号 ： ０２４－５３６－４６０９
※就業規則の整備支援等を行っています。企業訪問によるコンサルティング（無料）が利用できます。
受付時間 ： ８時３０分～１７時１５分

２ 労働相談以外の相談窓口
厚生労働省の電話相談窓口 ０１２０－５６５６５３（フリーダイヤル）

受付時間 ： ９時００分～２１時００分（土日祝日も実施）
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                                        (別紙)  

 

労働基準監督署 

労働基準監督署 住  所 電 話 番 号 

福島労働基準監督署 福島市霞町1-46 福島合同庁舎1 階 024-536-4611 

郡山労働基準監督署 郡山市桑野2-1-18 024-922-1370 

いわき労働基準監督署 いわき市平字堂根町4-11 いわき地方合同庁舎４階 0246-23-2255 

会津労働基準監督署 会津若松市城前2-10 0242-26-6494 

白河労働基準監督署 白河市郭内1-124 0248-24-1391 

須賀川労働基準監督署 須賀川市旭町204-1 0248-75-3519 

喜多方労働基準監督署 喜多方市諏訪91 0241-22-4211 

相馬労働基準監督署 相馬市中村字桜ヶ丘68 0244-36-4175 

富岡労働基準監督署 双葉郡富岡町中央２丁目104 0240-22-3003 

 

 

 

ハローワーク（公共職業安定所） 

ハローワーク 住  所 電 話 番 号 

ハローワーク福島 福島市狐塚17-40 024-534-4121 

ハローワークいわき いわき市平字堂根町4-11 いわき地方合同庁舎１階 0246-23-1421 

ハローワーク会津若松 会津若松市西栄町2-23 0242-26-3333 

ハローワーク南会津 南会津郡南会津町田島字行司12 0241-62-1101 

ハローワーク喜多方 喜多方市字千苅8374 0241-22-4111 

ハローワーク郡山 郡山市方八町2-1-26 024-942-8609 

ハローワーク白河 白河市郭内1-136 白河小峰城合同庁舎１階 0248-24-1256 

ハローワーク須賀川 須賀川市妙見121-1 0248-76-8609 

ハローワーク相双 南相馬市原町区桜井町1-127 0244-24-3531 

ハローワーク二本松 二本松市若宮2-162-5 0243-23-0343 
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　　　福島労働局「新型コロナウイルス感染症の影響による特別労働相談窓口」の相談状況

２/14～
３/31 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

令和３年
１月

２月 ３月 4月 5/1～5/25 合計

事業主 861 3,715 2,786 1,714 922 697 701 461 367 270 472 448 420 360 334 14,528

労働者 148 597 475 352 240 147 173 139 97 67 146 107 148 132 111 3,079

社会保険労務士 143 653 645 339 181 177 138 88 73 48 106 74 46 70 70 2,851

その他 118 357 216 113 35 19 15 14 8 5 26 20 10 17 6 973

合計 1,270 5,322 4,122 2,518 1,378 1,040 1,027 702 545 390 750 649 624 579 521 20,916

２/14～
３/31 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

令和３年
１月

２月 ３月 4月 5/1～5/25 合計

雇用調整助成金 636 4,062 3,303 2,031 1,058 833 792 507 405 277 518 493 445 375 310 16,045

休業 190 491 385 234 114 78 52 44 37 28 72 44 31 44 39 1,883

保護者の休暇取得支援
（助成金） 209 145 73 22 8 2 4 2 0 5 3 1 1 37 56 568

解雇・雇い止め 27 88 84 68 53 26 43 33 14 12 17 11 8 13 5 502

賃金 22 86 85 50 32 21 8 23 16 8 25 14 15 13 10 428

休暇 80 44 37 17 5 5 3 3 5 3 3 4 5 2 3 219

安全衛生 22 68 15 6 3 3 6 2 2 1 6 1 0 4 0 139

雇用保険 8 19 18 8 31 5 24 9 2 0 7 1 1 3 0 136

労働時間 12 38 16 11 8 6 6 5 5 3 7 4 2 4 8 135

その他 138 400 213 155 119 78 117 104 81 62 127 103 138 103 111 2,049

合計 1,344 5,441 4,229 2,602 1,431 1,057 1,055 732 567 399 785 676 646 598 542 22,104

相談者数

相談内容
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２/14～
３/31 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

令和３年
１月

２月 ３月 4月 5/1～5/25 合計

製造業 218 991 609 453 246 176 175 145 92 56 54 42 33 33 36 3,359

飲食業 99 759 487 245 102 51 55 38 19 20 73 67 39 37 33 2,124

卸売業、小売業 102 386 263 124 70 42 41 25 12 5 22 20 17 9 13 1,151

宿泊業 118 197 116 64 41 35 20 14 14 9 17 13 9 17 12 696

医療、福祉 56 201 143 56 32 16 34 17 8 17 26 20 28 32 16 702

道路旅客運送業 56 157 108 66 23 12 13 10 10 5 12 6 4 5 3 490

労働者派遣業 39 135 78 58 39 19 26 16 11 5 7 4 3 9 5 454

道路貨物運送業 27 67 45 35 18 13 17 4 10 5 9 8 4 8 7 277

建築サービス業 16 48 30 16 8 9 11 5 4 3 5 2 3 1 5 166

旅行業 23 44 24 13 4 6 3 5 5 1 3 1 0 2 0 134

その他 520 2,339 2,220 1,389 796 661 632 423 360 265 522 466 484 426 391 11,894

合計 1274 5,324 4,123 2,519 1,379 1,040 1,027 702 545 391 750 649 624 579 521 21,447

業　種
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（事業主の方へ）

令和３年５月・６月の
雇用調整助成金の特例措置等について

新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、令和３年４月３０日までを期限に雇
用調整助成金の特例措置を講じてきたところですが、一部内容を変更し、

延長について

〇雇用保険被保険者以外の方に対する休業手当については、「緊急雇用安定助成金」として支給しています。

LL030521企03

この特例措置を６月30日まで延長いたします。

判定基礎期間の初日 ～４月末 ５月・６月

中
小
企
業

原則的な措置
【全国】

4/5（10/10）
15,000円

4/5（9/10）
13,500円

業況特例（※１）
【全国】

－ 4/5（10/10）
15,000円

地域に
係る特例
（※２）

緊急事態宣言

－

4/5（10/10）
15,000円

まん延防止等
重点措置

4/5（10/10）
15,000円

大
企
業

原則的な措置
【全国】

2/3（3/4）
15,000円

2/3（3/4）
13,500円

業況特例（※１）
【全国】

4/5（10/10）
15,000円

4/5（10/10）
15,000円

地域に
係る特例
（※２）

緊急事態宣言
4/5（10/10）
15,000円

4/5（10/10）
15,000円

まん延防止等
重点措置

4/5（10/10）
15,000円

特例措置の内容

（注）金額は１人１日あたりの上限額、括弧書きの助成率は解雇等を行わない場合

②

②

②

①

②

①

①は令和2年１月24日から判定基礎期間の末日までの解雇等の有無及び「判定基礎期間末日の労働者数が各月末の労働者数平均の４／５以上」の要件に
より適用する助成率を判断しています。

②は令和３年１月８日から判定基礎期間の末日までの解雇等の有無により適用する助成率を判断しています。

②

②

判定基礎期間の初日が令和３年５月１日以降の場合、

支給申請様式が4月から変更されております。厚生労働省
HPに掲載している最新の様式をご提出ください。

！

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

別添２
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※１・※２に該当する事業主の方へ

※１ 業況特例 （特に業況が厳しい全国の事業主）

Ｂ：Aの３ヶ月間の生産指標に対して、前年同期または前々年同期の生産指標
（①雇用保険適用事業所設置後であって、②労働者を雇用している場合（緊急雇用安定助成金は②のみ）に限る。）

令和３年１月８日から６月末まで(※)の休業等（短時間休業を含む）
（※）中小企業は５月１日から６月末まで（４月末までは本特例を受けずに同様の助成が受けられます。）

Ａ：休業の初日が属する月から遡って3か月間の生産指標

【対象となる休業等】

AとBそれぞれの月平均値の生産指標（売上げ高等）を比較し、Aが30％以上減少している事業主

【対象となる事業主】

例：令和３年５月から休業を実施した場合

R3.5.5
休業開始日

R3.3.1R2.3.1 R2.5.31H31.3.1 R1.5.31

B’ B A

R3.5.31

※２ 地域に係る特例 （営業時間の短縮等に協力する事業主）

【対象となる休業等】

【対象となる事業主】

要請等対象施設における以下の期間を含む判定基礎期間の休業等（短期間休業を含む）

厚生労働省ホームページに掲載する区域及び期間
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/cochomoney_00002.html

以下を満たす飲食店や催物（イベント等）を開催する事業主等

①緊急事態措置の対象区域またはまん延防止等重点措置の対象区域（職業安定局長が定める区域）の
都道府県知事による要請等を受けて、

②緊急事態措置を実施すべき期間またはまん延防止等重点措置を実施すべき期間を通じ、

③要請等の対象となる施設（要請等対象施設）の全てにおいて、

④休業、営業時間の変更、収容率・人数上限の制限、飲食物提供（利用者による酒類の店内持ち込み
を含む）又はカラオケ設備利用の自粛に協力する

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

厚生労働省HPご不明な点は、以下のコールセンターまでお問い合わせ下さい。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む

お問合せ先
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LL030521企01

緊急事態措置及びまん延防止等重点措置に

係る雇用調整助成金の特例について

緊急事態宣言の対象区域、又はまん延防止等重点措置を実施すべき区域の
公示に伴い、緊急事態宣言の実施区域、又はまん延防止等重点措置の対象
区域（職業安定局長が定める区域）において都道府県知事による営業時間
の短縮等の要請等に協力する企業について、雇用調整助成金の助成率を最
大10／10に引き上げる特例が適用になります。

助成率及び日額上限額の引き上げについて

助成率（解雇等がある場合） 助成率（解雇等がない場合） 日額上限額

大企業 ２／３ ⇒ ４／５ ３／４ ⇒ １０／１０ １５，０００円

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

ご不明な点は、下記のコールセンターまでお問い合わせ下さい。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む

対象となる休業等

特例の対象となる区域内で事業を行う飲食店等の事業主が、知事の要請等を受けて、休業、
営業時間の短縮、収容率・人数上限の制限、飲食物の提供（利用者による酒類の店内持ち込み
を含む）又はカラオケ設備利用の自粛に協力し、当該区域内の要請等の対象となる施設におい
て、その雇用する労働者の休業等を行った場合

※ 施設において催物（イベント等）を開催した（又は予定していたが開催できなくなった）事業者に
雇用される労働者（開催縮小等がなされる催物に従事する労働者）について休業等を行った場合も
含みます。

当該リーフレットは令和３年５月21日時点のものです。

特例の対象となる区域などの最新情報は、厚生労働省のホームページにてご確認ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/cochomoney_00002.html

ご留意事項

特例の対象となる区域及び期間

詳細は裏面をご参照ください。

判定基礎期間の初日が令和３年４月30日以前の場合

助成率（解雇等がある場合） 助成率（解雇等がない場合） 日額上限額

大企業 ２／３ ⇒ ４／５ ３／４ ⇒ １０／１０ １３，５００円 ⇒ １５，０００円

中小企業 ４／５ ９／１０ ⇒ １０／１０ １３，５００円 ⇒ １５，０００円

判定基礎期間の初日が令和３年５月１日以降の場合

※中小企業については、本特例にかかわらず、助成率4/5(解雇等がない場合は10/10)、日額上限額15,000円が適用されます。

別添３
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まん延防止等重点措置を実施すべき区域 特例の対象となる期間

宮城県 仙台市 令和３年４月５日～令和３年６月30日

大阪府 大阪市 令和３年４月５日～令和３年５月31日

兵庫県
神戸市、尼崎市、西宮市、芦屋市 令和３年４月５日～令和３年５月31日

明石市、伊丹市、宝塚市、川西市、三田市、猪名川町 令和３年４月22日～令和３年５月31日

東京都
２３区、八王子市、立川市、武蔵野市、府中市、調布市、町
田市

令和３年４月12日～令和３年５月31日

京都府 京都市 令和３年４月12日～令和３年５月31日

沖縄県

那覇市、宜野湾市、浦添市、名護市、糸満市、沖縄市、うる
ま市、豊見城市、南城市

令和３年４月12日～令和３年６月30日

宮古島市 令和３年４月24日～令和３年６月30日

北谷町、西原町、与那原町、南風原町、八重瀬町 令和３年５月１日～令和３年６月30日

石垣市 令和３年５月12日～令和３年６月30日

埼玉県

さいたま市、川口市 令和３年４月20日～令和３年６月30日

川越市、所沢市、草加市、越谷市、蕨市、戸田市、朝霞市、
志木市、和光市、新座市、富士見市、ふじみ野市、三芳町

令和３年４月28日～令和３年６月30日

千葉県

市川市、船橋市、松戸市、柏市、浦安市 令和３年４月20日～令和３年６月30日

千葉市、野田市、習志野市、流山市、八千代市、我孫子市、
鎌ケ谷市

令和３年４月28日～令和３年６月30日

神奈川県

横浜市、川崎市、相模原市 令和３年４月20日～令和３年６月30日

鎌倉市、厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市 令和３年４月28日～令和３年６月30日

横須賀市、藤沢市、茅ヶ崎市、逗子市、三浦市、伊勢原市、
葉山町、寒川町

令和３年５月12日～令和３年６月30日

愛知県 名古屋市 令和３年４月20日～令和３年６月30日

愛媛県 松山市 令和３年４月25日～令和３年６月30日

北海道 札幌市 令和３年５月９日～令和３年６月30日

岐阜県

岐阜市、大垣市、多治見市、関市、中津川市、羽島市、美
濃加茂市、土岐市、各務原市、可児市、瑞穂市、本巣市、
岐南町、笠松町、養老町、北方町

令和３年５月９日～令和３年６月30日

高山市、瑞浪市、恵那市、山県市、下呂市、御嵩町 令和３年５月16日～令和３年６月30日

三重県
四日市市、桑名市、鈴鹿市、名張市、亀山市、いなべ市、
伊賀市、木曽岬町、東員町、菰野町、朝日町、川越町

令和３年５月９日～令和３年６月30日

群馬県
前橋市、高崎市、伊勢崎市、太田市、沼田市、渋川市、藤
岡市、富岡市、安中市、玉村町

令和３年５月16日～令和３年６月30日
（７月の取扱いは、近日中に決定する予定）

石川県 金沢市
令和３年５月16日～令和３年６月30日

（７月の取扱いは、近日中に決定する予定）

熊本県 熊本市
令和３年５月16日～令和３年６月30日

（７月の取扱いは、近日中に決定する予定）

緊急事態措置を実施すべき区域 特例の対象となる期間

埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 令和３年１月８日～令和３年４月30日

栃木県、岐阜県、愛知県、京都府、大阪府、兵庫県、福岡県 令和３年１月13日～令和３年３月31日

東京都、京都府、大阪府、兵庫県 令和３年４月25日～令和３年６月30日

愛知県、福岡県 令和３年５月12日～令和３年６月30日

北海道、岡山県、広島県 令和３年５月16日～令和３年６月30日

沖縄県
令和３年５月23日～令和３年６月30日

（７月の取扱いは、近日中に決定する予定）

特例の対象となる区域及び期間
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緊急事態宣言等対応特例の支給申請について

特例の対象となる休業等についてまだ申請されていない事業主の方※

（裏面へつづく）

通常は、判定基礎期間の末日の翌日から起算して２か月以内に支給申請を行う必要があり
ますが、緊急事態宣言等対応特例（※）に係る申請については、令和３年３月31日までに判
定基礎期間の末日がある休業等について、令和３年５月31日まで申請を可能とします。

（※）①営業時間の短縮等に協力する大企業事業主
②特に業況が厳しい全国の大企業事業主
③中小企業事業主 が該当

申請期限

・4月1日以降
（例：4月20日）

・3月31日以前

判定基礎期間

判定基礎期間の末日の

翌日から２か月以内

※賃金締切日の翌日からその次の締切日までの期間

4月1日

支給申請期限

判定基礎期間（※）

支給申請期限
５月31日まで

支給申請期限

4月1日以降を
1日も含まない

判定基礎期間の末日が

1月8日

6月20日まで4月20日

● 令和３年５月3１日までに次の書類をご提出ください※※

※ ：特例の対象となる休業等についてすでに支給申請している事業主の方は、裏面を参照して下さい。
※※：2回目以降の申請では提出が不要な書類もございます。詳しくは雇用調整助成金ガイドブックをご覧下さい。

①営業時間の短縮等に協力する大企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「支給要件確認申立書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「休業等実績一覧表【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、「休業協定書」、「生産指標の確認のための書類」、

「休業させた日や時間がわかる書類」、「要請等対象施設の所在地、その施設における対象労働者を確認できる書類」

②特に業況が厳しい全国の大企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「支給要件確認申立書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書（様式）」、「休業等実績一覧表（様式）」、「休業協定書」、

「生産指標の確認のための書類（30％以上の減少がわかる書類）」、 「休業させた日や時間がわかる書類」

③中小企業事業主

「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、「支給要件確認申立書(様式)」、

「支給申請書(様式)」、「助成額算定書（様式）」、「休業等実績一覧表（様式）」、「休業協定書」、

「生産指標の確認のための書類」、 「休業させた日や時間がわかる書類」

LL030430企04
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すでに支給決定された事業主の方

● 追加支給のために、追加支給申請の手続きが必要となります

● 令和３年５月31日までに次の書類をご提出ください

支給申請はお済みでまだ支給決定されていない事業主の方

● 管轄の労働局等にご連絡下さい

● 差額（追加支給分）をどのような形で支払うか、管轄の労働局よりご案内いたします

※ 審査の状況によっては、一旦支給決定し、そのあと追加支給申請していただくようお願いする場合がございます

申請・お問い合わせ先

＜詳しくはこちら＞

①営業時間の短縮等に協力する大企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、「支給要件確認申立書(様式)」、「支給申請書(様式)」、

「助成額算定書【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「休業等実績一覧表【要請等対象施設/要請等対象施設以外】（様式）」、

「支給決定通知書」、 「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

「要請等対象施設の所在地、その施設における対象労働者を確認できる書類」

②特に業況が厳しい全国の大企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、「事業活動の状況に関する申出書（様式）」、

「支給要件確認申立書（様式）」、「支給決定通知書」、「生産指標の確認のための書類」、

「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

③中小企業事業主

「追加支給申請に係る申出書(様式)」、 「支給要件確認申立書（様式）」 、「支給決定通知書」、

「休業させた日や時間がわかる書類（対象労働者を増やした場合）」

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局およびハローワークまで

お問い合わせ下さい。

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む
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新型コロナウイルスの影響を受ける事業主の方へ

雇用調整助成金は短時間休業にも

ご活用いただけます！！

（※）短時間休業とは、1日の所定労働時間のうち、一部（例えば9時～10
時）を休業することをいいます。

例えば、飲食店が、知事からの20時までの営業時間短縮の要請に

協力し、閉店時間を早め、所定労働時間の一部について休業とす

る場合にもご活用いただけます。

短時間休業によって雇用調整助成金を受給する場合、事業所に勤める
全労働者が一斉に休業する必要がありましたが、特例措置により、短時間

休業に活用しやすくなっています。

１．シフト制をとっている職場の場合
⇒ シフト制における短時間休業にも活用可能です

（例：営業時間短縮によりシフト減した労働者の短時間休業）

２．社内の部門や部署で働き方が異なる場合
⇒ 部署や部門ごとの短時間休業にも活用可能です

（例：業績の落ち込んだ一部門のみの短時間休業、製造ラインごとの短時間休業)

３．宿泊業など常時配置が必要な労働者がいる場合
⇒ 職種等に応じた短時間休業にも活用可能です

（例：常時配置が必要な労働者以外の労働者の短時間休業)

雇用調整助成金の短時間休業への活用例

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

ご不明な点は、下記のコールセンターまでお問い合わせ下さい。お問合せ先

LL030121企02

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

0120-60-3999 受付時間 9：00～21：00 土日・祝日含む

別添５
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雇用調整助成金に係るQ&Aは、上記の他、以下のホームページで公開しています。支給
申請に当たり、重要なものもございますので、必ずご確認いただきますようよろしくお
願いします。

１ Q.シフト制によるなど労働日が不確定な業種の事業主については、どのよう

に取り扱われるのですか。

事業主においては、昨年同時期のシフトや直近月のシフト等に基づいて労働

日の設定を行い、それに基づき休業日を決め、休業手当を支払うこととしてい

る場合は助成対象としています。

また、支給申請時に休業手当の支払いの元になるシフト等の提出をお願いす

ることになります。

なお、雇用期間が短い者についても、直近の当人のシフトや同様の勤務形態

の者のシフトを参考に事業主が勤務シフトを作成し、休業手当の支払いを行う

ことで雇用調整助成金の対象となり得ます。

２ Q. 都道府県知事の営業時間短縮の要請に協力し、早めに閉店し労働者を帰し

た場合にも対象となるのでしょうか。

時間単位の休業手当を支払った場合は助成対象としています。

（例：通常23時まで開店している店舗であったが、20時に閉店し通常よりも

３時間短縮しての勤務）

３ Q.申請を行いたいのですが、どのようにすればよろしいのでしょうか。

厚生労働省ＨＰに特例用の様式等について掲載していますので、そちらをご覧

ください。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyouchouseijoseiki

n_20200410_forms.html

※以下のキーワードで検索いただいても同様のページを閲覧できます。

「雇用調整助成金 様式ダウンロード 新型コロナ特例」
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厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

「在籍型出向」により労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま／「在籍型出向」により人材を活用したい事業主の皆さまへ

「産業雇用安定助成金」のご案内

LL030401企03

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、
在籍型出向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成
する「産業雇用安定助成金」を創設しました。
※助成金の詳細につきましては、「産業雇用安定助成金ガイドブック」をご確認ください。

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提。

助成金の対象となる「出向」

対象事業主

① 新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の

雇用維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

② 当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

中小企業 中小企業以外

出向元が労働者の解雇などを行っていない場合 9/10 3/4

出向元が労働者の解雇などを行っている場合 4/5 2/3

上限額（出向元・先の計） 12,000円／日

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓練、出向先事業主

が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要する措置を行った場合に助成します。

出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）

加算額 各5万円／1人当たり（定額）

[その他要件]

・出向元と出向先が、親会社と子会社の間の出向でないことや代表取締役が同一人物である企業間の出向でない

ことなど、資本的・経済的・組織的関連性などからみて独立性が認められること

・出向先で別の人を離職させるなど、玉突き出向を行っていないこと などの要件があります。

※出向元事業主が雇用過剰業種の企業や生産性

指標要件が一定程度悪化した企業である場合、

出向先事業主が労働者を異業種から受け入れる

場合について、助成額の加算を行います。（※）

別添６
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雇用調整助成金
2/3

2,400円

実質負担
1/3
1,200円

実質負担
10/10
8,400円

■出向開始日が令和３年１月１日以降の場合、

出向開始日以降の出向運営経費および１月１日以降の出向初期経費が助成対象となります。

■出向開始日が令和３年１月１日より前の場合、

１月１日以降の出向運営経費のみ助成対象となります。

受給までの流れ

助成対象となる経費

出向元事業主と出向先事業主との契約※1

労働組合などとの協定
出向予定者の同意

出向計画届提出・要件の確認※2

出向の実施

支給申請※3・助成金受給※4

※1 出向元事業主と出向先事業主との間で、出向期間、出向中の
労働者の処遇、出向労働者の賃金額、出向元・先の賃金などの
負担割合などを取り決めてください。

※2 出向元事業主と出向先事業主が出向計画届を作成し、出向開始日の
前日（可能であれば２週間前）までに都道府県労働局またはハロー
ワークへ提出してください。（手続きは出向元事業主がまとめて行
います）

※3 1か月以上6か月以下の任意で設定した期間（月単位）ごとに
出向元事業主と出向先事業主が支給申請書を作成し、都道府県
労働局またはハローワークへ提出してください。（手続きは出
向元事業主がまとめて行います）

※4 支給申請書に基づき、出向元事業主・出向先事業主それぞれ
に助成金を支給します。

参考：助成額比較(イメージ）

例えば、次の条件の場合、以下のような助成額になります。

・ 出向期間中の賃金日額と出向元での直近の賃金日額のいずれか低い方の額 9,000円

・ 出向期間中の出向運営経費

－ 出向元賃金負担 3,600円、出向先賃金負担 5,400円、

－ 出向先で教育訓練および労務管理に関する調整経費など 3,000円

※ 出向元・先ともに中小企業事業主

※ 出向元事業主が労働者の解雇などを行っていない

※ 実際に支払われる助成額は、端数処理などにより異なる場合があります。

産業雇用安定助成金
9/10
3,240円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

実質負担
1/10
360円

出向運営経費（出向元賃金負担）

3,600円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

実質負担
1/10
840円

産業雇用安定助成金
9/10
7,560円

出向運営経費 8,400円
（出向先賃金負担 5,400円、教育訓練および労務管理に
関する調整経費など 3,000円）

■産業雇用安定助成金

※上記に加え、初回支給時に出向元・先双方に各10万円（一定の要件を満たす場合は5万円加算）を助成する場合があります。（出向初期経費）

一度の出向で、雇用調整助成金（出向）による出向元への助成措置に

も該当する場合があり得ます。この場合にはいずれか一方の

助成金のみが申請可能です。

■（参考）雇用調整助成金の場合

！

申請・お問い合わせ先

助成金を受けるにあたっての支給要件は、このリーフレットに記載されている以外にもございます。

ご不明な点は、下記のコールセンターもしくは最寄りの都道府県労働局またはハローワークまでお問い合わせください。

（最寄りの都道府県労働局及びハローワークのお問い合わせ先は厚生労働省HPをご確認ください。なお、助成金の相談・申請先は都道府県

労働局またはハローワークです。（公財）産業雇用安定センターではありませんのでご留意ください。）

雇用調整助成金、産業雇用安定助成金、学校等休業助成金・支援金コールセンター

電話番号 0120-60-3999 受付時間 9:00～21:00 土日・祝日含む
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（公財）産業雇用安定センターでは

「出向」を活用して従業員の雇用を守る企業を

無料で支援しています！

（公財）産業雇用安定センターでは、新型コロナウイルス感染症の影響により、一時的に雇用
過剰となった企業が、従業員の雇用を守るため、人手不足などの企業との間で「出向」を活用
しようとする場合に、双方の企業に対して出向のマッチングを無料で行っています。

全国47都道府県の県庁所在地に産業雇用安定センターの事務所があり、

無料で企業からのご相談を承っています。

産業雇用安定センターは、企業間の出向や移籍を支援することにより「失業なき労働移動」を実現するため、

1987年に国と事業主団体などが協力して設立された公益財団法人です。設立以来、21万件以上の出向・

移籍の成立実績があります。

（産業雇用安定センターホームページ）

お問い合わせ先

（公財）産業雇用安定センターとは

人手不足が感染症の影響で加速
している。人員の確保が急務。

感染症の影響で従業員の仕事がない。
雇用を維持するために一時的に他社
で働いてほしい。
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百貨店総合スーパー
（受入企業）

電子部品・回路・デバイス製造業（送
出企業）

出向期間5か月
出向労働者2名

＜企業規模：29人以下＞ ＜企業規模： 29人以下＞

事例1：旅客自動車運送業 → 貨物自動車運送業

事例2：旅館・ホテル業 → 食肉加工・販売・飲食業

＜企業規模： 100人～299人＞

出向期間6か月
出向労働者2名

トラック運送会社（受入企業）

＜企業規模： 30人～49人＞

事例3：航空運送業 → 卸・小売業

＜企業規模：１万人以上＞

スーパーマーケット（受入企業）レストラン（送出企業）

出向期間6か月
出向労働者14名

＜企業規模： 5,000～9,999人＞

観光バス会社（送出企業）

訪日外国人旅行客を専門としているが、観
光バスが運行できない状況。バス運転手を
解雇してしまうとコロナ後に新たに確保し
ようとしても難しいことは明らかなので、
出向を活用して雇用維持を図りたい。

精密部品運送会社（受入企業）

精密部品を専門として輸送しているが、運
転手が慢性的に不足しており充足できてい
ない。観光バスの運転手であれば、精密部
品輸送に求められる丁寧かつ繊細な運転が
期待できるので出向として受け入れたい。

リゾートホテル（送出企業）

インバウンドの減少により宿泊客が大きく
減少しており雇用過剰の状況。これを機に
レストラン部門の調理人を新たな分野での
技術習得など人材育成ができるような形で
出向させたい。

レストラン（受入企業）

食肉加工の直営レストランを経営している。
調理人を正社員として採用したいと考えて
いたが、産業雇用安定センターの勧めもあ
り、同じ地域の企業のお役に立つことを意
図して出向受入に切り替えることとした。

航空運送業（送出企業）

コロナの影響で航空旅客取扱量が大きく減
少しており、雇用過剰となっている。社員
の丁寧な接客姿勢が活かせるような出向先
を確保して雇用を維持したい。

卸・小売業（受入企業）

新規出店を計画しているものの、新規採用
による人員確保ができていない。社会貢献
の意図も含めて、店舗での販売員として出
向で受け入れたい。当社の社員にも良い影
響が生じることを期待している。

感染症の影響を受けた企業の出向を活用した雇用維持の具体例

各地域でも出向支援の取り組みが始まっています（一例）

都道府県 概要 関係機関

千葉県

ちばの魅力ある職場づくり公労使会議において、「一時的に雇用過剰
となった労働者の雇用を守るため、人手不足などの企業間との雇用
シェアなど、支援に関する情報を広く発信する」ことなどを含む
公労使共同宣言を採択し、オール千葉で取り組むことを県内に発信

ちばの魅力ある職場づくり
公労使会議

愛知県
岐阜県
三重県

人材を送り出したい企業と受け入れたい企業双方のニーズを把握する
意向確認調査において人材マッチングの仕組みを利用したいと回答
した企業に対して、産業雇用安定センター3事務所（愛知、岐阜、
三重）及び中部産業連盟のコーディネーターがヒアリングした上で、
企業間の人材マッチングを実施

中部経済産業局、産業雇用
安定センター、中部産業
連盟、労働局、県、
経済団体、金融機関 など

佐賀県

県、産業雇用安定センターおよび労働局が締結した「失業なき労働
移動のための連携協定」に基づき、セミナーなどによる情報発信、
産業雇用安定センターと連携したハローワークでの相談窓口の開設、
アンケートによる出向ニーズの把握などを実施

産業雇用安定センター、
労働局、県

厚生労働省ホームページに在籍型出向支援策をまとめた専用ページを開設しました！
・具体的な出向事例や必要な準備事項、就業規則・出向契約書の雛形、留意点など、在籍型出向のイロハが
分かる「在籍型出向“基本がわかる”ハンドブック」

・各地域で独自に実施している送り出し希望企業や受け入れ希望企業の募集に関するサイト案内
などを順次掲載していきますので、あわせてご活用ください。

（厚生労働省ホームページ）
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次の全要件を満たした上で、紹介日に本人がトライアル雇用を希望した場合に対象となります。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（事業主の方へ）

＜ご注意＞
◆派遣求人を「トライアル雇用求人」とすることはできません。
◆トライアル雇用求人の選考中の人数（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）が求人数の５倍を超える場合は、それ以降のトライアル雇用として
の紹介は行いません。例えば、求人１人に対し、トライアル雇用の選考中の人が５人に達した場合は、６人目はトライアル雇用としての紹介は行いません。

◆求人数を超えたトライアル雇用は実施できません（一般トライアルコースの対象となる方も含みます）。
◆トライアル雇用対象者の選考は、なるべく書類ではなく面接で行うようにしてください。
◆「トライアル雇用求人」は、一般トライアルコースと併用となります。一般トライアルコースの対象となる方からの応募もありえますのでご了承ください。

※１ 求職者が〈常用雇用〉（一週間の所定労働時間が３０時間以上の無期雇用）を希望する場合
※２ 求職者が〈常用雇用（短時間労働）〉（一週間の所定労働時間が2０時間以上３０時間未満の

無期雇用を希望する場合

事前にトライアル雇用求人をハローワーク、地方運輸局、職業紹介事業者※に提出し、これらの紹介により、
対象者を原則３か月の有期雇用で雇い入れ、一定の要件を満たした場合に、助成金を受けることができます。
※ トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応（短時間）トライアルコース）の取扱いを行うに当たって、雇用関係助成金の取扱いに係る同意書を労

働局に提出している職業紹介事業者

トライアル雇用助成金（新型コロナウイルス感染症対応
（短時間）トライアルコース）のご案内

「トライアル雇用（新型コロナウィルス感染症対応（短時間）トライアルコース）」は、新型コ

ロナウイルス感染症の影響で離職し、これまで経験のない職業に就くことを希望している求職者を、
無期雇用へ移行することを前提に、原則３か月間試行雇用する制度です。
労働者の適性を確認した上で無期雇用へ移行することができるため、ミスマッチを防ぐことがで

きます。事業主の皆さまには、「トライアル雇用求人」を積極的に提出していただくようお願いし
ます。

助成金の支給額

対象労働者

◆紹介日時点で、次の方はトライアル雇用の対象者にはなりません。
・職業に就いている人（※日々雇用労働者、シフト制労働者及び登録型派遣労働者で、勤務日数・勤務時間が減少している方は、トライア
ル雇用の対象者に含まれます）

・自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人

① 令和２年１月24日以降に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職した※

② 紹介日時点で、離職している期間が３か月を超えている※

③ 紹介日において、就労経験のない職業に就くことを希望している

※ 「離職」にはシフト制労働者等のシフトが減少した場合等も含みます。

LL030401企09

新型コロナウイルス感染症の影響で離職された求職者を試行的に雇用する事業主の皆さまへ 別添７

新型コロナウイルス感染症
対応トライアルコース
（※１）

新型コロナウイルス感染症
対応短時間トライアル
コース（※２）

支給額（月額）
最大４万円

（最長３か月）

最大2.5万円
（最長３か月）

＜お知らせ＞

◆新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの活用により雇い入れた対象者（母子家庭の母等、父子家庭の父及び中国残留邦人
等永住帰国者）を、トライアル雇用終了後も、引き続き継続して雇用する労働者として雇用する場合、特定求職者雇用開発助成金の一部を
受給することができます。詳細は特定求職者雇用開発助成金のリーフレットをご確認ください。

◆中小建設事業主が若年者（35歳未満）又は女性を建設技能労働者等として、一定期間試行雇用しトライアル雇用助成金の支給を受けた場合
に、トライアル雇用助成金（若年・女性建設労働者トライアルコース）の受給ができます。詳細は若年・女性建設労働者トライアルコース
のリーフレットをご確認ください。
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この他にも要件があります。詳しくは、都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。

以下のすべての要件に該当する事業主が対象です。

※トライアル雇用開始日から２週間以内に、対象者を紹介したハローワークに実施計画書を提出してください。
※実施計画書を提出する際は、雇用契約書など労働条件が確認できる書類を添付してください。
※助成金を受給するためには、トライアル雇用終了日の翌日から起算して２か月以内に、事業所を管轄する
ハローワークまたは労働局に支給申請書を提出する必要があります。申請期限を過ぎると助成金を受給でき
なくなりますので、ご注意ください。

※トライアル雇用の途中で無期雇用へ移行した場合や自己都合で離職した場合は、支給申請期間も変わります
ので、速やかに紹介を受けたハローワークへ連絡してください。

「トライアル雇用」のイメージ※

支給対象事業主の要件

トライアル雇用期間終了後、
助成金支給（最長３か月）２カ月

支給申請期間

２週間

トライアル
雇用開始

無期雇用契約締結

トライアル雇用
有期雇用契約（原則３か月）

期間の定めのない雇用
（無期雇用契約）

トライアル雇用
実施計画書の提出期間

※ハローワークから紹介を受けた場合

1
ハローワーク、地方運輸局又は職業紹介事業者（以下「ハローワーク・紹介事業者等」という。）のトライアル雇用求人に係る紹介により、対象者をトライア
ル雇用（国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人から受けている補助金、委託費等から支出した人件費により行ったトライアル雇用を除
く。）した事業主

２ 対象者に係る紹介日前に、当該対象者を雇用することを約していない事業主

3
トライアル雇用を行った事業所の事業主又は取締役の３親等以内の親族（配偶者、３親等以内の血族及び姻族をいう。）以外の対象者を
雇い入れた事業主

4 トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者を雇用したことがない事業主

5
トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、当該トライアル雇用に係る対象者に職場適応訓練（短期訓練を除く。）を行ったことがない事
業主

6 トライアル雇用労働者に係る雇用保険被保険者資格取得の届出を行った事業主

7

トライアル雇用を開始した日の前日から起算して過去３年間に、トライアル雇用を行った事業所において、トライアル雇用（一般トライアルコースによるもの
を含む。以下この７において同じ。）を実施した後に常用雇用（新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアルコースの場合は常用雇用（短時間労働）。以
下この７において同じ。）へ移行しなかったトライアル雇用労働者（トライアル雇用労働者本人の都合による離職や本人の責めに帰すべき解雇等は除く。）の
数にトライアル雇用結果報告書兼トライアル雇用助成金支給申請書が提出されていない者の数を加えた数が３人を超え、常用雇用へ移行した数を上回っている
事業主以外の事業主

8
基準期間（トライアル雇用を開始した日の前日から起算して６か月前の日からトライアル雇用期間を終了する日までの期間をいう。）に、トライアル雇用に係る事業所
において、雇用保険被保険者を事業主都合で離職させたことがある事業主以外の事業主

9
基準期間に、トライアル雇用に係る事業所において、特定受給資格者となる離職理由のうち１Ａ又は３Ａの理由により離職した者の数を
事業所全体の雇用保険被保険者数で除した割合が６％を超えている（当該離職者数が３人以下の場合を除く。）事業主以外の事業主

10 過去１年間において、対象者を雇用していた事業主と資本的・経済的・組織的関連性等から密接な関係にある事業主以外の事業主

11 トライアル雇用労働者に対して、トライアル雇用期間中に支払うべき賃金（時間外手当、休日手当等を含む。）を支払った事業主

12 トライアル雇用を行った事業所において、労働基準法に規定する労働者名簿、賃金台帳等を整備・保管している事業主

13
ハローワーク・紹介事業者等の紹介時点と異なる労働条件によりトライアル雇用を行い、トライアル雇用労働者に対し労働条件に関する不利益又は違法行為があった
事業主以外の事業主

14
高年齢者雇用確保措置を講じていないことにより、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律第10条第２項に基づき、雇用確保措置を講ずべきことの勧告を受けてい
ない、かつ、法令に基づいた適切な高年齢者就業確保措置を講じていないことにより、同法第10条の３第２項に基づき、就業確保措置の是正に向けた計画作成勧告
を受けていない事業主

15 雇用保険適用事業所の事業主

16 助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要な書類等を整備、保管している事業主

17
助成金の支給又は不支給の決定に係る審査に必要であると管轄労働局長が認める書類等を管轄労働局長の求めに応じ提出又は提示する、
管轄労働局の実地調査に協力する等、審査に協力する事業主

18 過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給の処分を受けていない事業主

19 過去５年間において雇用保険二事業の助成金等について不正受給に関与した役員等がいない事業主

20 支給申請日の属する年度の前年度より前のいずれかの保険年度における労働保険料の滞納がない事業主

21 支給申請日の前日から起算して過去１年間に労働関係法令違反により送検処分を受けていない事業主

22 風俗営業等を行うことを目的とする事業所の事業主以外の事業主

23 暴力団に関係する事業主以外の事業主

24 暴力主義的破壊活動を行った又は行う恐れがある団体等に属している事業主又はその役員がいる事業主以外の事業主

25 支給申請日又は支給決定日時点で倒産している事業主以外の事業主

26 国、地方公共団体、特定独立行政法人、特定地方独立行政法人以外の事業主

27 併給調整の対象となる助成金の支給を受けていない事業主 - 54 -



新型コロナウイルス感染症の影響で離職された方・シフトが減少した方へ 別添８

「トライアル雇用」とは、期間の定めのない雇用への移行を前提として、
原則３か月間、その企業で試行雇用として働いてみる制度です。

トライアル雇用の期間中は、仕事や企業について理解を深めることができ、
また、労働基準法などの法律が適用され、賃金も支払われます。

このたび、新型コロナウイルス感染症の影響で離職された方やシフトが減
少した方を対象とする新しいコースができました。

週３０時間以上の無期雇用への移行をめざす「新型コロナウイルス感染症
対応トライアル雇用」と、週２０時間以上３０時間未満の無期雇用への移行
をめざす「新型コロナウイルス感染症対応短時間トライアル雇用」から選ぶ
ことができます。

「トライアル雇用」を利用して、これまでやったことのない職業にチャレ
ンジしてみませんか？

次のすべての要件を満たし、紹介日にトライアル雇用を希望した場合に対象となります。

(要件確認のため、職業相談や紹介の際に履歴書や職務経歴書などを提出していただく場合があります)

「トライアル雇用｣に応募してみませんか？

「トライアル雇用」の対象者は？

「トライアル雇用」のメリットは？

●希望する仕事に就ける可能性や就職の機会が広がります。

●あなたと会社がお互いを理解した上で無期雇用へ移行するため、就職後も安心
して仕事を続けることができます。

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

（求職者の方へ）

！
トライアル雇用期間終了時点で、会社が求める業務遂行の能力を満たさない場合などは、
無期雇用へ移行しないことがあります。

LL030316企01

① 令和２年１月24日以降に、新型コロナウイルス感染症の影響により離職した※

② 紹介日時点で、離職している期間が３か月を超えている※

③ 紹介日において、就労経験のない職業に就くことを希望している

※ 「離職」にはシフト制労働者等のシフトが減少した場合等も含みます。

◆紹介日時点で、次の方はトライアル雇用の対象者にはなりません。

・職業に就いている人（※日々雇用労働者、シフト制労働者及び登録型派遣労働者で、勤務日数・勤務

時間が減少している方は、トライアル雇用の対象者に含まれます）

・自ら事業を営んでいる人または役員に就いている人
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「トライアル雇用」のイメージ

トライアル雇用
有期雇用契約（原則３か月）

期間の定めのない雇用
（無期雇用契約）

詳しくは、都道府県労働局・ハローワークへお問い合わせください。

＜ご注意＞

◆同時に複数のトライアル雇用の紹介はできません。

◆トライアル雇用の選考中は、新たなトライアル雇用の紹介はできません。

◆求人の応募状況によっては、トライアル雇用の紹介ができない場合があります。

「トライアル雇用」の仕組み

２．職業紹介
(トライアル雇用対象求人)

求職者

ハローワーク※

（トライアル雇用対象者
の確認）

１．求職登録・
職業相談

企 業

３．選考面接

４．トライアル雇用開始
（対象者の雇入れ）

７．トライアル雇用終了

（無期雇用移行の判断）

雇用期間満了無期雇用移行

（トライアル雇用採用）
５．トライアル雇用

実施計画書の作成

求職者と企業側で無期雇用
移行要件の確認を行います

トライアル雇用
開始

無期雇用契約 締結
一定の要件を満たさない場合は、無期
雇用へ移行しないことがあります。

６．トライアル雇用
実施計画書の提出

※トライアル雇用助成金（新型コロナウイ
ルス感染症対応（短時間）トライアルコー
ス）の取扱いを行うに当たって、雇用関係
給付金の取扱いに係る同意書を労働局に提
出している職業紹介事業者でも、トライア
ル雇用の紹介ができる場合があります。
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労働者・事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の対象期間の延長
及び緊急事態宣言の発令等に伴う地域特例のお知らせ

厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

申請対象期間の延長及び日額上限の変更について

新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金について、申請対象期
間が令和3年6月末まで延長となりました。なお、今回延長の対象となった
５月・６月分については、１日あたりの支給上限額が原則9,900円（※）
となります。

申請対象期間 申請期限 支給上限日額

中小企業
令和２年10月～12月 令和３年５月31日（月）

11,000円
令和３年１月～４月 令和３年７月31日（土）
令和３年５月～６月 令和３年９月30日（木） 9,900円（※）

大企業
令和２年４月～６月

令和３年７月31日（土） 11,000円
令和３年１月８日～４月
令和３年５月～６月 令和３年９月30日（木） 9,900円（※）

【注意点】（中小企業、大企業共通）
●※一部対象地域においては、申請対象期間が5月～6月分の場合でも、支給上限日額が11,000円となり

ます。（詳細については裏面をご参照ください。）
●申請開始日は休業した期間の翌月初日からとなります。（例：5月の休業であれば6月１日から申請可能）

【中小企業にお勤めの場合の注意点】
〇 休業した期間が令和２年４～９月であっても以下の場合であれば申請を受け付けます。

・10/30に公表したリーフレットの対象となる方（☆）
→令和３年５月31日（月）までに対象となる旨の疎明書を添付して申請いただければ、
本制度を知った時期にかかわらず受け付けます。

・既申請分の支給（不支給）決定に時間がかかり、次回以降の申請が期限切れとなる方
→支給（不支給）決定が行われた日から１か月以内に申請いただければ受け付けます。

【大企業にお勤めの場合の注意点】
〇 対象者については大企業に雇用されるシフト制労働者等（※）であって、新型コロナウイルス感染症の影響を受
けた事業主が休業させ、その休業に対する賃金（休業手当）を受け取っていない方。

（※）労働契約上、労働日が明確でない方（シフト制、日々雇用、登録型派遣）
※令和2年11月7日以降に時短要請等を発令した都道府県は、それぞれの要請の始期以降の休業も含みます。対象都道府県については、
裏面に記載の厚生労働省HP特設サイト中の「新型コロナウイルス感染対応休業支援金・給付金」のご案内リーフレットをご確認ください。

（☆）・いわゆるシフト制、日々雇用、登録型派遣で働かれている方
・ショッピングセンターの休館に起因するような外的な事業運営環境の変化に起因する休業の場合
・上記以外の方で労働条件通知書等により所定労働日が明確（「週〇日勤務」など）であり、かつ、
労働者の都合による休業ではないにもかかわらず、労使で休業の事実について認識が一致しない場合。

LL030521保02

別添９
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厚生労働省・都道府県労働局・ハローワーク

■厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金HP
https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

■お電話でのお問い合わせは厚生労働省コールセンターへ
厚生労働省新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金コールセンター
電話 0120-221-276 月～金 8：30～20：00 / 土日祝 8：30～17：15

お問い合わせ

緊急事態宣言及びまん延防止等重点措置に伴う特例（地域特例）

令和3年4月末まで 令和3年5月・6月

中小企業
原則的な措置

８割
上限額：11,000円

８割
上限額：9,900円

地域特例 ー
８割

上限額：11,000円

大企業
原則的な措置

８割（※）
上限額：11,000円

８割
上限額：9,900円

地域特例 ー
８割

上限額：11,000円

地域特例の対象となる期間及び区域(令和３年５月２１日時点)

（※）なお、大企業にお勤めの方については、令和2年4月1日から令和2年6月30日までの休業の場合は、

6割となります。

以下の地域特例の対象となる期間及び区域において、知事が行う要請を受
けて飲食店等の施設について営業時間の短縮等に協力する場合で、事業主に
休業させられる労働者が休業手当を受け取れないときは、１日あたりの支給
上限額が11,000円となります。
【対象となる休業】

以下を満たす飲食店や催物（イベント等）を開催する事業主等が命じる休業
①緊急事態措置の対象区域またはまん延防止等重点措置の対象区域（職業安定局長が定める
区域）の都道府県知事による要請等を受けて、

②緊急事態措置を実施すべき期間またはまん延防止等重点措置を実施すべき期間を通じ、
③要請等の対象となる施設（要請等対象施設）の全てにおいて、
④休業、営業時間の変更、収容率・人数上限の制限、飲食物提供（利用者による酒類の店内
持ち込みを含む）又はカラオケ設備利用の自粛に協力する

〇対象期間 → 令和３年５月１日～令和３年６月30日

〇緊急事態宣言が発令された対象地域

〇まん延防止等重点措置の適用地域の知事が定める区域

※詳細については、厚生労働省ホームページに掲載されている区域を参照ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/11600000/000782551.pdf
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小学校休業等対応助成金とは
小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うため仕事を休まざるを得ない保護者に対して

有給（賃金全額支給）の休暇を取得させた事業主に対して、休暇中に支払った賃金相当額(※)を支給する
制度です。 ※１日当たり8,330円（R2.4.1以降に取得した休暇は15,000円）が支給上限。

● 制度の対象となる休暇の取得期間は令和２年２月27日～令和３年３月31日です（申請期限は下記）。

事業主・労働者の皆さまへ

小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口のご案内

小学校休業等対応助成金（個人申請分）等のご案内

● 労働局からの本助成金の活用の働きかけに事業主が応じない場合に、以下の対応が可能です。

● 労働者の方が利用を希望する場合、都道府県労働局｢小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口」
にご連絡ください（裏面記載）。まずは、労働局から事業主に、小学校休業等対応助成金の活用の働き
かけを行います。それでも事業主が助成金の活用に応じない場合には、上記①②の期間に応じて、労働
者の方から各制度の支給申請ができるよう、労働局から事業主に必要な協力の働きかけを行います。

● 個人申請分等の詳細は、裏面をご参照ください。

①令和２年２月27日～同年３月31日の休み 本助成金を労働者が直接申請（個人申請分）

②令和２年４月１日～令和３年３月31日の休み
新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金を労
働者が直接申請

①令和２年２月27日～９月30日までの休暇 申請受付は原則として令和２年12月28日で終了

②令和２年10月１日～12月31日までの休暇 申請受付は原則として令和３年３月31日で終了

③令和３年１月１日～３月31日までの休暇 申請期限は令和３年６月30日

ただし、①②の期間については、次のⅠ、Ⅱの場合は申請期限を超過して申請することが可能（令和3年6月30日
まで）です。詳細はホームページ（裏面記載）をご覧ください。

Ⅰ.労働者からの労働局の特別相談窓口への「（企業に）この助成金を利用してもらいたい」などのご相談に基づき、労働局
が事業主への 助成金活用の働きかけを行い、これを受けて事業主が申請を行う場合

Ⅱ.労働者が労働局の特別相談窓口へ相談し、労働局から助言などを受けて、労働者自らが事業主に働きかけ、事業主が申請
を行う場合

■事業主の皆さまへ
【申請手続きおよび申請に関する相談窓口のご案内】
●申請手続き、助成金の支給要件等の詳細について、下記のコールセンターでご相談に対応しています。

助成金（事業主向け）の申請書類は、下記の受付センターまで郵送をお願いします。

●また、労働者の方からのご相談を受けて、都道府県労働局で事業主に助成金の活用の働きかけを行う場合、

申請書類の作成支援も全面的に行います。

■労働者の皆さまへ
【相談窓口のご案内】
・都道府県労働局『小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口』は、「企業にこの助成金を利用してもらいたい」

等、労働者の方からのご相談内容に応じて、企業への特別休暇制度導入・助成金の活用の働きかけ等を行っています。

⇨ ご相談は裏面の相談窓口一覧まで

厚生労働省・都道府県労働局

申請方法等の

お問い合わせ
【コールセンター】※小学校休業等対応助成金について

0120-60-3999（フリーダイヤル）受付時間９:00～21:00 ※土日祝日含む

労働者からのご相談
【都道府県労働局『小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口』】
全国の相談窓口を裏面に記載していますのでご参照ください。

小学校休業等対応助成金
（事業主向け）

申請書の提出先

【受付センター】
〒137ｰ8691 新東京郵便局 私書箱132号 学校等休業助成金・支援金受付センター
※郵送先は厚生労働省・都道府県労働局ではありません。必ず配達記録が残る郵便（特定記録
郵便やレターパックなど）で配送してください。

別添１０
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令和３年３月作成

A まずは、勤務先の事業所の所在地を管轄する都道府県労働局「小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口」

にご相談ください。申請期限（特別相談窓口の設置期限）は令和３年６月30日です。

小学校休業等対応助成金に関する特別相談窓口（令和３年６月30日まで）

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 東 京 03-6867-0211 滋 賀 077-522-6648 香 川 087-811-8924

青 森 017-734-4211 神奈川 045‐211‐7380 京 都 075-241-0504 愛 媛 089-935-5222

岩 手 019-604-3010 新 潟 025-288-3501 大 阪
06-7660-0072
06-6949-6494

高 知 088-885-6041

宮 城
022-299-8834
022-299-8844

富 山 076-432-2740 兵 庫 078-367-0850 福 岡 092-411-4764

秋 田 018-862-6684 石 川 076-265-4429 奈 良 0742-32-0210 佐 賀 0952-32-7218

山 形 023-624-8228 福 井 0776-22-3947 和歌山 073-488-1170 長 崎 095-801-0050

福 島 024-536-2777 山 梨 055-225-2851 鳥 取 0857-29-1701 熊 本 096-352-3865

茨 城 029-277-8295 長 野 026-223-0551 島 根 0852-20-7007 大 分 097-532-4025

栃 木 028-633-2795 岐 阜 058-245-8124 岡 山 086-224-7639 宮 崎 0985-38-8821

群 馬 027-896-4739 静 岡 054-252-1212 広 島 082-221-9247 鹿児島 099-223-8239

埼 玉 048-600-6210 愛 知 052-857-0313 山 口 083-995-0390 沖 縄 098-868-4380

千 葉 043-306-1860 三 重 059-226-2110 徳 島 088-652-2718

厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

受付時間 8時30分～17時15分（土・日・祝日・年末年始を除く）

個人申請分等について

Q どのような場合に、小学校休業等対応助成金の個人申請分や休業支援金・給付金の対象となりますか？

Q どこに申請すればよいですか？申請期限はいつですか？

A 以下を満たすことを前提に、各制度の支給要件を満たす場合に、各制度の対象となります。

① 労働者が労働局に小学校休業等対応助成金の相談を行い、 労働局が事業主に助成金活用・有給の休暇付与の働
きかけを行ったものの、事業主がそれに応じなかったこと

② 新型コロナウイルス感染症への対応としての小学校等の臨時休業等のために仕事を休み（※１、２）、その休ん
だ日時について、通常通りの賃金等が支払われていない（※３）部分があること
※１ 保育所等の利用を控える依頼への対応のためや、新型コロナウイルスに感染したおそれのある子どもの
世話をするために休んだ場合を含みます。
※２ 休むことを事業主に連絡しておらず、当該休みを事業主が事後的にも正当なものとして認めていない場
合（いわゆる「無断欠勤」）は対象になりません。
※３ 年次有給休暇を取得した部分は通常通りの賃金等が支払われているものと扱います。

③ 小学校休業等対応助成金の個人申請分および新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の申請に当たっ
て、事業主記載欄の記載や当該労働者への証明書類の提供について、事業主の協力が得られること。また、令和
２年４月以降分の休暇に係る新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金の申請に当たっては、当該労働
者を休業させたとする扱いに事業主が同意すること。

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html

その他の支給要件等は厚生労働省ホームページにて確認ください。 新型コロナ 休暇支援 検 索

● 小学校休業等対応助成金の個人申請分や休業支援金・給付金には事業主負担はありません。

● 休業支援金・給付金の申請に当たり「休業させた」という取扱いすることもって事業主の労働基準法第26

条の休業手当の支払い義務について判断されるものではありません。

⇨ 都道府県労働局から上記③のご協力を依頼した際には、このことをご理解いただき、

個人申請分や休業支援金・給付金の申請に当たってご協力をお願いします。

●小学校休業等対応助成金について

●新型コロナウイルス感染症対応休業支援金・給付金について https://www.mhlw.go.jp/stf/kyugyoshienkin.html

◎事業主の皆様へのお願い
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助成額
１人あたり５万円

１事業主につき10人まで（上限50万円）

① 次のどちらも実施されていること。

（イ）小学校等（小学校、保育園、幼稚園など）が臨時休業等になり、それに

伴い子どもの世話を行う必要がある労働者が、特別有給休暇（賃金が全

額支払われるもの）を取得できる制度の規定化。

（ロ）小学校等が臨時休業等した場合でも勤務できる両立支援の仕組みとして、

次のいずれかの社内周知。

・テレワーク勤務

・短時間勤務制度

・フレックスタイムの制度

・始業又は終業の時刻を繰り上げ又は繰り下げる制度（時差出勤の制度）

・ベビーシッター費用補助制度 等

② 労働者一人につき、①の（イ）に定めた特別有給休暇を４時間以上取得した

こと。

両立支援等助成金 育児休業等支援コース
「新型コロナウイルス感染症対応特例」のご案内

事業主の皆さまへ

主な支給要件

本社を管轄する都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

本助成金は事業所単位ではなく、事業主単位での申請となります。

検 索

◎その他詳しい支給の要件や手続については、厚生労働省ホームページをご参照いただくか、
管轄の都道府県労働局へお問い合わせください。

新型コロナウイルス感染症への対応として、臨時休業等をした小学校等に通う子
どもの世話を行う労働者に対し、有給（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年
次有給休暇を除く）を取得させた事業主は助成金の対象となります。

申請先・問い合わせ先

申請期間

特別有給休暇を取得した日付に応じて申請期間が異なります。

厚生労働省 両立支援等助成金

特別有給休暇を取得した日 申請期間

令和３年４月１日～令和３年６月30日 令和３年４月１日～令和３年８月31日

令和３年７月１日～令和３年９月30日 令和３年７月１日～令和３年11月30日

令和３年10月１日～令和３年12月31日 令和３年10月１日～令和４年2月28日

令和４年１月１日～令和４年３月31日 令和４年１月１日～令和４年５月31日

別添11
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新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置
による休暇制度導入助成金のご案内

事業主の皆さまへ

助成金の対象

助成内容

１事業場につき１回限り 15万円

申請期間

対象労働者の有給休暇の延べ日数が合計５日に達した日の翌日から令和４年２月28日まで

※事業場単位ごとの申請です。

事業主の皆さまには、この助成金も活用しつつ、
妊娠中の女性労働者が休みやすい環境づくりに努め、積極的な配慮をお願いします。

支給要件の詳細は具体的な手続き、支給申請書のダウンロードはこちらから

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11686.html

■お問い合わせ・相談窓口 （受付時間 午前８時30分～午後５時15分 ※土日祝日・年末年始を除く）

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に設置の

この助成金と新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の相談・申請窓口まで

相談・申請窓口URL：https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index_00004.html

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 東 京 03-6893-1100 滋 賀 077-523-1190 香 川 087-811-8924

青 森 017-734-4211 神奈川 045-211-7357 京 都 075-241-0504 愛 媛 089-935-5222

岩 手 019-604-3010 新 潟 025-288-3511 大 阪 06-6941-4630 高 知 088-885-6041

宮 城 022-299-8844 富 山 076-432-2728 兵 庫 078-367-0700 福 岡 092-411-4717

秋 田 018-862-6684 石 川 076-265-4429 奈 良 0742-32-0210 佐 賀 0952-32-7218

山 形 023-624-8228 福 井 0776-22-0221 和歌山 073-488-1170 長 崎 095-801-0050

福 島 024-536-4609 山 梨 055-225-2851 鳥 取 0857-29-1701 熊 本 096-352-3865

茨 城 029-277-8295 長 野 026-223-0551 島 根 0852-20-7007 大 分 097-532-4025

栃 木 028-633-2795 岐 阜 058-245-1550 岡 山 086-224-7639 宮 崎 0985-38-8821

群 馬 027-896-4739 静 岡 054-254-6320 広 島 082-221-9247 鹿児島 099-222-8446

埼 玉 048-600-6210 愛 知 052-857-0312 山 口 083-995-0390 沖 縄 098-868-4403

千 葉 043-306-1860 三 重 059-261-2978 徳 島 088-652-2718

厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、休業が必要とされた妊娠中の女
性労働者が、安心して休暇を取得して出産し、出産後も継続して活躍できる職場環境を整備する
ため、当該女性労働者のために有給の休暇制度を設けて取得させた事業主を助成します。

➀～④全ての条件を満たす事業主が対象です。

➀ 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師の指導により、
休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度（年次有給休暇を除き、
年次有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払われるものに限る）を整備し、

② 当該有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容とあわせて
労働者に周知した事業主であって、

③ 令和３年４月１日から令和４年１月31日までの間に、当該休暇を合計して５日以上取得させた事業主

④ ただし、この助成金の申請までに、対象となる事業場において令和２年度の「両立支援等助成金（新
型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース）」や令和２年度の「新
型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援助成金」を受給していないこと。

※雇用保険被保険者でない方も対象です。

※詳細は裏面をご参照ください

別添１2
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支給申請の流れ

対象となる有給の休暇制度

対象となる労働者

■休暇制度の整備、既存の特別休暇の活用
この助成金の対象となる休暇制度を整備することが必要です。

既存の特別休暇の対象に含まれることを明示して、労働者に周知することでも対象となります。

＊助成金の申請に際し、制度内容が分かるものを添付する必要がありますが、就業規則等でなくてもかまいません。

＊常時10人以上の労働者を使用している事業主が、新たな休暇制度を設けた場合は、労働基準法に基づき、

遅滞なく就業規則を変更し、所轄の労働基準監督署に届け出る必要があります。

■制度の周知方法
有給の休暇制度と新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容を、全ての労働者が知ることができ

るよう、適切な方法で周知を行うことが必要です。

（例）・事業所の見やすい場所に制度の内容を掲示する ・制度の内容を記載した書面を労働者へ交付する

・電子メールを利用して労働者に制度の内容を送信する など

■新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、
医師または助産師の指導により休業が必要とされた妊娠中の女性労働者

＜新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置とは＞

妊娠中の女性労働者が、保健指導・健康診査を受けた結果、その作業などにおける新型コロナウイルス

感染症への感染のおそれに関する心理的なストレスが母体または胎児の健康保持に影響があるとして、

医師や助産師から指導を受け、それを事業主に申し出た場合、事業主に、休業など必要な措置を

講じることを義務付ける措置。適用期間は、令和２年５月７日から令和４年１月31日まで。

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000628247.pdf

令和２年
５月７日

令和４年
１月31日

令和４年
２月28日

➀制度整備

支給申請期間

③休暇付与

②社内周知

休暇制度整備・周知
・休暇取得期限

申請期限

令和３年３月作成

対象労働者の
有給休暇延べ日数が

合計５日に達した日の翌日

併給

令和３年
４月１日

対象となる休暇取得期間

■令和３年度 「両立支援等助成金（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による
休暇取得支援コース）」との併給

対象労働者が雇用保険被保険者の場合、同一の対象労働者の同一の期間は、「両立支援等助成金（新型コロナ
ウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コース）」と併給（対象労働者とすること）が可能です。

＊併給には、両立支援等助成金（新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援コー
ス）の要件も満たす必要があります。詳細は別リーフレット「（令和３年度版）新型コロナウイルス感染症に関
する母性健康管理措置による休暇取得支援助成金をご活用ください」をご参照ください。

＊すでに令和２年度の新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置による休暇取得支援助成金（一般や
雇用）を受給したことのある事業場は、この助成金の併給はできませんので、ご注意ください。
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詐欺にご注意ください。国や都道府県労働局から、助成金の相談について電話等で勧誘することはありません。

また、振込先、口座番号やその他の個人情報を個人の方に電話等で問い合わせることはありません。！

厚生労働省 都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

※このリーフレットは、令和３年度に取得した対象労働者の有給休暇分（令和３年４月１日～令和４年１月
31日）を申請する場合の要件を記載したものです。令和２年度の取得分（令和３年３月31日までの分）を
申請する場合は、令和２年度版リーフレットをご参照ください。

都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号 都道府県 電話番号

北海道 011-709-2715 東 京 03-6893-1100 滋 賀 077-523-1190 香 川 087-811-8924

青 森 017-734-4211 神奈川 045-211-7357 京 都 075-241-0504 愛 媛 089-935-5222

岩 手 019-604-3010 新 潟 025-288-3511 大 阪 06-6941-4630 高 知 088-885-6041

宮 城 022-299-8844 富 山 076-432-2728 兵 庫 078-367-0700 福 岡 092-411-4717

秋 田 018-862-6684 石 川 076-265-4429 奈 良 0742-32-0210 佐 賀 0952-32-7218

山 形 023-624-8228 福 井 0776-22-0221 和歌山 073-488-1170 長 崎 095-801-0050

福 島 024-536-4609 山 梨 055-225-2851 鳥 取 0857-29-1701 熊 本 096-352-3865

茨 城 029-277-8295 長 野 026-223-0551 島 根 0852-20-7007 大 分 097-532-4025

栃 木 028-633-2795 岐 阜 058-245-1550 岡 山 086-224-7639 宮 崎 0985-38-8821

群 馬 027-896-4739 静 岡 054-254-6320 広 島 082-221-9247 鹿児島 099-222-8446

埼 玉 048-600-6210 愛 知 052-857-0312 山 口 083-995-0390 沖 縄 098-868-4403

千 葉 043-306-1860 三 重 059-261-2978 徳 島 088-652-2718

事業主の皆さま

両立支援等助成金 (新型コロナウイルス感染症に関する

母性健康管理措置による休暇取得支援コース)をご活用ください

令和３年度版

対象労働者１人当たり 28.5万円 ※１事業所あたり５人まで

対象労働者の有給休暇の延べ日数が合計20日に達した日の翌日から令和４年２月28日まで
※事業所単位ごとの申請です。

■令和２年５月７日から令和４年１月31日までの期間で、①～③全ての条件を満たした事業主が対象
です。

① 新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師の指導により、
休業が必要とされた妊娠中の女性労働者が取得できる有給の休暇制度(年次有給休暇を除き、年次

有給休暇の賃金相当額の６割以上が支払われるものに限る)を整備し、

② 当該有給休暇制度の内容を新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容とあわ
せて労働者に周知した事業主であって、

③ 当該休暇を合計して20日以上取得させた事業主

※詳細は裏面をご参照ください助成金の対象

助成内容

申請期間

事業主の皆さまには、この助成金も活用しつつ、
妊娠中の女性労働者が休みやすい環境づくりに努め、積極的な配慮をお願いします。

支給要件の詳細は具体的な手続き、支給申請書のダウンロードはこちらから

https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_11686.html

■お問い合わせ・相談窓口 （受付時間 午前８時30分～午後５時15分 ※土日祝日・年末年始を除く）

都道府県労働局雇用環境・均等部（室）に設置の

この助成金と新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の相談・申請窓口まで

相談・申請窓口URL：https://www.mhlw.go.jp/kouseiroudoushou/shozaiannai/roudoukyoku/index_00004.html
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支給申請の流れ

対象となる有給の休暇制度

対象となる労働者

■休暇制度の整備、既存の特別休暇の活用
この助成金の対象となる休暇制度を整備することが必要です。

既存の特別休暇の対象に含まれることを明示して、労働者に周知することでも対象となります。

＊助成金の申請に際し、制度内容が分かるものを添付する必要がありますが、就業規則等でなくてもかまいません。

＊常時10人以上の労働者を使用している事業主が、新たな休暇制度を設けた場合は、労働基準法に基づき、

遅滞なく就業規則を変更し、所轄の労働基準監督署に届け出る必要があります。

■制度の周知方法
有給の休暇制度と新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置の内容を、全ての労働者が知ることが

できるよう、適切な方法で周知を行うことが必要です。

（例）・事業所の見やすい場所に制度の内容を掲示する ・制度の内容を記載した書面を労働者へ交付する

・電子メールを利用して労働者に制度の内容を送信する など

■休暇制度の整備と周知の時期
令和４年１月31日までに制度整備と周知が必要です。制度整備と周知が労働者の休暇取得後であっても対象です。

■欠勤などを、事後的にこの助成金の対象となる有給休暇に変更した場合の扱い
対象です。ただし、事後的にこの助成金の対象となる有給休暇に変更することについて労働者本人に説明し、

同意を得ることが必要です。

■新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置として、医師または助産師の指導により
休業が必要とされた妊娠中の女性労働者（雇用保険被保険者に限る）

＜新型コロナウイルス感染症に関する母性健康管理措置とは＞

妊娠中の女性労働者が、保健指導・健康診査を受けた結果、その作業などにおける新型コロナウイルス

感染症への感染のおそれに関する心理的なストレスが母体または胎児の健康保持に影響があるとして、

医師や助産師から指導を受け、それを事業主に申し出た場合、事業主に、休業など必要な措置を

講じることを義務付ける措置。適用期間は、令和２年５月７日から令和４年１月31日まで。

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/000628247.pdf

「➀制度整備」「②社内周知」は、「③休暇付与」後であっても、対象となります。

令和２年
５月７日

令和４年
１月31日

令和４年
２月28日

➀制度整備

支給申請期間

③休暇付与

②社内周知

休暇制度整備・周知
・休暇取得期限 申請期限

令和３年３月作成

対象労働者の
有給休暇延べ日数が

合計20日に達した日の翌日

■令和２年度（令和３年３月31日まで）の有給休暇取得日数が５日未満だった場合
令和３年３月31日までに労働者の取得した有給休暇取得日数が５日未満で、令和２年度要件に基づく申請ができ
なかった場合も、令和３年４月１日以降に取得した日数と合算して合計20日以上となれば、対象です。

＊上記のケースの他に、有給休暇の取得期間が年度をまたぐ場合など、ご不明点がございましたら、都道府県労働局
雇用環境・均等部（室）までお問い合わせください。

令和３年
４月１日
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助成内容：有給休暇を取得した対象労働者に支払った賃金相当額×10／10
具体的には、対象労働者１人につき、対象労働者の日額換算賃金額※×有給休暇の日数で算出した合計額を支給します。
※各対象労働者の通常の賃金を日額換算したもの(日額上限：15,000円)

申請期限：

● 令和２年10月１日から12月31日までの休暇に関する申請期限は令和３年３月31日です。

● 令和３年１月１日から３月31日までの休暇に関する申請期限は令和３年６月30日です。

令和２年２月27日から９月30日までの休暇に関する申請受付は原則として令和２年12月28日で終了しています。ただし、次のⅠ、Ⅱや天災等の
やむを得ない理由があると認められる場合は申請期限を超過して申請することが可能です。
Ⅰ.労働者からの労働局の特別相談窓口への「（企業に）この助成金を利用してもらいたい」等のご相談に基づき、労働局が事業主への助成金活
用の働きかけを行い、これを受けて事業主が申請を行う場合

Ⅱ.労働者が労働局の特別相談窓口へ相談し、労働局から助言等を受けて、労働者自らが事業主に働きかけ、事業主が申請を行う場合

厚生労働省・都道府県労働局

＊①雇用保険被保険者の方用と、②雇用保険被保険者以外の方用の２種類の様式があります。
＊事業所単位ではなく法人ごとの申請となります。また、法人内の対象労働者について可能な

限りまとめて申請をお願いします。

労働者を雇用する事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症による

小学校休業等対応助成金をご活用ください

令和２年10月１日から令和３年３月31日までの間に、以下の子どもの世話を保護者として

行うことが必要となった労働者に対し、有給（賃金全額支給）の休暇（労働基準法上の年次

有給休暇を除く）を取得させた事業主は助成金の対象となります！ ＊詳細は裏面をご参照ください

事業主の皆さまには、この助成金を活用して有給の休暇制度を設けていただき、年休
の有無にかかわらず利用できるようにすることで、保護者が希望に応じて休暇を取得で
きる環境を整えていただけるようお願いします。

新型コロナ 休暇支援 検 索

※詐欺にご注意ください。国や委託事業者から、助成金の相談について電話などで勧誘することはありません。
また、振込先、口座番号やその他の個人情報を個人の方に電話などで問い合わせることはありません。

※雇用調整助成金も申請される方は、最寄りの都道府県労働局などでも受け付けますのでご相談ください。

①支給要件の詳細や具体的な手続きは厚生労働省ホームページにて確認ください。
申請書は、厚生労働省HPから印刷してください。（印刷できない場合はコールセンターに御連絡下さ

い）

②お問い合わせについては、下記のフリーダイヤル（コールセンター）まで

（フリーダイヤル）0120-60-3999 受付時間：９：00～21：00 土日・祝日含む

③申請書の提出先

〒１３７－８６９１ 新東京郵便局 私書箱１３２号
学校等休業助成金・支援金受付センター

※郵送先は厚生労働省ではありません。
必ず配達記録が残る郵便（特定記録郵便やレターパックなど）で配送してください。
（宅配便などは受付不可）

※ https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/koyou/kyufukin/pageL07_00002.html
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④対象となる有給の休暇の範囲

日曜日、夏休みなどに取得した休暇の扱い
「①に該当する子ども」に関する休暇の対象は以下のとおりです。

・学校：授業日 ※日曜日や夏休み（夏休み期間が再設定された場合は、再設定後のもの）などは対象外

・その他の施設（放課後児童クラブなど）：本来施設が利用可能な日

「②に該当する子ども」に関する休暇の対象は以下のとおりです。

・授業日であるかにかかわらず、その子どもの世話をするために休暇を取得した日

半日単位の休暇、時間単位の休暇の扱い
・対象となります。
なお、勤務時間短縮は所定労働時間自体の短縮措置であり、休暇とは異なるため対象外となります。

就業規則などにおける規定の有無
・休暇制度について就業規則や社内規定の整備を行うことが望ましいですが、就業規則などが整備
されていない場合でも、要件に該当する休暇を付与した場合は対象となります。

年次有給休暇や欠勤、勤務時間短縮を、事後的に特別休暇に振り替えた場合の扱い
・対象になります。ただし、事後的に特別休暇に振り替えることについて労働者本人に説明し、
同意を得ていただくことが必要です。

労働者に対して支払う賃金の額
・年次有給休暇を取得した場合に支払う賃金の額を支払うことが必要です。
助成金の支給上限である15,000円を超える場合であっても、全額を支払う必要があります。

令和３年１月６日作成

③対象となる保護者

・親権者、未成年後見人、その他の者（里親、祖父母など）であって、子どもを現に監護する者が
対象となります。

・各事業主が有給休暇の対象とする場合は、子どもの世話を一時的に補助する親族も含みます。

・小学校、義務教育学校の前期課程、各種学校（幼稚園または小学校の課程に類する課程を
置くものに限る）、特別支援学校（全ての部）
★障害のある子どもについては、中学校、義務教育学校の後期課程、高等学校、
各種学校（高等学校までの課程に類する課程）なども含む。

・放課後児童クラブ、放課後等デイサービス
・幼稚園、保育所、認定こども園、認可外保育施設、家庭的保育事業等、
子どもの一時的な預かりなどを行う事業、障害児の通所支援を行う施設など

①新型コロナウイルス感染症に関する対応として臨時休業等をした小学校等に通う子ども

「臨時休業等」とは

「小学校等」とは

・新型コロナウイルス感染症に関する対応として、小学校などが臨時休業した場合、自治体や放課
後児童クラブ、保育所などから利用を控えるよう依頼があった場合が対象となります。
なお、保護者の自主的な判断で休ませた場合は対象外です

※ただし、学校長が新型コロナウイルスに関連して出席しなくてもよいと認めた場合は対象となります。

②新型コロナウイルスに感染した子どもなど、小学校等を休む必要がある（※）子ども

（ア）新型コロナウイルスに感染した子ども
（イ）新型コロナウィルスに感染したおそれのある子ども(発熱などの風邪症状、濃厚接触者)
（ウ）医療的ケアが日常的に必要な子ども、または新型コロナウイルスに感染した場合に重症化する

リスクの高い基礎疾患などを有する子ども

※ 学校の場合は、学校長が出席を停止し、または出席しなくてもよいと認めた場合をいいます。

※ 業種・職種を問わず、事業主に雇用される労働者が対象となります。
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【支援の対象となる方】※（1）～（４）のいずれにも該当する方が対象

① 新型コロナウイルス感染症に関する対応として、ガイドライン等に基づき、臨時休業等
をした小学校等に通う子ども

新型コロナウイルス感染症による小学校休業等対応支援金
（委託を受けて個人で仕事をする方向け）のご案内

【支援の内容】
○ 令和2年10月1日から令和３年３月31日までの間において、
仕事ができなかった日について、1日当たり7,500円（定額）

【申請期間】
○ 仕事ができなかった日が令和2年10月1日から同年12月31日までの期間分

⇒令和２年10月１日から令和3年3月31日まで（必着）
○ 仕事ができなかった日が令和３年１月1日から同年３月31日までの期間分

⇒令和３年１月１日から令和3年６月30日まで（必着）

（１）保護者であること

新型コロナウイルス感染症に関する対応として、
・ 小学校等が臨時休業した場合
・ 自治体や放課後児童クラブ、保育所等から可能な範囲で利用を控えるよう依頼が
あった場合
をいいます。
なお、保護者の自主的な判断で休ませた場合は対象外です。
※ただし、小学校等が新型コロナウイルスに関連して出席しなくてもよいと認めた場合は対象となります。

○ 「臨時休業等」とは

○ 「小学校等」とは

・ 小学校、義務教育学校の前期課程、各種学校 (幼稚園又は小学校の課程に
類する課程を置くものに限る。）、特別支援学校（全ての部）
★ 障害のある子どもについては、中学校、義務教育学校の後期課程、高等

学校、各種学校（高等学校までの課程に類する課程）等も含む。
・ 放課後児童クラブ、放課後等デイサービス
・ 幼稚園、保育所、認定こども園、認可外保育施設、家庭的保育事業等、子ど
もの一時的な預かり等を行う事業、障害児の通所支援を行う施設等

・ 新型コロナウイルスに感染した子ども
・ 新型コロナウイルスに感染したおそれのある子ども

（発熱等の風邪症状のある者、濃厚接触者）
・ 医療的ケアが日常的に必要な子ども又は新型コロナウイルスに感染した場合
に重症化するリスクの高い基礎疾患等を有する子ども

（２）①又は②の子どもの世話を行うこと

○ 親権者、未成年後見人、その他の者（里親、祖父母等）であって、子どもを現に監護する
者が対象となります。

○ 上記のほか、子どもの世話を一時的に補助する親族を含みます。

厚生労働省[最新版：令和２年12月29日作成]

小学校等の臨時休業等に伴い、子どもの世話を行うために、契約した仕事

ができなくなった個人で仕事をする保護者へ支援金を支給します！

② 新型コロナウイルスに感染した子ども等、小学校等を休むことが適当と認められる子ども

別添１5

- 68 -



（３）小学校等の臨時休業等の前に、以下の業務委託契約等を締結していること

（４）小学校等の臨時休業等により、子どもの世話を行うために、業務委託契約等に基

づき予定されていた日時に仕事ができなくなったこと

ここでの業務委託契約等は、発注者から、仕事の委託を受け、業務遂行等に
対して報酬を支払われることを内容とする契約のことをいいます。

契約書や電子メールなど、何らかの書面等により、発注者からの指定の内容や
報酬が確認できるものが申請には必要となります。

○ 「業務委託契約等」とは

○ 契約を締結している本人が、個人で契約に基づく業務を行うこと
※ただし、労働者を使用する事業主、雇用保険被保険者、国家公務員又は地方公務員の場合は除きます。

○ 業務遂行に要する日や時間等を前提とした報酬となっていること

・ 時間や日を基礎として計算されるもの
・ 作業単位や作業個数の単価と実績を基に計算されるもの
など、作業量や成果物により、報酬が支払われるものが該当します。

○ 「業務委託契約等に基づき予定されていた日時」とは

あらかじめ業務委託契約等で示されていた業務を行う日時のことをいいます。
業務量、契約期間などから、業務を行う日が判別できるような場合も含まれます。

※ ただし、開校日であっても新型コロナウイルス感染症に関する対応として行われる授業時間

短縮日等に子どもの世話を行う場合は臨時休業の一環として支援対象になります。また、上記

（２）②の子ども（感染者等）の世話を行う場合は、臨時休業にかかわらず、小学校等の開校

日、休校が予定されていた日でも、対象になります。

・ 業務従事や業務遂行の態様 （業務の内容 など）
・ 業務の場所 （業務を行う場所や施設 など）
・ 業務の日時 （業務を行う予定の日、開始日と終了日 など）

例

○ 臨時休業等の開始日より前に、すでに業務委託契約等を締結していること

○ 仕事ができなかった日が、小学校等の臨時休業等の期間中であって、小学校
等の開校日や、元々休校が予定されていた日（休校日、春休み、夏休み、冬休み
等）ではないこと

○ 契約において、業務従事や業務遂行の態様、業務の場所・日時等について、
発注者から一定の指定を受けていること

◎ 支給要件、申請等の手続のお問い合わせについては、
学校等休業助成金・支援金、雇用調整助成金コールセンター

０１２０－６０－３９９９（受付時間：９：00～21：00）※土日・祝日含む

◎ 申請書の提出先
〒137-8691 新東京郵便局私書箱132号
学校等休業助成金・支援金受付センター（厚生労働省の委託事業者）

必ず配達記録が残る郵便（特定記録郵便やレターパックなど）で配送してください。

（宅配便などは受付不可）

※ 申請書は、厚生労働省HPから印刷して使用して下さい。(印刷できない場合はコールセンターに御連絡下さい。)
〈支援金HP〉 https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_10231.html

※ 詐欺にご注意ください。国や委託事業者から、申請者に個人情報を電話で問い合わせたり、
支援金の相談について電話等で勧誘することはありません。

臨時休業 個人委託 検 索
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 令和３年４月２７日 

 

労使関係団体の長 殿 

 

 

緊急事態宣言の発出を踏まえた 

職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理について 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和３年４月 23日に新型インフ

ルエンザ等対策特別措置法第 32条に基づく緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）

が発出され、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス

感染症対策本部決定。以下「基本的対処方針」という。）が改正されたところです。 

改正後の基本的対処方針において、「職場への出勤等」につきましては、従前の感染防

止のための取組の徹底等に加え、特定都道府県において、人の流れを抑制する観点から、

在宅勤務（テレワーク）活用や大型連休中の休暇取得の促進等により、出勤者数の７割削

減を目指すこと等とされたところです。 

厚生労働省では、職場において特に留意すべき「取組の５つのポイント」の取組を一層

推進するために、職場における感染防止対策の実践例（別添１）等を活用して、事業主に

取組を働きかけるととともに、都道府県労働局に設置した「職場における新型コロナウイ

ルス感染拡大防止対策相談コーナー」において、引き続き、事業主及び労働者からの相談

等への対応を行うことといたします。 

職場における新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、各関係団体におい

て作成された「業種ごとの感染拡大予防ガイドライン」等を実践する際に、労働者が安全

かつ安心して働ける環境づくりに率先して取り組んでいただくことについて累次にわたり

お願いしてきたところですが、改めて、職場における新型コロナウイルス感染症への感染

予防、健康管理の強化についての留意事項等を取りまとめた下記事項について、傘下団体

・企業（連合は「構成組織」）に対して周知をお願いいたします。 

なお、今回お送りする資料は、福島労働局ホームページ【https://jsite.mhlw.go.jp/f

ukushima-roudoukyoku/newpage_00296.html】に掲載されているほかＱＲコードからもご確

認いただけますので、周知に当たってご活用くださいますようお願いいたします。 

                    厚生労働省福島労働局長 

別添１6
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令和３年５月 11日 

 

労使関係団体の長 殿 

 

 

緊急事態宣言の延長を踏まえた 

職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和３年５月７日に、新型イン

フルエンザ等対策特別措置法第 32 条に基づく緊急事態宣言（以下「緊急事態宣言」という。）

の延長が決定され、「新型コロナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウ

イルス感染症対策本部決定。以下「基本的対処方針」という。）が改正されたところです。 

改正後の基本的対処方針において、「職場への出勤等」につきましては、従前の感染防

止のための取組の徹底等に加え、「高齢者や基礎疾患を有する者など重症化リスクのある

労働者及び妊娠している労働者や同居家族にそうした者がいる労働者については、本人の

申出等を踏まえ、テレワークや時差出勤等の感染予防のための就業上の配慮を行うこと」

等とされたところです（別添１）。 

職場における新型コロナウイルス感染症への感染予防及び健康管理につきましては、令

和３年４月27日付け厚生労働省福島労働局長通知により留意事項をお示しし、傘下団体・

企業（連合は「構成組織」）に対して周知をお願いしたところですが、大型連休を経て県

内の感染者数は依然として増加傾向にあり、県内の病床使用率は過去最高の８割を超え、

医療機関もひっ迫の深刻な状況にあることから、より一層の感染防止の取組が求められる

ところです。 

そのため、これらの事項に加え、改正後の基本的対処方針につきましても、別添２の「職

場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト」や別添３

の「テレワークを有効に活用しましょう」を活用いただく等によりご配慮いただくよう、

傘下団体・企業（連合は「構成組織」）に対して周知をお願いいたします。 

なお、今回お送りする資料は、厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf

/newpage_18496.html）に掲載されているほかＱＲコードからもご確認いただけますので、

周知に当たってご活用くださいますようお願いいたします。 

 

厚生労働省福島労働局長 
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令和３年５月 18日 

 

 

労使関係団体の長 殿 

 

 

基本的対処方針の改正等を踏まえた 

職場における新型コロナウイルス感染症対策の拡充について 

 

 

新型コロナウイルス感染症の拡大防止につきましては、令和３年５月 14日に「新型コロ

ナウイルス感染症対策の基本的対処方針」（新型コロナウイルス感染症対策本部決定）が

改正され、感染防止のための取組に「昼休みの時差取得」が追加される等、職場における

新型コロナウイルス感染症対策の拡充が図られたところです（別添１）。 

職場における新型コロナウイルス感染症対策につきましては、令和３年４月 27日付け及

び令和３年５月11日付け厚生労働省福島労働局長通知により留意事項をお示ししたところ

ですが、これらの事項に加え、「取組の５つのポイントを活用しましょう！（一部改正）」

（別添２）を活用いただく等により昼休みの時差取得を実施し、会話をする際にはマスク

を着用する等の飲食の場での対策について労働者に周知していただくとともに、「職場に

おける新型コロナウイルス感染症の拡大を防止するためのチェックリスト（一部改正）」

（別添３）や「新型コロナウイルスに関するＱ＆Ａ」（別添４）のほか、「建設現場にお

ける熱中症予防と新型コロナウイルス感染防止（新規）」（別添５）を活用いただく等に

より熱中症のリスクを踏まえた感染症対策に取り組んでいただくことについて、改めて、

傘下団体・企業（連合は「構成組織」）に対して周知をお願いいたします。 

なお、今回お送りする資料は、厚生労働省ホームページ（https://www.mhlw.go.jp/stf/new

page_18659.html）に掲載されているほかＱＲコードからもご確認いただけますので、周知

に当たってご活用くださいますようお願いいたします。 

 

 

厚生労働省福島労働局長 
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（令和３年５月２８日）

Ⅰ イベント・行事

１ 労働基準部

７月１日から7月７日の１週間は「全国安全週間」（※）です。
また６月はその準備期間です。

● 今年度のスローガンは
「持続可能な安全管理 未来へつなぐ安全職場」

です。

● 福島労働局では、労働局長よる安全パトロールなど、様々な
取組を行う予定です。

１．全国安全週間

担当：健康安全課 空閑（電話： 024-536-4603 ）

今年度で９４回目となる全国安全週間は、労働災害を防止するために産業界での自
主的な活動の推進と、職場での安全に対する意識を高め、安全を維持する活動の定
着を目的としています。

（※）
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令和4年3月新規学校卒業予定者にかかる求人の受付が、6月1日より県内のハローワークにおい

て開始されます。

できるだけ早い時期から生徒が就職先を検討できるよう、企業の皆様には求人の早期提出をお

願いしております。

●令和4年3月新規高卒者の就職活動スケジュール

6/1~ 7/1~ 夏休み時期等 9/5~ 9/16~ 3月以降

１．令和４年３月新規学卒予定者の求人受付が開始されます

担当：職業安定課 佐藤 電話：024‐529-5396

卒業
就職

選考・採用
内定通知

応募書類
提出

応募前
職場見学

求人公開求人受理

２．新規大卒者等就職面接会を開催します

担当：職業安定課 佐藤 電話：024‐529-5396

●来春大学等卒業予定者及び既卒3年以内の方を対象とする就職面接会を開催します。

会場名 開催日時 開催場所

福島会場
令和３年６月１９日（土）

10:30～12:30、13:30～15:30（二部制）
ラコパふくしま

郡山会場
令和３年６月２６日（土）

10:30～12:30、13:30～15:30（二部制）
郡山市労働福祉会館

資料No２

資料No１

２ 職業安定部
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Ⅱ 公表事案

労働基準部

県内労働災害発生状況

担当：健康安全課 空閑（電話： 024-536-4603 ）

死傷者
うち

死亡者
死傷者

うち

死亡者
増減数

増減率

（％）

753 5 466 15 287 61.6

144 1 106 2 38 35.8

3 0 0 0 3

105 2 99 4 6 6.1

72 0 64 1 8 12.5

3 0 4 0 -1 -25.0 

20 1 10 3 10 100.0

5 0 3 1 2 66.7

401 1 180 4 221 122.8

商 業 110 0 68 2 42 61.8

金 融 広 告 業 5 0 4 0 1 25.0

保 健 衛 生 業 172 0 35 0 137 391.4

接 客 娯 楽 業 44 0 25 1 19 76.0

清 掃 ・ と 畜 業 31 0 24 1 7 29.2

上 記 以 外 の 事 業 39 1 24 0 15 62.5

（注）　労働者死傷病報告（休業４日以上）による。

畜 産 ・ 水 産 業

上 記 以 外 の 事 業 小 計

鉱 業

建 設 業

運 輸 交 通 業

貨 物 取 扱 業

農 林 業

製 造 業

全 業 種 合 計

　令和２年　
　対  　前  　年

 （ 死　傷　者 ）
　令和３年　年 別

業 種

令和３年（４月）の災害発生状況を取りまとめました。

福島労働局
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 令和 4年 3月新規高卒者の就職活動スケジール 

１ 令和 4 年 3 月新規高卒者の求職動向（4 月中旬現在（28 年度以前は 5 月 15 日現在））           

（１）就職希望地別内訳 ⇒ 「県内」希望の割合が依然高い傾向 

●令和 4年 3月新規高卒者の求職動向について 

令和 3年 4月中旬現在の状況を各学校に調査 

し、とりまとめました。 

●学校又はハローワークの紹介による就職希望者 

は 3,958人と、昨年の 4,313人より 355名減少し

ています。 

●県内就職希望者の割合は 85.3％（3,376人） 

で、昨年より 0.7ポイント増加となり、依然として 

高い割合で県内就職を希望しています。 

  

       

 

 

報道関係者 各位 

 
来春の高卒求人の受付が県内ハローワークで始まります 

～ 6 月 1 日より各企業からの求人受付を開始 ～ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

（２）希望職種内訳 【詳細な数字は裏面別表参照】  

 

令和 3年 5月 28日 
【照会先】 

福島労働局職業安定部職業安定課 

課  長    秋元 初雄 

課長補佐    矢内 聡 

地方職業指導官 佐藤 加奈子 

電話 024-529-5396（直通） 

福島労働局発表 Press Release 

企業の皆様には、7月 1日からの来春高校卒業予定の生徒への一斉求人公開に向けて、できるだけ早い

時期から生徒が就職先を検討でき、そして、当県の産業振興、復興を担う若者の就職内定に至るよう、求人の

早期提出をお願いします。 

卒業 

就職 
選考・ 

 採用内定通知 

応募書類 

提出 

応募前 

職場見学 

6/１～ 7/1～ 夏休み時期等 9/5～ 9/16～ 3月、4月 

求人公開 求人受理 

86.0%

86.5%

84.0%

84.1%

84.6%

85.3%

14.0%

13.5%

16.0%

15.9%

15.4%

14.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

29.3卒

30.3卒

31.3卒

2.3卒

3.3卒

4.3卒

資料No.1
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【補足】

　１．【別表】令和4年3月新規高卒者の職種別希望者数（構成比）

管理・ 輸送・ 建設・ 運搬・

専門・ 機械運 採掘 清掃・

技術 転 包装等

3,958 445 422 385 453 81 56 1,272 95 221 73 455

うち男 2,376 293 102 161 160 69 40 933 86 207 61 264
うち女 1,582 152 320 224 293 12 16 339 9 14 12 191

100.0 11.2 10.7 9.7 11.4 2.0 1.4 32.1 2.4 5.6 1.8 11.5

うち男 100 12.3 4.3 6.8 6.7 2.9 1.7 39.3 3.6 8.7 2.6 11.1
うち女 100 9.6 20.2 14.2 18.5 0.8 1.0 21.4 0.6 0.9 0.8 12.1

　３．新規高卒者にかかる求人提出状況の推移

保安
農林漁
業

生産工
程

希望職
種未定

計 事務 販売
サービ
ス

紹介就職希望
者数

　２．年度別就職希望者数、進学希望者数の推移【4月中旬時点（29.3卒以前は5月15日）調べ】

                    ※　紹介就職希望者＝学校又はハローワークの紹介による就職希望者
　　                     その他の就職希望者＝縁故就職、公務員への応募、自営等の就職を希望する者

構成比（％）

594

6,084
6,776 7,040 7,336 7,558 7,781 7,898 7,965 8,006 8,022 8,030

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

求人受付
開始日 6月末 7/15 7月末 8月末 9月末 10月末 11月末 12月末 1月末 2月末 3月末 4月末 5月末 6月末

■03.3卒 594 6,084 6,776 7,040 7,336 7,558 7,781 7,898 7,965 8,006 8,022 8,030

■02.3卒 1,101 7,425 8,541 8,845 9,118 9,321 9,468 9,553 9,619 9,644 9,661 9,672 9,672 9,672 9,672

■31.3卒 958 7,632 8,691 9,116 9,479 9,752 9,882 9,959 10,045 10,083 10,100 10,114 10,116 10,115 10,118

■30.3卒 835 6,221 7,709 8,110 8,539 8,910 9,118 9,193 9,273 9,310 9,342 9,344 9,344 9,344 9,344

■29.3卒 1,304 4,944 6,993 7,420 7,827 8,256 8,526 8,644 8,724 8,781 8,803 8,813 8,813 8,813 8,813

0 5,000 10,000 15,000 20,000

28.3卒

29.3卒

30.3卒

31.3卒

2.3卒

3.3卒

4.3卒

4,907

4,978

4,708

4,740

4,684

4,313

3,958

500

494

514

482

520

495

471

12,356

12,654

11,730

12,122

11,768

11,349

11,347

516

460

915

458

519

623

619

紹介就職希望者数 その他就職希望者数 進学希望者数 その他（未定を含む）

（人）
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福島復興のための
大卒等      就職面接会

福島労働局委託事業　若年者地域連携事業

主催：福島労働局
受託：株式会社飛馬

参加希望者
大募集中です！

　【福島会場】

６月１９日(土)
　【郡山会場】

６月２６日(土)
参加対象：大学院・大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校等において
　　　　　  卒業年次の方、及び既卒３年以内の方

Fukushima

    
（福島県福島市仲間町 4-8）

令和 3 年 6 月 19 日（土）
 会場：ラコパふくしま

第 １ 部 　10：30 ～ 12：30
　　　　　 （受付　10：00 ～）
第 ２ 部 　13：30 ～ 15：30
　　　　　 （受付　13：00 ～）

参加企業　２０社

Koriyama

    
（福島県郡山市虎丸町 7-7）

令和 3 年 6 月 26 日（土）

第 １ 部 　10：30 ～ 12：30
　　　　　 （受付　10：00 ～）
第 ２ 部 　13：30 ～ 15：30
　　　　　 （受付　13：00 ～）

参加企業　２０社

 会場：郡山市労働福祉会館
 ３階　大ホール

※詳細は裏面をご覧ください。

５階 会議室Ａ・Ｂ

資料No.2
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福島労働局委託事業　若年者地域連携事業

就職面接会 実施概要

会場・日程

当日の流れ

持ち物

皆さんの参加を

お待ちしております

【お問い合わせ】

TEL：0246-38-6117 FAX：0246-38-6118
〒972-8316　福島県いわき市常磐西郷町銭田 106-26

【主催】福島労働局　　　　　【受託・運営】株式会社　飛馬（ひゅうま）

福島労働局若年者地域連携事業事務局
飛馬オープンカレッジ

HP: http://hyuma.sakura.ne.jp/2021/

IN

TERVIE
W

JOB

M

EEIN G

企業入れ替えによる２部制となっております。参加企業の詳細はホームページをご覧ください。

開催日

会場

受付　10：00 受付　10：00
10：30～12：30 10：30～12：30
受付　13：00 受付　13：00
13：30～15：30 13：30～15：30

時間
第１部

第２部

第１部

第２部

郡山市労働福祉会館
３階　大ホール

(福島県郡山市虎丸町7-7)

令和３年６月２６日(土)令和３年６月１９日(土)

ラコパふくしま
５階　会議室Ａ・Ｂ

（福島県福島市仲間町4-8）

受付・自己紹介カードの作成 企業ブースへ提出 面接

参加対象者

大学院・大学・短期大学・高等専門学校及び専修学校等において卒業年次の方、及び既卒３年以内の方

■筆記用具

■自己紹介カード
(ホームページより自己紹介カード(Word形式 )を
ダウンロードし、事前に作成・印刷していただく
ことができます。　もちろん当日会場でご記入
いただいても結構です！ )

▶　セミナー当日は、必ずマスクの着用をお願いします。

▶　発熱、咳などの症状がみられる場合には、参加を
     ご遠慮頂く場合がございます。

▶　会場内でのアルコール消毒等をお願いいたします。

コロナ感染予防対策のお願い

新型コロナウイルス感染防止対策として、ブース内には飛沫防止の
ためのシートの設置を予定しております。参加される皆様にも、
安全確保の観点から以下の点をご留意頂きご参加願います。
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職場における熱中症予防対策の徹底について要請 

 

 

令和２年の熱中症による労働災害発生状況については、全国では、休業４日以上の死傷

者数（以下「死傷者数」という。）は959人、死亡者数は22人となり、記録的な猛暑となっ

た平成30年と比べ、死傷者数、死亡者数とも減少しましたが、死傷者数については前年を

上回りました。 

また、福島県内におきましては、死傷者数は20人で前年比２人増加し、死亡者数は３人

で、平成28年以来４年ぶりとなる熱中症による死亡災害が発生しました。 

このような状況を踏まえ、福島労働局（局長 河西 直人）では、福島県内の労使団体及

び建設工事を発注している行政機関に対し、労働者の熱中症予防対策の徹底について要請を

行うとともに、富岡労働基準監督署（署長 髙田 豊和）では、東京電力ホールディングス

株式会社福島第一廃炉推進カンパニー及び廃炉作業の元請事業者に対し、労働者の熱中症予

防対策の徹底について要請を行いました。 

福島労働局及び各労働基準監督署では、あらゆる機会を捉え、熱中症予防対策の徹底を図

ってまいります。 

 

 

【熱中症予防のポイント】 

〇 喉の渇きにかかわらず水分・塩分を摂取すること 

〇 こまめに休憩をとること 

〇 暑さに慣れる期間を設定すること（１週間程度かけて徐々に身

体を慣らすこと） 

〇 労働者の異変を認めたときは医療機関に搬送すること 

 

  

 
厚生労働省福島労働局発表 
令和 ３ 年 ５ 月 ２８ 日 

 
 
 担 

 

当 

福島労働局 労働基準部 
健康安全課長  伊藤達夫 
安全衛生係長  千葉光平 
電 話 024-536-4603（直通） 

富岡労働基準監督署  
 監督・安衛課長 関口和也 
 電 話 0240-22-3003  

（案 3） 
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参考 

 

熱中症による労働災害発生状況 

 

１ 福島県内 

 

 

 

 

２ 全国 
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